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た場合、指定障害者支援施設の利用を開始してから３年以内

で必要と認められる期間について加算の算定対象となる。

イ （ 略）

⑭ 栄養マネジメント加算の取扱いについて

（ 略）

た場合、指定障害者支援施設の利用を開始してから３年以内

で必要と認められる期間について加算の算定対象となる。

イ 加算の対象となる施設については、以下の支援を行うもの

とする。

（ ア） 本人や関係者からの聞き取りや経過記録、行動観察等

によるアセスメントに基づき、犯罪行為等に至った要因を

理解し、これを誘発しないような環境調整と地域生活への

移行に向けた必要な専門的支援（ 教育又は訓練）が組み込

まれた施設障害福祉サービス計画の作成

（ イ） 指定医療機関や保護観察所等の関係者との調整会議の

開催

（ ウ） 日常生活や人間関係に関する助言

（ エ） 医療観察法に基づく通院決定を受けた者に対する通院

の支援

（ オ） 他のサービス等を利用する時間帯も含めた緊急時の対

応

（ カ） その他必要な支援

⑬ 栄養マネジメント加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第９の10 の栄養マネジメント加算は、栄養健康状

態の維持や食生活の向上を図るため、個別の障害者の栄養、健

康状態に着目した栄養ケア・ マネジメントの実施（ 以下「 栄養

ケア・ マネジメント」 という。） を評価しているところである。

（ 二） 栄養ケア・ マネジメントは、入所者ごとに行われる個別支援

計画の一環として行われることに留意すること。
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また、栄養ケア・ マネジメントは、低栄養状態のリスクにか

かわらず、原則として入所者全員に対して実施すべきものである

こと。

（ 三） 施設に常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものである

こと。

なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されている

場合は、当該加算を算定できないこと。

（ 四） 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の障害福祉サービス

の栄養ケア・ マネジメントを行う場合は、当該管理栄養士が所

属する施設のみ算定できること。

（ 五） 栄養ケア・ マネジメントについては、以下のアからキまでに

掲げるとおり、実施すること。

ア 入所者ごとの低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握す

ること（ 以下「 栄養スクリーニング」 という。） 。

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者ごとの解決すべき課

題を把握すること（ 以下「 栄養アセスメント」 という。） 。

ウ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理の下、医師、管

理栄養士、看護職員、サービス管理責任者その他の職種の者

が共同して、入所者ごとに、栄養補給に関する事項（ 栄養補

給量、補給方法等） 、栄養食事相談に関する事項（ 食事に関

する内容の説明等） 、解決すべき事項に対し関連職種が共同

して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成する

こと。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケア・

マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、そ
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の同意を得ること。なお、指定施設入所支援においては、栄

養ケア計画に相当する内容を個別支援計画の中に記載する場

合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることが

できるものとすること。

エ 栄養ケア計画に基づき、入所者ごとに栄養ケア・ マネジメ

ントを実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（ 栄

養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべ

き事項の見直しの必要性等） があれば直ちに当該計画を修正

すること。

オ 入所者ごとの栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活

機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。

その際、栄養スクリーニング時に把握した入所者ごとの低栄

養状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間

隔を設定し、入所者ごとの栄養ケア計画に記載すること。当

該モニタリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリス

クの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（ 経管

栄養法から経口栄養法への変更等） については、概ね二週間

ごと、低栄養状態のリスクが低い者については、概ね三月ご

とに行うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、

少なく とも月一回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態

の把握を行うこと。

カ 入所者ごとに、概ね三月を目途として、低栄養状態のリス

クについて、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の

見直しを行うこと。
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⑮ 経口移行加算の取扱いについて

（ 略）

キ 指定障害者支援施設基準第17条に規定するサービスの提供

の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士

が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録と

は別に栄養マネジメント加算の算定のために利用者の栄養状

態を定期的に記録する必要はないものとすること。

（ 六） 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その

同意を得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始する

ものとすること。

⑭ 経口移行加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第９の11の経口移行加算のうち経管栄養から経口

栄養に移行しようとする者に係るものについては、次に掲げる

アからウまでのとおり、実施するものとすること。

ア 現に経管により食事を摂取している者であって、経口によ

る食事の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、

医師の指示を受けた者を対象とすること。医師、歯科医師、

管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、サービス管理責任者そ

の他の職種の者が共同して、経口による食事の摂取を進める

ための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成するこ

と（ 栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっては、

栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。） 。また、

当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその

家族に説明し、その同意を得ること。なお、指定施設入所支

援においては、経口移行計画に相当する内容を個別支援計画

の中に記載する場合は、その記載をもって経口移行計画の作
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成に代えることができるものとすること。

イ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加

算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管に

よる食事の摂取を終了した日までの期間とするが、その期間

は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して180日以

内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原

則として当該加算は算定しないこと。

ウ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者

又はその家族の同意を得られた日から起算して、180日を超え

て実施される場合でも、経口による食事の摂取が一部可能な

ものであって、医師の指示に基づき、継続して経口による食

事の摂取を進めるための栄養管理が必要とされる場合にあっ

ては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。ただ

し、この場合において、医師の指示は概ね二週間ごとに受け

るものとすること

（ 二） 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤

嚥性肺炎の危険も生じうることから、次のアからエまでについ

て確認した上で実施すること。

ア 全身状態が安定していること（ 血圧、呼吸、体温が安定し

ており、現疾患の病態が安定していること。） 。

イ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。

ウ 嚥下反射が見られること（ 唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激

による喉頭挙上が認められること。） 。

エ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「 むせ」 がな
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⑯ 経口維持加算の取扱いについて

（ 略）

いこと。

（ 三） 経口移行加算を180日間にわたり算定した後、経口摂取に移

行できなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行する

ための栄養管理を実施した場合は、当該加算は算定できないも

のとすること。

⑮ 経口維持加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第９の12の経口維持加算のうち、経管栄養は行わ

れていないが、著しい摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる

者（ 経口維持加算（ Ⅰ） ）及び摂食機能障害を有し誤嚥が認められ

る者（ 経口維持加算（ Ⅱ） ）に係るものについては、次に掲げるア

からエまでの通り、実施するものとすること。

ア 経口維持加算（ Ⅰ）については、現に経口により食事を摂取し

ている者であって、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（ 診

療報酬の算定方法（ 平成20年厚生労働省告示第59号） 別表

第１医科診療報酬点数表（ 以下「 医科診療報酬点数表」 とい

う。） 中「 造影剤使用撮影」 をいう。以下同じ。） 又は内視

鏡検査（ 医科診療報酬点数表中「 喉頭ファイバースコピー」

をいう。以下同じ。） により誤嚥が認められる（ 喉頭侵入が

認められる場合を含む。） ことから、継続して経口による食

事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとし

て、医師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。

ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を

受ける管理栄養士等が、対象となる入所者に対する療養のた

めに必要な栄養の指導を行うに当たり、主治の医師の指導を
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受けている場合に限る（ 以下同じ。） 。

経口維持加算（ Ⅱ）については、現に経口により食事を摂取

している者であって、摂食機能障害を有し、水飲みテスト（「 氷

砕片飲み込み検査」 、「 食物テスト（ food test） 」 、「 改訂

水飲みテスト」 などを含む。以下同じ。） 、頸部聴診法等に

より誤嚥が認められることから、継続して経口による食事の

摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医

師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。

イ 医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、サ

ービス管理責任者その他の職種の者が共同して、継続して経

口による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を示

した経口維持計画を作成すること（ ただし、栄養マネジメン

ト加算を算定している入所者にあっては、栄養ケア計画と一

体のものとして作成すること。） 。また、当該計画について

は、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、そ

の同意を得ること。なお、指定施設入所支援においては、経

口維持計画に相当する内容を個別支援計画に記載する場合

は、その記載をもって経口維持計画の作成に代えることがで

きるものとすること。

ウ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「 特

別な栄養管理」 とは、入所者の誤嚥を防止しつつ、継続して

経口による食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等

における適切な配慮のことをいう。経口維持加算（Ⅰ）及び経口

維持加算（ Ⅱ）の算定期間は、継続して経口による食事の摂取を
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⑰ 療養食加算の取扱いについて

進めるための特別な栄養管理により、当該入所者に誤嚥が認

められなくなったと医師又は歯科医師が判断した日までの期

間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得られ

た目から起算して180日以内の期間に限るものとし、それを

超えた場合においては、原則として当該加算は算定しないこ

と。

エ 入所者又はその家族の同意を得られた月から起算して180

日を超えた場合でも、引き続き、

（ ア） 経口維持加算（ Ⅰ）の対象者については、造影撮影又は内視

鏡検査により、引き続き、誤嚥が認められ（ 喉頭侵入が認

められる場合を含む。） 継続して経口による食事の摂取を

進めるための特別な栄養管理が必要であるものとして医師

又は歯科医師の指示がなされ、また、当該特別な栄養管理

を継続することについての入所者の同意が得られた場合

（ イ） 経口維持加算（Ⅱ）の対象者にあっては、水飲みテスト、頸

部聴診法等により引き続き、誤嚥が認められ、継続して経

口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であ

るものとして、医師又は歯科医師の指示がなされ、また、

当該特別な栄養管理を継続することについての入所者の同

意が得られた場合にあっては、引き続き当該加算を算定で

きるものとすること。

ただし、（ ア）又は（ イ）における医師又は歯科医師の指示は、

概ね一月ごとに受けるものとすること。

⑯ 療養食加算の取扱い
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（ 略） （ 一） 報酬告示第９の13の療養食加算については、利用者の病状

等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段

として発行された食事せんに基づき、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準に基づき厚生労働大臣が定める療養食（ 平

成21年厚生労働省告示第177号） に示された療養食が提供さ

れた場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養

食の献立表が作成されている必要があること。

（ 二） 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医

師の発行する食事せんに基づいて提供される利用者の年齢、病

状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（ 糖尿病食、腎

臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（ 流動食は除く 。） 、貧血食、膵

臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいう

ものであること。

（ 三） 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を

問わないこと。

（ 四） 減塩食療法等について

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準

じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減

塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の

減塩食については、総量6. 0g未満の減塩食をいうこと。

（ 五） 肝臓病食について
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肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄症食

（ 胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄症の場合を含む。）等をい

うこと。

（ 六） 胃潰瘍食について

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支え

ないこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としな

いが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ず

る食事を提供する場合は、療養食の加算が認められること。ま

た、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下して

いる入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り

扱って差し支えないこと。

（ 七） 貧血食の対象者となる入所者等について

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血

中ヘモグロビン濃度が10g／dl 以下であり、その原因が鉄分の

欠乏に由来する者であること。

（ 八） 高度肥満症に対する食事療法について

高度肥満症（ 肥満度が＋70％以上又はBMI（ Body Mass I ndex）

が35以上） に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食に

準じて取り扱うことができること。

（ 九） 特別な場合の検査食について

特別な場合の検査食とは、潜血食のほか、大腸Ⅹ線検査・ 大

腸内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用し

た場合は、「 特別な場合の検査食」 として取り扱って差し支え

ないこと。
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⑱ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第９の14及び15の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・ 介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の㉑の規

定を準用する。

３．訓練等給付費

（ １） 機能訓練サービス費

① （ 略）

(一) （ 略）

(二) （ 略）

（ 十） 脂質異常症食の対象となる入所者等について

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者

等は、空腹時定常状態におけるLDL－コレステロール値が140

ｍｇ ／dl 以上である者又はHDL－コレステロール値が40mg／

dl 未満若しくは血清中性脂肪値が150mg／dl 以上である者で

あること。

⑰ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第９の14及び15の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

３．訓練等給付費

（ １） 機能訓練サービス費

① 機能訓練サービス費の区分について

(一) 機能訓練サービス費（ Ⅰ）については、利用者を通所させて自

立訓練（ 機能訓練） を提供した場合又は施設入所支援を併せて

利用する者に対し、自立訓練（ 機能訓練） を提供した場合に算

定する。

(二) 機能訓練サービス費（ Ⅱ）については、自立訓練(機能訓練)計

画に基づき、日中活動サービスを利用する日以外の日に、利用

者の居宅を訪問して自立訓練（ 機能訓練） を提供した場合に算

定する。なお、「 居宅を訪問して自立訓練（ 機能訓練） を提供

した場合」 とは、具体的には次のとおりであること。
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(三) 「 視覚障害者に対する専門的訓練」 とは、視覚障害者である

利用者に対し、以下の研修等を受講した者が行う、歩行訓練や

日常生活訓練等をいうものである。

ア （ 略）

イ 「 視覚障害生活訓練指導員研修事業について」 （ 平成13

年３月30日付け障発第141号厚生労働省社会・ 援護局障害

保健福祉部長通知）に基づき、社会福祉法人日本ライトハウ

スが受託して実施している視覚障害生活訓練指導員研修

ウ 廃止前の「 視覚障害生活訓練指導員研修事業について」（ 平

成６年７月27日付け社援更第192号厚生省社会・援護局長通

知） に基づき、社会福祉法人日本ライトハウスが受託して実

施していた視覚障害生活訓練指導員研修

エ 廃止前の「 盲人歩行訓練指導員研修事業について」 （ 昭和

47年７月６日付け社更第107号厚生省社会・ 援護局長） に基

づき、社会福祉法人日本ライトハウスが受託して実施してい

た盲人歩行訓練指導員研修

ア 運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的とし

て行う各種訓練等及びこれらに関する相談援助

イ 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する訓練及

び相談援助

ウ 住宅改修に関する相談援助

エ その他必要な支援

(三) 「 視覚障害者に対する専門的訓練」 とは、視覚障害者である

利用者に対し、以下の研修等を受講した者が行う、歩行訓練や

日常生活訓練等をいうものである。

ア 国立障害者リハビリテーションセンター学院の視覚障害学

科（ 平成10年度までの間実施していた視覚障害生活訓練専門

職員養成課程を含む。）

イ 「 視覚障害生活訓練指導員研修事業について」 （ 平成13

年３月30日障発第141号）に基づき、社会福祉法人日本ライ

トハウスが受託して実施している視覚障害生活訓練指導員研

修

ウ 廃止前の「 視覚障害生活訓練指導員研修事業について」（ 平

成６年７月27日社援更第192号）に基づき、社会福祉法人日

本ライトハウスが受託して実施していた視覚障害生活訓練指

導員研修

エ 廃止前の「 盲人歩行訓練指導員研修事業について」 （ 昭和

47年７月６日社更第107号） に基づき、社会福祉法人日本ラ

イトハウスが受託して実施していた盲人歩行訓練指導員研修
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オ （ 略）

（ ㈣） 共生型機能訓練サービス費については、次のいずれかに該当

する利用者を介護保険法による指定通所介護事業所若しくは指

定地域密着型通所介護事業所又は指定小規模多機能型居宅介護

事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所である共生型自立訓練

（ 機能訓練） 事業所に通所させて、自立訓練（ 機能訓練） を提

供した場合に算定する。

ア 50歳未満の者であって、区分２以下のもの

イ 50歳以上の者であって、区分１以下のもの

(五) 共生型自立訓練（ 機能訓練） 事業所にサービス管理責任者を

１名以上配置しており、地域に貢献する活動を行っているもの

として都道府県知事に届け出た場合については、所定単位数を

加算する。

なお、地域に貢献する活動は、「 地域の交流の場（ 開放スペ

ースや交流会等） の提供」 、「 認知症カフェ・ 食堂等の設置」 、

「 地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」 、「 地域

のボランティアの受入れや活動（ 保育所等における清掃活動等）

の実施」 、「 協議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参

加」 、「 地域住民への健康相談教室・ 研修会」 など、地域や多

世代との関わりを持つためのものとするよう努めること。

(六) （ 略）

オ その他、上記に準じて実施される、視覚障害者に対する歩

行訓練及び生活訓練を行う者を養成する研修

（ 新設）

（ 新設）

（ 四） 基準該当機能訓練サービス費については、次のいずれかに該

当する利用者を介護保険法による指定通所介護事業所若しくは
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② 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第10の１の２の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５） ④の の規定を準用する。

③ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

④ 初期加算の取扱いについて

（ 略）

⑤ 欠席時対応加算の取扱いについて

（ 略）

⑥ リハビリテーション加算の取扱いについて

ア （ 略）

指定地域密着型通所介護事業所又は指定小規模多機能型居宅介

護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であ

る基準該当自立訓練（ 機能訓練） 事業所に通所させて、自立訓

練（ 機能訓練） を提供した場合に算定する。

ア 50歳未満の者であって、区分２以下のもの

イ 50歳以上の者であって、区分１以下のもの

② 福祉専門職員配置等加算の取扱い

報酬告示第10の１の２の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５） ④の の規定を準用する。この場合において、対象職種は社

会福祉士及び介護福祉士である。

③ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第10の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算につい

ては、２の（ ６） ⑥の の規定を準用する。

④ 初期加算の取扱い

報酬告示第10の３の初期加算については、２の（ ６） ⑦の の規定

を準用する。

⑤ 欠席時対応加算の取扱い

報酬告示第10の４の欠席時対応加算については、２の（ ６） ⑨の
の規定を準用する。

⑥ リハビリテーション加算の取扱い

ア 報酬告示第10の４の２のリハビリテーション加算につい

ては、利用者ごとに個別のリハビリテーションを行った場合

に算定するものであるが、原則として利用者全員に対して実

施するべきものであること。
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イ ２の（ ６）の⑪の規定は、自立訓練（ 機能訓練）に係るリハビ
リテーション加算について準用する。

⑦ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第10の５の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １）の⑲の規定を準用する。
⑧ 食事提供体制加算の取扱いについて

報酬告示第10の６の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑬の規定を準用する。
⑨ 送迎加算の取扱いについて

報酬告示第10の７の送迎加算については、２の（ ６）の⑮の(一)か
ら（ 五）までの規定を準用する。

⑩ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱いについて

報酬告示第10の８の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ６）の⑯の規定を準用する。
⑪ 社会生活支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第10の８の２の社会生活支援特別加算については、次

のとおり取り扱うものとする。

(一) 対象者の要

医療観察法に基づく通院決定又は退院許可決定を受けてから

３年を経過していない者（ 通院期間が延長された場合、その延

長期間を限度とする。）又は矯正施設若しくは更生保護施設を退

所等の後、３年を経過していない者であって、保護観察所又は

地域生活定着支援センターとの調整により、指定自立訓練（ 機

能訓練）事業所等を利用することになった者をいうものである。

イ ２の（ ６）の⑩の規定は、自立訓練（ 機能訓練）に係るリハビ
リテーション加算について準用する。

⑦ 利用者負担上限額管理加算の取扱い

報酬告示第10の５の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １）の⑰の規定を準用する。
⑧ 食事提供体制加算の取扱い

報酬告示第10の６の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑫の規定を準用する。
⑨ 送迎加算の取扱い

報酬告示第10の７の送迎加算については、２の（ ６）の⑭ の(一)か
ら（ 四）までの規定を準用する。

⑩ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱い

報酬告示第10の８の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ５）の⑥の規定を準用する。
（ 新設）
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なお、矯正施設からの退所等の後、一定期間居宅で生活した

後３年以内に保護観察所又は地域生活定着支援センターとの調

整により、指定自立訓練（ 機能訓練） 等を利用することになっ

た場合、指定自立訓練（ 機能訓練） 等の利用を開始してから３

年以内で必要と認められる期間について加算の算定対象とな

る。

(二) 施設要件

加算の要件となる人員配置については、あらかじめ指定基準

上配置すべき従業者に加えて一定数の配置を求めるものではな

く 、加算対象者受入時において適切な支援を行うために必要な

数の人員を確保することが可能であるとともに、有資格者によ

る指導体制が整えられ、有資格者を中心とした連携体制により

対象者に対して適切な支援を行うことが可能であること。

なお、こうした支援体制については、協議会の場等で関係機

関の協力体制も含めて協議しておくことが望ましい。

また、従業者に対する研修会については、原則として事業所

の従業者全員を対象に、加算対象者の特性の理解、加算対象者

が通常有する課題とその課題を踏まえた支援内容、関係機関の

連携等について、医療観察法に基づく通院決定又は退院許可決

定を受けた対象者及び矯正施設等を出所等した障害者の支援に

実際に携わっている者を講師とする事業所内研修、既に支援実

績のある事業所の視察、関係団体が行う研修会の受講等の方法

により行うものとする。

(三) 支援内容
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加算の対象となる事業所については、以下の支援を行うもの

とする。

ア 本人や関係者からの聞き取りや経過記録、行動観察等によ

るアセスメントに基づき、犯罪行為等に至った要因を理解し、

再び犯罪行為に及ばないための生活環境の調整と必要な専門

的支援（ 教育又は訓練） が組み込まれた、自立訓練（ 機能訓

練） 計画等の作成

イ 指定医療機関や保護観察所等の関係者との調整会議の開催

等

ウ 日常生活や人間関係に関する助言

エ 医療観察法に基づく通院決定を受けた者に対する通院の支

援

オ 日中活動の場における緊急時の対応

カ その他必要な支援

⑫ 就労移行支援体制加算の取扱いについて

報酬告示第10の８の３の就労移行支援体制加算については、２

⑹ ⑰の の の規定を準用する。

⑬ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第10の９及び10の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・ 介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の㉑の規

定を準用する。

（ ２） 生活訓練サービス費

（ 新設）

⑪ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第10の９及び10の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

（ ２） 生活訓練サービス費
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① （ 略）

（ 一） （ 略）

（ 二） 生活訓練サービス費（ Ⅱ）については、自立訓練（ 生活訓練）

計画に基づき、日中活動サービスを利用する日以外の日に、利

用者の居宅を訪問して自立訓練（ 生活訓練） を提供した場合に

算定することができるものとする。なお、「 居宅を訪問して自

立訓練（ 生活訓練） を提供した場合」 とは、具体的には次のと

おりであること。

ア （ 略）

イ （ 略）

ウ （ 略）

エ （ 略）

オ その他必要な支援

また、ここでいう「 居宅」 とは、指定共同生活援助事業所等

における共同生活住居は含まれないものであるが、エのうち、

共同生活住居外で実施する訓練については、指定共同生活援助

等の利用者であっても対象となるものとする。

① 生活訓練サービス費の区分について

（ 一） 生活訓練サービス費（ Ⅰ）については、利用者を通所させて自

立訓練（ 生活訓練） を提供した場合又は施設入所支援を併せて

利用する者に対し、自立訓練（ 生活訓練） を提供した場合に算

定する。

（ 二） 生活訓練サービス費（ Ⅱ）については、自立訓練（ 生活訓練）

計画に基づき、日中活動サービスを利用する日以外の日に、利

用者の居宅を訪問して自立訓練（ 生活訓練）を提供した場合に、

訪問を開始した日から起算して 180日の間に50回を上限とし

て算定することができるものとする。なお、「 居宅を訪問して

自立訓練（ 生活訓練） を提供した場合」 とは、具体的には次の

とおりであること。

ア 日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種

訓練等及びこれらに関する相談援助

イ 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する訓練及

び相談援助

ウ 地域生活のルール、マナーに関する相談援助

エ 交通機関、金融機関、役所等の公共機関活用に関する訓練

及び相談援助

オ その他必要な支援

また、ここでいう「 居宅」 とは、指定共同生活援助事業所又

は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所における共同

生活住居は含まれないものであるが、エのうち、共同生活住居

外で実施する訓練については、指定共同生活援助利用者及び外
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（ 三） ⑴「 視覚障害者に対する専門的訓練」については、３の の㈢

の規定を準用する。

（ ㈣） （ 略）

（ 五） 共生型生活訓練サービス費については、次のいずれかに該当

する利用者を介護保険法による指定通所介護事業所若しくは指

定地域密着型通所介護事業所又は指定小規模多機能型居宅介護

事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所である共生型自立訓練

部サービス利用型指定共同生活援助利用者であっても対象と

なるものとする。

（ 新設）

（ 三） 生活訓練サービス費（Ⅲ）及び生活訓練サービス費（ Ⅳ）について

は、日中、一般就労又は障害福祉サービスを利用する者を対象

者として想定しており、具体的には、特別支援学校を卒業して

就職した者、障害者支援施設又は日中の自立訓練（ 生活訓練）

において一定期間訓練を行ってきた者等に対して、指定宿泊型

自立訓練を行った場合に算定する。生活訓練サービス費（ Ⅳ）に

ついては、長期間、指定障害者支援施設等の入所施設に入所又

は精神科病院等に入院していた者はもとより、長期間のひきこ

もり等により社会生活の経験が乏しいと認められる者や発達

障害のある者など２年間の利用期間では十分な成果が得られ

ないと認められる者等についても算定対象となるものとする。

なお、指定宿泊型自立訓練を利用している日に、日中、外部

又は同一敷地内の障害福祉サービス等を利用した場合は、生活

訓練サービス費（ Ⅲ）又は生活訓練サービス費（ Ⅳ）と当該障害福祉

サービスの報酬いずれも算定できる。

（ 新設）
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（ 生活訓練） 事業所に通所させて、自立訓練（ 生活訓練） を提

供した場合に算定する。

ア 50歳未満の者であって、区分２以下のもの

イ 50歳以上の者であって、区分１以下のもの

（ 六） 共生型自立訓練（ 生活訓練）事業所にサービス管理責任者を

１名以上配置しており、地域に貢献する活動を行っているもの

として都道府県知事に届け出た場合については、所定単位数を

加算する。

なお、地域に貢献する活動は、「 地域の交流の場（ 開放スペ

ースや交流会等） の提供」 、「 認知症カフェ・ 食堂等の設置」 、

「 地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」 、「 地域

のボランティアの受入れや活動（ 保育所等における清掃活動等）

の実施」 、「 協議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参

加」 、「 地域住民への健康相談教室・ 研修会」 など、地域や多

世代との関わりを持つためのものとするよう努めること。

（ 七） （ 略）

② 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

（ 四） 基準該当生活訓練サービス費については、次のいずれかに該

当する利用者を介護保険法による指定通所介護事業所若しく

は指定地域密着型通所介護事業所又は指定小規模多機能型居

宅介護事業所若しく は指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所である基準該当自立訓練（ 生活訓練） 事業所に通所させて、

自立訓練（ 生活訓練） を提供した場合に算定する。

ア 50歳未満の者であって、区分２以下のもの

イ 50歳以上の者であって、区分１以下のもの

② 福祉専門職員配置等加算の取扱い
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（ 略）

③ 地域移行支援体制強化加算の取扱いについて

（ 略）

④ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

⑤ 初期加算の取扱いについて

（ 略）

報酬告示第11の１の２の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５） ④の の規定を準用する。

③ 地域移行支援体制強化加算の取扱い

報酬告示第11の１の３の地域移行支援体制強化加算について

は、指定宿泊型自立訓練の利用者の数を15で除して得た数以上の

地域移行支援員を配置しており、当該地域移行支援員のうち１人

以上が常勤で配置されている事業所について算定するものである

が、当該地域移行支援員については、以下の支援を行うものとす

る。

ア 利用者が地域生活への移行後に入居する住まいや利用可能な

福祉サービス等に関する情報提供

イ 共同生活援助等の体験的な利用を行うための連絡調整

ウ 地域生活への移行後の障害福祉サービス利用等のための指定

特定相談支援事業所又は指定一般相談支援事業所との連絡調整

エ 地域生活への移行の際の公的手続等への同行等の支援

オ その他利用者の地域生活への移行のために必要な支援

④ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第11の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算につい

ては、２の（ ６） ⑥の の規定を準用する。（ 指定宿泊型自立訓練を除

く 。なお、指定宿泊型自立訓練を行う場合については、２の（ ９）

⑦の の規定を準用する。）

⑤ 初期加算の取扱い

報酬告示第11の３の初期加算については、２の（ ６） ⑦の の規定

を準用する。
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⑥ 欠席時対応加算の取扱いについて

（ 略）

⑦ 医療連携体制加算の取扱いについて

報酬告示第11の４の２の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑮の規定を準用する。
⑧ 個別計画訓練支援加算の取扱いについて

報酬告示第11の４の３の個別計画訓練支援加算については、以

下のとおり取り扱うこととする。

（ 一） 個別計画訓練支援加算に係る訓練は、利用者ごとに行われる

個別支援計画の一環として行われることに留意すること。

（ 二） （ 三）により作成される個別訓練実施計画を作成した利用者に

ついて、当該指定自立訓練（ 生活訓練） 等を利用した日に算定

することとし、必ずしも個別訓練実施計画に位置づけられた訓

練が行われた日とは限らないものであること。

（ 三） 個別計画訓練支援加算については、以下の手順で実施するこ

と。

ア 利用開始にあたり、社会福祉士、精神保健福祉士又は公認

心理師である従業者（ 視覚障害者を対象とする場合にあたっ

なお、指定宿泊型自立訓練を利用している者が同一敷地内の日

中活動サービスを利用している場合については、指定宿泊型自立

訓練のみについて初期加算を算定するものとし、指定宿泊型自立

訓練の利用を開始した日から 30 日の間算定できるものであるこ

と。

⑥ 欠席時対応加算の取扱い

報酬告示第11の４の欠席時対応加算については、２の（ ６） ⑨の
の規定を準用する。

⑦ 医療連携体制加算の取扱い

報酬告示第11の４の２の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑧の規定を準用する。
（ 新設）
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ては、第556号告示第10号に規定する厚生労働大臣が定める

従業者をもって代えることができるものとする。以下イにお

いて同じ。） が、暫定的に、訓練に関する解決すべき課題の

⑧把握（ 以下この において「 アセスメント」 という。） とそ

れに基づく評価を行い、その後、カンファレンスを行って多

職種協働により、認定調査項目中「 応用日常生活動作」、「 認

知機能」 及び「 行動上の障害」 に係る個別訓練実施計画の原

案を作成すること。

また、作成した個別訓練実施計画の原案については、利用

者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

イ 個別訓練実施計画の原案に基づいた訓練を実施しながら、

概ね２週間以内及び毎月ごとに社会福祉士、精神保健福祉士

又は公認心理師である従業者がアセスメントとそれに基づく

評価を行い、その後、多職種協働により、カンファレンスを

行って、個別訓練実施計画を作成すること。なお、この場合

にあっては、個別訓練実施計画を新たに作成する必要はなく 、

個別訓練実施計画の原案の変更等をもって個別訓練実施計画

の作成に代えることができるものとし、変更等がない場合に

あっても、個別訓練実施計画の原案を個別訓練実施計画に代

えることができるものとすること。

また、作成した個別訓練実施計画については、利用者又は

その家族に説明し、その同意を得ること。

なお、カンファレンスの結果、必要と判断された場合は、

関係する指定特定相談支援事業所の相談支援専門員や他の障
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害福祉サービス事業所等に対して訓練に関する情報伝達（ 日

常生活上の留意点、サービスの工夫等） や連携を図ること。

ウ 利用を終了する前に、関連スタッフによる終了前カンファ

レンスを行うこと。その際、終了後に利用予定の指定特定相

談支援事業所の相談支援専門員や他の障害福祉サービス事業

所のサービス管理責任者等の参加を求めること。

エ 利用終了時には指定特定相談支援事業所の相談支援専門員

や他の障害福祉サービス事業所等に対して必要な情報提供を

行うこと。

⑨ 短期滞在加算の取扱いについて

（ 略）

⑩ 日中支援加算の取扱いについて

（ 略）

⑧ 短期滞在加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の短期滞在加算については、第551号告

示に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定自立

訓練（ 生活訓練） 事業所において、指定自立訓練（ 生活訓練）

を利用している者であって、心身の状況の悪化防止など、緊急

の必要性が認められる者に対して、宿泊の提供を行った場合に、

算定する。

（ 二） 短期滞在加算（ Ⅰ）については、夜間の時間帯を通じて生活支

援員が１人以上配置されている場合に算定する。

（ 三） 短期滞在加算（ Ⅱ）については、夜間の時間帯を通じて宿直勤

務を行う職員が１人以上配置されている場合に算定する。

⑨ 日中支援加算の取扱い

報酬告示第11の５の２の日中支援加算については、指定宿泊型

自立訓練と併せて支給決定されている日中活動サービスを利用す

ることとなっている日に利用することができないとき、サービス



173 

改 正 後 現 行

等利用計画若しくは自立訓練（ 生活訓練） 計画に位置付けて計画

的に地域活動支援センター、介護保険法に規定する通所介護、通

所リハビリテーション、介護予防・ 日常生活支援総合事業のうち

従前の介護予防通所介護に相当するもの若しくは介護予防通所リ

ハビリテーション、精神科ショート ・ ケア、精神科デイ・ ケア若

しくは精神科デイ・ ナイト ・ ケアを利用している者が利用するこ

ととなっている日に利用することができないとき又は就労してい

る利用者が出勤予定日に出勤できないときに、当該利用者に対し、

昼間の時間帯において介護等の支援を行った場合であって、当該

支援を行った日数の合計が１月につき２日を超える場合、３日目

以降について算定する。

ア 日中支援従事者の配置

（ ア） 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業

所は、当該利用者に対して昼間の時間帯に支援を行う場合に

は、日中活動サービス事業所等との十分な連携を図り、当該

支援の内容について日中活動サービス等との整合性を図っ

た上、自立訓練（ 生活訓練） 計画に位置付けるとともに、指

定障害福祉サービス基準に規定する従業者の員数に加えて、

当該利用者の支援のために必要と認められる数の従業者を

加配しなければならないものであること。なお、この場合の

昼間の時間帯の支援に係る従業者の勤務時間については、指

定障害福祉サービス基準に規定する従業者の員数を算定す

る際の勤務時間には含めてはならないものであること。

（ イ） 日中支援従事者は、当該指定自立訓練（ 生活訓練）事業所
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⑪ 通勤者生活支援加算の取扱いについて

（ 略）

⑫ 入院時支援特別加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

に従事する従業者以外の者であって昼間の時間帯における

支援を委託されたものであっても差し支えないものとする。

ただし、別途報酬等により評価される職務に従事する者に

委託する場合は、この加算は算定できないものであること。

イ 加算の算定方法

加算の算定は、指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所ごとに、昼

間の時間帯における支援を行う日中支援対象利用者の数に応

じ、加算額を算定する。

⑩ 通勤者生活支援加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の３の通勤者生活支援加算については、

指定宿泊型自立訓練の利用者のうち、100分の50以上の者が通

常の事業所に雇用されている場合に加算を算定するものであ

るが、この場合の「 通常の事業所に雇用されている」 とは、一

般就労のことをいうものであって、指定就労移行支援、指定就

労継続支援Ａ型及び指定就労継続支援Ｂ型の利用者は除く も

のであること。

（ 二） 通勤者生活支援加算を算定する事業所においては、主として

日中の時間帯において、勤務先その他の関係機関との調整及び

これに伴う利用者に対する相談援助を行うものとする。

⑪ 入院時支援特別加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の４の入院時支援特別加算については、

長期間にわたる入院療養又は頻回の入院療養が必要な利用者

に対し、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）

事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服
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（ 二） （ 略）

（ 三） （ 略）

（ 四） （ 略）

（ 五） 入院時支援特別加算は、⑬の長期入院時支援特別加算を算定
する月については算定できない。また、この場合において、最

初の１月目で長期入院時支援特別加算を算定した場合であっ

ても、１回の入院における２月目以降の月について、入院時支

援特別加算を算定することは可能であること。

等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うと

ともに、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は

診療所との連絡調整を行った場合に、１月の入院日数の合計数

（ 入院の初日及び最終日を除く 。） に応じ、加算する。

（ 二） 報酬告示第11の５の４のイが算定される場合にあっては少

なく とも１回以上、５の４のロが算定される場合にあっては少

なく とも２回以上病院又は診療所を訪問する必要があること。

なお、入院期間が７日以上の場合であって、病院又は診療所へ

の訪問回数が１回である場合については、５の４のイを算定す

る。

（ 三） 入院期間が複数月にまたがる場合の２月目以降のこの加算

の取扱いについては、当該２月目において、入院日数の合計が、

３日に満たない場合、当該２月目については、この加算を算定

しない。

（ 四） 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所

の従業者は、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の

準備や利用者の相談支援、入退院の手続や家族等への連絡調整

などの支援を行った場合は、その支援内容を記録しておく こ

と。

（ 五） 入院時支援特別加算は、⑫の長期入院時支援特別加算を算定
する月については算定できない。また、この場合において、最

初の１月目で長期入院時支援特別加算を算定した場合であっ

ても、１回の入院における２月目以降の月について、入院時支

援特別加算を算定することは可能であること。
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⑬ 長期入院時支援特別加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

（ 二） （ 略）

（ 三） （ 略）

（ 四） （ 略）

⑫ 長期入院時支援特別加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の５の長期入院時支援特別加算について

は、長期間にわたる入院療養又は頻回の入院療養が必要な利用

者に対し、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）

事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服

等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うと

ともに、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は

診療所との連絡調整を行った場合、入院期間（ 入院の初日及び

最終日を除く 。） に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

（ 二） 報酬告示第11の５の５が算定される場合にあっては、特段

の事情のない限り、原則、１週に１回以上病院又は診療所を訪

問する必要があること。なお、「 特段の事情」 とは、利用者の

事情により、病院又は診療所を訪問することができない場合を

主として指すものであること。

また、当該特段の事情がある場合については、その具体的な

内容を記録しておくこと。

（ 三） 長期入院時支援特別加算の算定に当たって、１回の入院で月

をまたがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含

め、最大３月間まで算定が可能であること。また、２月目以降

のこの加算の取扱いについては、当該月の２日目までは、この

加算は算定できないこと。

（ 四） 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所

の従業者は、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の

準備や利用者の相談支援、入退院の手続や家族等への連絡調整
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（ 五） 長期入院時支援特別加算は、⑫の入院時支援特別加算を算定
する月については算定できない。また、この場合において、最

初の１月目で入院時支援特別加算を算定した場合であっても、

１回の入院における２月目以降の月について、長期入院時支援

特別加算を算定することは可能であること。

（ 六） 長期入院時支援特別加算は、長期帰宅時支援加算と同一日に

算定することはできないこと。

⑭ 帰宅時支援加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

（ 二） （ 略）

（ 三） （ 略）

などの支援を行った場合は、その支援内容を記録しておく こ

と。

（ 五） 長期入院時支援特別加算は、⑪の入院時支援特別加算を算定
する月については算定できない。また、この場合において、最

初の１月目で入院時支援特別加算を算定した場合であっても、

１回の入院における２月目以降の月について、長期入院時支援

特別加算を算定することは可能であること。

（ 六） 長期入院時支援特別加算は、長期帰宅時支援加算と同一日に

算定することはできないこと。

⑬ 帰宅時支援加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の６の帰宅時支援加算については、利用

者が自立訓練（ 生活訓練）計画に基づき、家族等の居宅等にお

いて外泊した場合であって、指定宿泊型自立訓練を行う指定自

立訓練（ 生活訓練）事業所が当該利用者の帰省に伴う家族等と

の連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合に、当該利

用者の１月における外泊の日数（ 外泊の初日及び最終日を除

く 。） に応じ、算定する。

（ 二） 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所

の従業者は、当該利用者が帰省している間、家族等との連携を

十分図ることにより、当該利用者の居宅等における生活状況等

を十分把握するとともに、その内容については、記録しておく

こと。また、必要に応じ自立訓練（ 生活訓練） 計画の見直しを

行う必要があること。

（ 三） 外泊期間が複数月にまたがる場合の２月目以降のこの加算
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（ 四） 帰宅時支援加算は、⑮の長期帰宅時支援加算を算定する月に
ついては算定できない。また、この場合において、最初の１月

目で長期帰宅時支援加算を算定した場合であっても、１回の外

泊における２月目以降の月について、帰宅時支援加算を算定す

ることは可能であること。

（ 五） 共同生活援助の体験的な利用に伴う外泊の場合であって、指

定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所と同

一敷地内の指定共同生活援助事業所等を利用する場合は算定

しないものとする。

⑮ 長期帰宅時支援加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

（ 二） （ 略）

の取扱いについては、当該２月目において、外泊日数の合計が、

３日に満たない場合、当該２月目については、この加算を算定

しない。

（ 四） 帰宅時支援加算は、⑭の長期帰宅時支援加算を算定する月に
ついては算定できない。また、この場合において、最初の１月

目で長期帰宅時支援加算を算定した場合であっても、１回の外

泊における２月目以降の月について、帰宅時支援加算を算定す

ることは可能であること。

（ 五） 共同生活援助の体験的な利用に伴う外泊の場合であって、指

定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所と同

一敷地内の指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所を利用する場合は算定しないものと

する。

⑭ 長期帰宅時支援加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の５の７の長期帰宅時支援加算については、

利用者が自立訓練（ 生活訓練）計画に基づき、家族等の居宅等

において長期間外泊した場合であって、指定宿泊型自立訓練を

行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所が当該利用者の帰省に伴

う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場

合、外泊期間（ 外泊の初日及び最終日を除く 。） に応じ、１日

につき所定単位数を算定する。

（ 二） 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所

の従業者は、当該利用者が帰省している間、家族等との連携を

十分図ることにより、当該利用者の居宅等における生活状況等
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（ 三） （ 略）

（ 四） 長期帰宅時支援加算は、⑭の帰宅時支援加算を算定する月に
ついては算定できない。また、この場合において、最初の１月

目で帰宅時支援加算を算定した場合であっても、１回の外泊に

おける２月目以降の月について、長期帰宅時支援加算を算定す

ることは可能であること。

（ 五） （ 略）

（ 六） 共同生活援助への体験的な利用の場合であって、指定宿泊型

自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所と同一敷地内

の指定共同生活援助事業所等を利用する場合は算定しないも

のとする。

⑯ 地域移行加算の取扱いについて

（ 略）

⑰ 地域生活移行個別支援特別加算の取扱いについて

（ 略）

を十分把握するとともに、その内容については、記録しておく

こと。また、必要に応じ自立訓練（ 生活訓練） 計画の見直しを

行う必要があること。

（ 三） 長期帰宅時支援加算の算定に当たって、１回の外泊で月をま

たがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、

最大３月間まで算定が可能であること。また、２月目以降のこ

の加算の取扱いについては、当該月の２日目までは、この加算

は算定できないこと。

（ 四） 長期帰宅時支援加算は、⑬の帰宅時支援加算を算定する月に
ついては算定できない。また、この場合において、最初の１月

目で帰宅時支援加算を算定した場合であっても、１回の外泊に

おける２月目以降の月について、長期帰宅時支援加算を算定す

ることは可能であること。

（ 五） 長期帰宅時支援加算は、長期入院時支援特別加算と同一日に

算定することはできないこと。

（ 六） 共同生活援助への体験的な利用の場合であって、指定宿泊型

自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所と同一敷地内

の指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所を利用する場合は算定しないものとする。

⑮ 地域移行加算の取扱い

報酬告示第11の５の８の地域移行加算については、２の（ ５）の

③の規定を準用する。
⑯ 地域生活移行個別支援特別加算の取扱い

報酬告示第11の５の９の地域生活移行個別支援特別加算につ
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いては、次のとおり取り扱うものとする。

（ 一） 対象者の要件

医療観察法に基づく通院決定を受けてから３年を経過して

いない者（ 通院期間が延長された場合、その延長期間を限度と

する。） 又は矯正施設若しくは更生保護施設を退所等の後、３

年を経過していない者であって、保護観察所又は地域生活定着

支援センターとの調整により、指定宿泊型自立訓練を行う指定

自立訓練（ 生活訓練）事業所を利用することとなった者をいう

ものである。

なお、矯正施設からの退所等の後、一定期間居宅で生活した

後３年以内に保護観察所又は地域生活定着支援センターとの

調整により、指定宿泊型自立訓練を利用することになった場

合、指定宿泊型自立訓練の利用を開始してから３年以内で必要

と認められる期間について加算の算定対象となる。

（ 二） 施設要件

加算の要件となる人員配置については、あらかじめ指定基準

上配置すべき従業者に加えて一定数の配置を求めるものでは

なく 、加算対象者受入時において適切な支援を行うために必要

な数の人員を確保することが可能であるとともに、有資格者に

よる指導体制が整えられ、有資格者を中心とした連携体制によ

り対象者に対して適切な支援を行うことが可能であること。

なお、こうした支援体制については、協議会の場等で関係機

関の協力体制も含めて協議しておく ことが望ましい。

また、従業者に対する研修会については、原則として事業所
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⑱ 精神障害者地域移行特別加算の取扱いについて

報酬告示第11の５の10の精神障害者地域移行特別加算につい

ては、次のとおり取り扱うものとする。

の従業者全員を対象に、加算対象者の特性の理解、加算対象者

が通常有する課題とその課題を踏まえた支援内容、関係機関の

連携等について、矯正施設等を退所した障害者の支援に実際に

携わっている者を講師とする事業所内研修、既に支援の実績の

ある事業所の視察、関係団体が行う研修会の受講等の方法によ

り行うものとする。

（ 三） 支援内容

加算の対象となる事業所については、以下の支援を行うもの

とする。

ア 本人や関係者からの聞き取りや経過記録、行動観察等によ

るアセスメントに基づき、犯罪行為等に至った要因を理解

し、これを誘発しないような環境調整と必要な専門的支援

（ 教育又は訓練） が組み込まれた、自立訓練（ 生活訓練） 計

画の作成

イ 指定医療機関や保護観察所等の関係者との調整会議の開

催

ウ 日常生活や人間関係に関する助言

エ 医療観察法に基づく通院決定を受けた者に対する通院の

支援

オ 日中活動の場における緊急時の対応

カ その他必要な支援

（ 新設）
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（ 一） 対象者の要件

精神科病院に１年以上入院していた精神障害者であって、退

院してから１年以内の者であること。

また、本加算は、長期入院精神障害者の地域移行を進めるこ

とを趣旨としたものであることから、原則として、長期入院精

神障害者が精神科病院から退院するに当たり、指定宿泊型自立

訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所が当該精神障害者

の受入れを行うことを想定しており、退院日から１年以内につ

いて、加算の算定ができるものとすること。

なお、１年以上精神科病院に入院し、退院後、一定期間居宅

等で生活した精神障害者であっても、退院から１年以内につい

て、加算を算定できるものである。

（ 二） 施設要件

事業所が定める運営規程において、主たる対象とする障害の

種類に精神障害者を含む指定宿泊型自立訓練を行う指定自立

訓練(生活訓練)事業所であること。

また、当該事業所の従業者として、社会福祉士、精神保健福

祉士又は公認心理師若しくは心理に関する支援を要する者に

対する相談、助言、指導等の援助を行う能力を有する者を１人

以上配置するとともに、精神障害者の地域生活を支援するため

の体制を確保していること。

（ 三） 支援内容

加算の対象となる事業所については、以下の支援を行うもの

とする。
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ア 社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師若しくは心理

に関する支援を要す者に対する相談、助言、指導等の援助を

行う能力を有する者である従業者による、本人、家族、精神

科病院その他関係者からの聞き取り等によるアセスメント

及び地域生活に向けた自立訓練（ 生活訓練） 計画の作成

イ 精神科病院との日常的な連携（ 通院支援を含む）

ウ 対象利用者との定期及び随時の面談

エ 日中活動の選択、利用、定着のための支援

オ その他必要な支援

⑲ 強度行動障害者地域移行特別加算の取扱いについて

報酬告示第11の５の11の強度行動障害者地域移行特別加算に

ついては、次のとおり取り扱うものとする。

（ 一） 対象者の要件

障害支援区分認定調査の結果に基づき、当該認定調査の項目

中、行動関連項目（ 第543号告示別表第２に規定する行動関連

項目をいう。） について、算出した点数の合計が10点以上の

⑲者（ 以下この において「 強度行動障害を有する者」という。）

であって、指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に

１年以上入所していたもののうち、退所してから 1年以内の障

害者であること。

また、本加算は、強度行動障害を有する者の地域移行を進め

ることを趣旨としたものであることから、原則として、１年以

上指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に入所し

た強度行動障害を有する者が当該施設から退所するに当たり、

（ 新設）
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指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所が

当該強度行動障害を有する者の受入れを行うことを想定して

おり、退所日から１年以内について、加算の算定ができるもの

とすること。

なお、１年以上指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施

設等に入所し、退所後、一定期間居宅等で生活した強度行動障

害を有する者であっても、退所から１年以内について、加算を

算定できるものである。

（ 二） 施設要件

以下のいずれにも該当する指定宿泊型自立訓練を行う指定

自立訓練(生活訓練)事業所において、強度行動障害を有する者

に対して、自立訓練（ 生活訓練） 計画に基づき、当該利用者の

障害特性を踏まえた地域生活のための相談援助や個別の支援

を行うものであること。

(ア) 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練(生活訓練)事業

所のサービス管理責任者又は生活支援員のうち、強度行動障

害支援者養成研修(実践研修)修了者又は行動援護従業者養

成研修修了者を１以上配置していること。

(イ) 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練(生活訓練)事業

所の生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修(基礎

研修) 修了者又は行動援護従業者養成研修修了者の割合が

100分の20以上であること。

⑳ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第11の６の利用者負担上限額管理加算については、２

⑰ 利用者負担上限額管理加算の取扱い

報酬告示第11の６の利用者負担上限額管理加算については、２
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の（ １）の⑲の規定を準用する。
㉑ 食事提供体制加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

（ 二） （ 略）

（ 三） このほか、報酬告示第 11 の７のイの食事提供体制加算（ Ⅰ）

及びロの食事提供体制加算（ Ⅱ）については、２の（ ６）の⑬の規定
を準用する。

㉒ 精神障害者退院支援施設加算の取扱いについて

（ 略）

の（ １）の⑰の規定を準用する。
⑱ 食事提供体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の７のイの食事提供体制加算（Ⅰ）については、

短期滞在加算が算定される者及び指定宿泊型自立訓練の利用

者について算定するものである。

なお、１日に複数回食事の提供をした場合については、この

加算がその食事を提供する体制に係るものであることから、複

数回分の算定はできない。ただし、食材料費については、複数

食分を利用者から徴収して差し支えないものであること。

（ 二） 報酬告示第11の７のロの食事提供体制加算（ Ⅱ）については、

食事提供体制加算（ Ⅰ）が算定される者以外の者について算定す

るものであること。

（ 三） このほか、報酬告示第 11 の７のイの食事提供体制加算（ Ⅰ）

及びロの食事提供体制加算（Ⅱ）については、２の（ ６）の⑫の規定
を準用する。

⑲ 精神障害者退院支援施設加算の取扱い

報酬告示第11の８の精神障害者退院支援施設加算については、

第 551 号告示に適合しているものとして都道府県知事に届け出

た、精神病院の精神病床を転換した事業所において、精神病床に

概ね１年以上入院していた精神障害者等に対して居住の場を提供

した場合につき、夜間の勤務体制に応じ、次のとおりそれぞれ算

定する。

（ 一） 精神障害者退院支援施設加算（ Ⅰ）については、夜間の時間帯

を通じて生活支援員が１人以上配置されている場合に算定す



186 

改 正 後 現 行

㉓ 夜間支援等体制加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第11の９のイの夜間支援等体制加算(Ⅰ)について

は、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業

所において、夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対

して夜間及び深夜の時間帯（ 指定宿泊型自立訓練を行う指定自

立訓練（ 生活訓練）事業所ごとに利用者の生活サイクルに応じ

て、１日の活動の終了時刻から開始時刻まで（ 午後10時から

翌日の午前５時までの間は最低限含むものとする。） を基本と

して、設定するものとする。以下この㉓において同じ。） を通

じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場

合であって、次のアからウまでの要件を満たしていると都道府

県知事が認める場合について、算定する。

ア （ 略）

る。

（ 二） 精神障害者退院支援施設加算（ Ⅱ)については、夜間の時間帯

を通じて宿直勤務を行う職員が１人以上配置されている場合

に算定する。

また、このほか、精神障害者退院支援施設の運営に係る留意

事項については、別途通知する。

⑳ 夜間支援等体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第11の９のイの夜間支援等体制加算(Ⅰ)について

は、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業

所において、夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対

して夜間及び深夜の時間帯（ 指定宿泊型自立訓練を行う指定自

立訓練（ 生活訓練）事業所ごとに利用者の生活サイクルに応じ

て、１日の活動の終了時刻から開始時刻まで（ 午後10時から

翌日の午前５時までの間は最低限含むものとする。） を基本と

して、設定するものとする。以下この⑳において同じ。） を通
じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保している場

合であって、次のアからウまでの要件を満たしていると都道府

県知事が認める場合について、算定する。

ア 夜間支援従事者の配置

(ア) 夜間支援従事者は、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立

訓練（ 生活訓練） 事業所に配置される必要があること。た

だし、これにより難い特別な事情がある場合であって、適

切な夜間支援体制が確保できるものとして都道府県知事が

認めた場合は、この限りではないこと。



187 

改 正 後 現 行

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものである

こと。

また、夜間支援従事者は、指定宿泊型自立訓練を行う指

定自立訓練（ 生活訓練） 事業所に従事する生活支援員又は

地域移行支援員以外の者であって、夜間における支援を委

託されたものであっても差し支えないものとする。

なお、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓

練） 事業所における適切な夜間支援体制を確保する観点か

ら、指定障害者支援施設や病院、指定共同生活援助事業所

等における夜勤・ 宿直業務と兼務している場合には、この

加算の対象とはならない。ただし、指定宿泊型自立訓練を

行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所が指定短期入所事業

所として併設事業所又は空床利用型事業所を設置する場合

にあっては、当該指定短期入所事業所の従業者が夜間支援

従事者の業務を兼務しても差し支えないものとする。

(イ) （ 略）

(ウ) （ 略）

(イ) １人の夜間支援従事者が支援を行うことができる利用者

の数は、30人までを上限とする。

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものである

こと。

また、夜間支援従事者は、指定宿泊型自立訓練を行う指

定自立訓練（ 生活訓練） 事業所に従事する生活支援員又は

地域移行支援員以外の者であって、夜間における支援を委

託されたものであっても差し支えないものとする。

なお、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓

練） 事業所における適切な夜間支援体制を確保する観点か

ら、指定障害者支援施設や病院、指定共同生活援助事業所

又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所等におけ

る夜勤・ 宿直業務と兼務している場合には、この加算の対

象とはならない。ただし、指定宿泊型自立訓練を行う指定

自立訓練（ 生活訓練） 事業所が指定短期入所事業所として

併設事業所又は空床利用型事業所を設置する場合にあって

は、当該指定短期入所事業所の従業者が夜間支援従事者の

業務を兼務しても差し支えないものとする。

(イ) 夜間支援を行う指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練

（ 生活訓練） 事業所の利用者の就寝前から翌朝の起床後ま

での間、夜勤を行う専従の夜間支援従事者が配置されてい

ること。

(ウ) 夜間支援従事者は、利用者の状況に応じ、就寝準備の確
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ウ （ 略）

認、寝返りや排せつの支援等のほか、緊急時の対応等を行

うこととし、夜間支援の内容については、個々 の利用者ご

とに自立訓練（ 生活訓練） 計画に位置付ける必要があるこ

と。

ウ 加算の算定方法

１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者の

数に応じ加算額を算定する。この場合の夜間支援対象利用者

の数は、当該夜間支援従事者が夜間支援を行う指定宿泊型自

立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所において指定

宿泊型自立訓練を利用している利用者数の総数とし、当該利

用者数の総数は、現に指定宿泊型自立訓練を利用している利

用者の数ではなく 、第二の１の(5)の規定を準用して算定する

ものとする。

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業

所において２人以上の夜間支援従事者が夜間支援を行う場合

は、それぞれの夜間支援従事者が実際に夜間支援を行う利用

者数に応じて、第二の１の(5)の規定を準用して算定する当該

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所

を利用している利用者数を按分して算定するものとする。こ

れらの計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合

については、小数点第1位を四捨五入するものとする。

なお、夜勤を行う夜間支援従事者が支援を行う指定宿泊型

自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所の利用者は、

報酬告示第11の９のロの夜間支援等体制加算（ Ⅱ）及び同ハの



189 

改 正 後 現 行

（ 二） （ 略）

ア （ 略）

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものである

こと。

また、夜間支援従事者は、指定宿泊型自立訓練を行う指

定自立訓練（ 生活訓練） 事業所に従事する生活支援員又は

地域移行支援員以外の者であって、夜間における支援を委

託されたものであっても差し支えないものとする。

夜間支援等体制加算（ Ⅲ）を算定できないものであること。

(例) 夜勤を行う夜間支援従事者が支援を行う 20人定員の指

定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所

において、前年度の全利用者数の延べ数が1, 570人、前年

度の開所日数が365日の場合の加算額

→ 1, 570人÷365日＝4. 3人。小数点第１位を四捨五入の

ため、夜間支援対象利用者が4人以上6人以下の加算額

（ 269単位） を算定

（ 二） 報酬告示第11の９のロの夜間支援等体制加算（ Ⅱ）について

は、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業

所において、宿直を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対

して夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊

急時の支援等を提供できる体制を確保している場合であって、

次のアからウまでの要件を満たしていると都道府県知事が認

める場合について算定する。

ア 夜間支援従事者の配置

（一）のアの規定を準用する。

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものである

こと。

また、夜間支援従事者は、指定宿泊型自立訓練を行う指

定自立訓練（ 生活訓練）事業所に従事する生活支援員又は

地域移行支援員以外の者であって、夜間における支援を委

託されたものであっても差し支えないものとする。
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なお、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓

練） 事業所における適切な夜間支援体制を確保する観点か

ら、指定障害者支援施設や病院、指定共同生活援助事業所

等における夜勤・ 宿直業務と兼務している場合には、この

加算の対象とはならない。

ただし、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活

訓練） 事業所が指定短期入所事業所として併設事業所又は

空床利用型事業所を設置する場合にあっては、当該指定短

期入所事業所の従業者が夜間支援従事者の業務を兼務して

も差し支えないものとする。

(イ) （ 略）

(ウ) （ 略）

ウ （ 略）

なお、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓

練）事業所における適切な夜間支援体制を確保する観点か

ら、指定障害者支援施設や病院、指定共同生活援助事業所

又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所等にお

ける夜勤・宿直業務と兼務している場合には、この加算の

対象とはならない。

ただし、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活

訓練） 事業所が指定短期入所事業所として併設事業所又は

空床利用型事業所を設置する場合にあっては、当該指定短

期入所事業所の従業者が夜間支援従事者の業務を兼務して

も差し支えないものとする。

(イ) 夜間支援を行う指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓

練（ 生活訓練）事業所の利用者の就寝前から翌朝の起床後

までの間、宿直を行う専従の夜間支援従事者が配置されて

いること。

(ウ) 夜間支援従事者は、利用者の状況に応じ、定時的な居室

の巡回や電話の収受のほか、必要に応じて、緊急時の対応

等を行うものとする。

ウ 加算の算定方法

１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者の

数に応じ加算額を算定する。この場合の夜間支援対象利用者

の数は、当該夜間支援従事者が夜間支援を行う指定宿泊型自

立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所において指定

宿泊型自立訓練を利用している利用者数の総数とし、当該利
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（ 三） （ 略）

用者数の総数は、現に指定宿泊型自立訓練を利用している利

用者の数ではなく 、第二の１の(5)の規定を準用して算定する

ものとする。

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業

所において２人以上の夜間支援従事者が夜間支援を行う場合

は、それぞれの夜間支援従事者が実際に夜間支援を行う利用

者数に応じて、第二の１の(5)の規定を準用して算定する当該

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所

の利用者数を按分して算定するものとする。これらの計算の

過程において、小数点以下の端数が生じる場合については、

小数点第１位を四捨五入するものとする。

なお、宿直を行う夜間支援従事者が支援を行う指定宿泊型

自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業所の利用者は、

報酬告示第11の９のイの夜間支援等体制加算（Ⅰ）及び同ハの

夜間支援等体制加算（Ⅲ）を算定できないものであること。

（ 三） 報酬告示第11の９のハの夜間支援等体制加算（Ⅲ）について

は、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）事業

所において、夜間及び深夜の時間帯を通じて、必要な防災体制

又は利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に、利

用者の呼び出し等に速やかに対応できるよう、常時の連絡体制

を確保しているものとして都道府県知事が認める場合に算定

するものであるが、具体的には次の体制をいうものである。

ア 夜間防災体制の内容

警備会社と指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生
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活訓練） 事業所に係る警備業務の委託契約を締結している

場合に算定できるものであること。

なお、警備会社に委託する際には、利用者の状況等につ

いて伝達しておく こと。

イ 常時の連絡体制の内容

常時の連絡体制については、当該事業所の従業者が常駐

する場合のほか、次の場合にも算定できるものであること。

(ア) 携帯電話などにより、夜間及び深夜の時間帯の連絡体

制が確保されている場合

(イ) 指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練）

事業所に従事する生活支援員又は地域移行支援員以外の

者であって、夜間における支援を委託されたものにより

連絡体制を確保している場合

ただし、この場合、指定障害者支援施設の夜勤職員等、

別途報酬等（ 報酬告示第15の１の５のハの夜間支援等体

制加算（Ⅲ）及び地域相談支援報酬告示第２の地域定着支援

サービス費を除く 。）により評価される職務に従事する必

要がある者による連絡体制はこの加算の算定対象とはし

ないこと。

なお、緊急時の連絡先や連絡方法については、運営規

程に定めるとともに指定宿泊型自立訓練を行う指定自立

訓練（ 生活訓練） 事業所内の見やすい場所に掲示する必

要があること。

ウ 加算の算定方法
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㉔ 看護職員配置加算の取扱いについて

（ 略）

㉕ 送迎加算の取扱いについて

報酬告示第11の11の送迎加算については、２の（ ６）の⑮の(一)
から（ 五）の規定までを準用する。

㉖ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱いについて

報酬告示第11の12の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ６）の⑯の規定を準用する。

常時の連絡体制又は防災体制を確保している指定宿泊型

自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所の利用者

について、加算額を算定する。

なお、常時の連絡体制又は防災体制を確保している指定

宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所の

利用者は、報酬告示第11の9のイの夜間支援等体制加算（ Ⅰ）

及び同ロの夜間支援等体制加算（ Ⅱ）を算定できないものであ

ること。

㉑ 看護職員配置加算の取扱い

報酬告示第11の10のイの看護職員配置加算（ Ⅰ）及びロの看護職

員配置加算（ Ⅱ）については、常勤換算方法で１以上の看護職員（ 保

健師又は看護師若しくは准看護師をいう。） を配置している場合

に、指定自立訓練（ 生活訓練） 又は指定宿泊型自立訓練の利用者

の数に応じ、算定できるものであること。

当該加算の算定対象となる指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所又

は指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所に

ついては、報酬告示第11の４の２の医療連携体制加算の算定対象

とはならないこと。

㉒ 送迎加算の取扱い

報酬告示第11の11の送迎加算については、２の（ ６）の⑭の(一)
から（ 四）の規定までを準用する。

㉓ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱い

報酬告示第11の12の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ５）の⑥の規定を準用する。
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㉗ 社会生活支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第11の12の２の社会生活支援特別加算については、

３の（ １）の⑪の規定を準用する。
㉘ 就労移行支援体制加算の取扱いについて

報酬告示第11の12の３の就労移行支援体制加算については、

２の（ 6） ⑰の の規定を準用する。

㉙ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第11の13及び14の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の㉑の規定

を準用する。

（ ３） 就労移行支援サービス費

① 就労移行支援サービス費について

（ 一） 就労移行支援サービス費の区分について

ア 就労移行支援サービス費（ Ⅰ） については、利用者を通所さ

せて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併せ

て利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算定

し、利用者が就職した日の前日まで算定が可能であること。

ただし、通常の事業所に雇用されている障害者が休職した

場合には、(ア)から(ウ)の条件をいずれも満たす場合に限り算定

することが可能であり、復職した場合には一般就労への移行

者として差し支えない。

(ア) 当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関

（ 新設）

（ 新設）

㉔ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第11の13及び14の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

（ ３） 就労移行支援サービス費

① 就労移行支援サービス費について

（ 一） 就労移行支援サービス費の区分について

ア 就労移行支援サービス費（ Ⅰ）については、利用者を通所さ

せて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併せ

て利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算定

し、利用者が就職した日の前日まで算定が可能であること。
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や医療機関等による復職支援の実施が見込めない場合又

は困難である場合

(イ) 休職中の障害者本人が復職を希望し、企業及び主治医が

復職に関する支援を受けることにより復職することが適

当と判断している場合

(ウ) 休職中の障害者にとって、就労移行支援を実施すること

により、より効果的かつ確実に復職につなげることが可能

であると市区町村が判断した場合

また、就労移行支援サービス費（ Ⅰ）は、当該年度の利用

定員及び前年度の就労定着者の割合（ 当該年度の前年度に

おいて、就労移行支援を受けた後就労し、就労を継続して

いる期間が６月に達した者の数を当該前年度の利用定員

で除して得た割合をいう。以下「 イ」 において同じ。） に

応じ、基本報酬を算定する。

イ 就労移行支援サービス費（ Ⅱ） については、あん摩マツサー

ジ指圧師、はり師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則

（ 昭和26年文部省・ 厚生省令第２号） によるあん摩マッサ

ージ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設として

認定されている指定就労移行支援事業所が、利用者を通所さ

せて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併せ

て利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算定す

る。また、就労移行支援サービス費（ Ⅱ）は、当該年度の利用

定員及び前年度の就労定着者の割合に応じ、基本報酬を算定

する。

イ 就労移行支援サービス費（ Ⅱ）については、あん摩マツサー

ジ指圧師、はり師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則

（ 昭和26年文部省・ 厚生省令第２号） によるあん摩マッサ

ージ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設として

認定されている指定就労移行支援事業所が、利用者を通所さ

せて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併せ

て利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算定す

る。
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（ 二） 指定を受けた日から２年間の就労移行支援サービス費の区

分について

報酬告示第12の１の注４の２については、新規指定の就労

移行支援事業所等において指定を受けた日から２年間は、就労

定着者の割合が100分の30以上100分の40未満の場合として、

基本報酬を算定し、年度途中に指定された事業所については、

当該年度、翌年度及び翌々 年度は、就労定着者の割合が100分

の30以上100分の40未満の場合として、基本報酬を算定する。

また、指定を受けた日から利用者がいない場合は、利用者を

受け入れた日から２年間は、就労定着者の割合が100 分の30

以上100分の40未満の場合として、基本報酬を算定し、年度

途中に利用者を受け入れた事業所については、当該年度、翌年

度及び翌々 年度は、就労定着者の割合が100分の30以上100

分の40未満の場合として、基本報酬を算定する。

なお、指定を受けた日から２年目において、前年度の就労定

着者の割合が100分の40以上となる場合は、前年度の実績に

応じて基本報酬を算定しても差し支えないこととする。

（ 削除）

（ 新設）

（ 二） 就労移行者数又は就労定着者数が０である場合の所定単位数

の算定について

ア 報酬告示第12の1の注５の(4)中「 就労移行者」 とは、就

労移行支援を経て企業等に雇用された者であること（ ただし、

平成28年４月１日以降においては、報酬告示第13の１の注

２又は注３に規定する就労継続支援Ａ型事業所等に雇用され

た者を除く 。） 。
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② 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

③ 就労定着支援体制加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

（ 二） （ 略）

（ 三） （ 略）

イ 報酬告示第12の１の注５の(5)及び(6)中「 就労定着者」と

は、就労移行支援を経て企業等に雇用されてから、当該企業

等に連続して６月以上雇用されている者であること（ ただし、

平成28年４月１日以降においては、報酬告示第13の１の注

２又は注３に規定する就労継続支援Ａ型事業所等に雇用され

た者を除く 。） 。

ウ 同注５の（ 4） 中「 過去２年間」 、 （ 5） 中「 過去３年間」

及び（ 6） 中「 過去４年間」 とは、就労移行支援のあった日の

属する年度の直近の過去２年度、３年度又は４年度をいう。

② 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第12の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算につい

ては、２の（ ６） ⑥の の規定を準用する。

③ 就労定着支援体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第12の３の就労定着支援体制加算については、就

労移行支援を経て企業等に雇用されてから６月を経過した日、

12月を経過した日又は24月を経過した日が属する年度におけ

る就労定着者の数で算定すること。

（ 二） 注中「 イからハまでに掲げる期間継続して就労している者又

は就労していた者」 とは、就労移行支援を受けた後、就労した

企業等に連続して６月以上、12月以上又は24月以上雇用され

ている者又は雇用されていた者であること（ ただし、就労継続

支援Ａ型事業所等に雇用された者又は雇用されていた者は除

く 。） 。

（ 三） 注中「 利用定員」 とは、就労移行支援のあった日の属する年
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（ 四） （ 略）

（ 五） （ 略）

（ 六） 報酬告示第12の３の就労定着支援体制加算については平成

30年９月30日までの間、算定できるものとする。ただし、就

労定着支援の指定を受けた日以降は、就労定着支援体制加算は

算定できない。

④ 初期加算の取扱いについて

（ 略）

⑤ 訪問支援特別加算の取扱いについて

（ 略）

⑥ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第12の６の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １） の⑲の規定を準用する。
⑦ 食事提供体制加算の取扱いについて

報酬告示第12の７の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

度の前年度における数であること。

（ 四） 報酬告示第12の３における就労定着者の定着率の算定に当

たって、注中における算定の際、各計算において小数点以下の

端数が生じる場合には、小数点以下第１位を四捨五入するこ

と。

（ 五） 報酬告示第12の３の就労定着支援体制加算について、就労

移行支援事業所において、暫定支給決定により就労系障害福祉

サービスの利用に係るアセスメントを行った後、一般就労した

者については、当該加算の算定の対象に含まないものとする。

（ 新設）

④ 初期加算の取扱い

報酬告示第12の４の初期加算については、２の（ ６） ⑦の の規定

を準用する。

⑤ 訪問支援特別加算の取扱い

報酬告示第12の５の訪問支援特別加算については、２の（ ６）の

⑧の規定を準用する。
⑥ 利用者負担上限額管理加算の取扱い

報酬告示第12の６の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １）の⑰の規定を準用する。
⑦ 食事提供体制加算の取扱い

報酬告示第12の７の食事提供体制加算については、２の（ ６）の
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⑬の規定を準用する。
⑧ 精神障害者退院支援施設加算の取扱いについて

報酬告示第12の８の精神障害者退院支援施設加算については、

３の（ ２） の㉒の規定を準用する。

⑨ 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第12の９の福祉専門職員配置等加算については、以下

のとおり取り扱うこととする。

（ 一） 福祉専門職員配置等加算（ Ⅰ）

指定基準の規定により配置することとされている直接処遇

職員として常勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福

祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理

師である従業者の割合が100分の35以上であること。

なお、「 常勤で配置されている従業者」 とは、正規又は非正

規雇用に係わらず、各事業所において定められる常勤の従業者

が勤務すべき時間数に達している従業者をいう。（ （ 二）及び（ 三）

において同じ。）

（ 二） 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）

指定基準の規定により配置することとされている直接処遇

職員として常勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福

祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理

師である従業者の割合が100分の25以上であること。

（ 三） 福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）

２の（ ５） ④の の（三）の規定を準用する。

（ 四） 多機能型事業所等における本加算の取扱いについて

⑫の規定を準用する。
⑧ 精神障害者退院支援施設加算の取扱い

報酬告示第12の８の精神障害者退院支援施設加算については、

３の（ ２）の⑲の規定を準用する。
⑨ 福祉専門職員配置等加算の取扱い

報酬告示第12の９の福祉専門職員配置等加算については、２の

（ ５） ④の の規定を準用する。
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２の（ ５） ④の の（ 四）の規定を準用する。

⑩ 欠席時対応加算の取扱いについて

（ 略）

⑪ 医療連携体制加算の取扱いについて

報酬告示第12の11の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑮の（ 一）の規定を準用する。
⑫ 就労支援関係研修修了加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第12の12の就労支援関係修了加算については、当

該就労移行支援事業所等における就労定着者の割合が零であ

る場合は算定できないことから、新たに指定を受けた日から１

年間は算定できない。なお、新たに指定を受けてから２年目に

おいては、前年度において就労定着者がいた場合には当該加算

を算定することができる。

（ 二） 報酬告示第12の12の就労支援関係修了加算の注中「 就労支

援に従事する者として１年以上の実務経験」とは、就労移行支

援事業における就労支援員としての１年以上の実務経験のほ

か、障害者の就労支援を実施する機関、医療・ 保健・ 福祉・ 教

育に関する機関、障害者団体、障害者雇用事業所等における障

害者の就職又は雇用継続のために行ういずれかの業務につい

ての１年以上の実務経験を指すものとする。

(ア) 職業指導、作業指導等に関する業務

(イ) 職場実習のあっせん、求職活動の支援に関する業務

(ウ) 障害者の就職後の職場定着の支援等に関する業務

⑩ 欠席時対応加算の取扱い

報酬告示第12の10の欠席時対応加算については、２の（ ６） ⑨の
の規定を準用する。

⑪ 医療連携体制加算の取扱い

報酬告示第12の11の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑧の規定を準用する。
⑫ 就労支援関係研修修了加算の取扱い

（ 新設）

報酬告示第12の12の就労支援関係修了加算の注中「 就労支援

に従事する者として１年以上の実務経験」 とは、就労移行支援事

業における就労支援員としての１年以上の実務経験のほか、障害

者の就労支援を実施する機関、医療・ 保健・ 福祉・ 教育に関する

機関、障害者団体、障害者雇用事業所等における障害者の就職又

は雇用継続のために行ういずれかの業務についての１年以上の実

務経験を指すものとする。

(ア) 職業指導、作業指導等に関する業務

(イ) 職場実習のあっせん、求職活動の支援に関する業務

(ウ) 障害者の就職後の職場定着の支援等に関する業務



201 

改 正 後 現 行

また、「 別に厚生労働大臣が定める研修」 については、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準に基づき厚生労働

大臣が定める研修（ 平成21年厚生労働省告示第178号。以下

「 研修告示」 という。） において定めているところであり、

具体的には次のとおりである。

ア 研修告示の一のイに定める障害者の雇用の促進等に関す

る法律（ 昭和35年法律第123号） 第19条第１項第３号に

掲げる地域障害者職業センターにおいて指定障害福祉サー

ビス基準第175条第１項第２号の規定により置くべき就労

支援員が就労支援を行うに当たって必要な基礎的知識及び

技能を習得させるものとして行う研修については、独立行

政法人高齢・ 障害・ 求職者雇用支援機構において実施され

ている研修であること。

イ 研修告示の一のロに定める障害者の雇用の促進等に関す

る法律施行規則（ 昭和51年労働省令第38号） 第20条の２

の３第２項各号に規定する研修については、独立行政法人

高齢・ 障害・ 求職者雇用支援機構において行う第１号職場

適応援助者養成研修及び厚生労働大臣が定める第１号職場

適応援助者養成研修を指し、平成21年４月１日以前に実施

されたものも含むものとすること。なお、次の(ア)及び(エ)に

掲げる研修についても、研修告示の一のロに定めるものと

して取り扱っても差し支えない。

また、「 別に厚生労働大臣が定める研修」 については、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する

費用の額の算定に関する基準に基づき厚生労働大臣が定める研修

（ 平成21年厚生労働省告示第178号。以下「 研修告示」という。）

において定めているところであり、具体的には次のとおりである。

ア 研修告示の一に定める障害者の雇用の促進等に関する法律

（ 昭和35年法律第123号） 第19条第１項第３号に掲げる地域

障害者職業センターにおいて指定障害福祉サービス基準第175

条第１項第２号の規定により置くべき就労支援員が就労支援を

行うに当たって必要な基礎的知識及び技能を習得させるものと

して行う研修については、独立行政法人高齢・ 障害・ 求職者雇

用支援機構において実施されている研修であること。

イ 研修告示の二に定める障害者の雇用の促進等に関する法律施

行規則（ 昭和51年労働省令第38号）第20条の２の３第２項各

号に規定する研修については、独立行政法人高齢・ 障害・ 求職

者雇用支援機構において行う第１号職場適応援助者養成研修及

び厚生労働大臣が定める第１号職場適応援助者養成研修を指

し、平成21年４月１日以前に実施されたものも含むものとする

こと。なお、次の(ア)及び(イ)に掲げる研修についても、研修告示

の二に定めるものとして取り扱っても差し支えない。
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(ア) 独立行政法人高齢・ 障害・ 求職者雇用支援機構が行う

配置型職場適応援助者養成研修

(イ) 障害者の雇用の促進に関する法律施行規則第20条の

２の３第３項各号に掲げる研修（ 独立行政法人高齢・ 障

害・ 求職者雇用支援機構が行う第２号職場適応援助者養

成研修及び厚生労働大臣が定める第２号職場適応援助者

養成研修）

(ウ) 雇用保険法施行規則第118条の３第５項第１号に掲げ

る研修

(エ) 雇用保険法施行規則第118条の３第５項第２号に掲げ

る研修

ウ 研修告示の一のハに定めるア又はイと同等以上の内容を

有すると厚生労働大臣が認める研修については、都道府県

がア又はイと同等以上であると認めたものとして厚生労働

省に協議し、同等以上の内容を有すると認められたものを

指すものであること。なお、協議の方法等については「 障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉

サービスに要する費用の額の算定に関する基準に基づき厚

生労働大臣が定める研修のうち「 厚生労働大臣が認める研

修」 の協議方法等について」 （ 平成22年５月10日付障発

0510第５号） を参照すること。

⑬ 移行準備支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

(ア) 独立行政法人高齢・ 障害・ 求職者雇用支援機構が行う配置

型職場適応援助者養成研修

(イ) 障害者の雇用の促進に関する法律施行規則第20条の２の

３第３項各号に掲げる研修（ 独立行政法人高齢・ 障害・ 求職

者雇用支援機構が行う第２号職場適応援助者養成研修及び厚

生労働大臣が定める第２号職場適応援助者養成研修）

（ 新設）

（ 新設）

ウ 研修告示の三に定めるア又はイと同等以上の内容を有すると

厚生労働大臣が認める研修については、都道府県がア又はイと

同等以上であると認めたものとして厚生労働省に協議し、同等

以上の内容を有すると認められたものを指すものであること。

なお、協議の方法等については「 障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

ス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に

関する基準に基づき厚生労働大臣が定める研修のうち「 厚生労

働大臣が認める研修」 の協議方法等について」（ 平成22年５月

10日付障発0510第５号） を参照すること。

⑬ 移行準備支援体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第12の13のイの移行準備支援体制加算（ Ⅰ） につい
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ては、以下のとおり取り扱うこととする。

ア 注１の(1)中「 職場実習等」 とは、具体的には次のとおり

であること。

(ア) 企業及び官公庁等における職場実習

(イ) アに係る事前面接、期間中の状況確認

(ウ) 実習先開拓のための職場訪問、職場見学

(エ) その他必要な支援

イ 注１の(2)中「 求職活動等」 とは、具体的には次のとおり

であること。

(ア) ハローワークでの求職活動

(イ) 地域障害者職業センターによる職業評価等

(ウ) 障害者就業・ 生活支援センターへの登録等

(エ) その他必要な支援

ウ ア又はイについては、職員が同行又は職員のみにより活動

を行った場合に算定すること。

エ 下記（ 二）の移行準備支援体制加算（ Ⅱ）が算定されている間

にあっては、算定しない。

（ 二） 報酬告示第12の13のロの移行準備支援体制加算（Ⅱ）につい

ては、以下のとおり取り扱うこととする。

注２中「 事業所内における必要な支援等」 とは、具体的には

次のとおりであること。

ア サービス管理責任者及び施設外就労の場に同行する支援

職員と各利用者による施設外就労における就労状況や環境

状況等に関する共通理解の確立
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⑭ 送迎加算の取扱いについて

報酬告示第12の14の送迎加算については、２の（ ６）の⑮の(一)か
ら(五)までの規定を準用する。

⑮ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱いについて

報酬告示第12の15の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ６）の⑯の規定を準用する。
⑯ 通勤訓練加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第12の15の２の通勤訓練加算については、当該就

労移行支援事業所以外の事業所に従事する専門職員を外部から

招いた際に、当該費用を支払う場合に加算するものであること。

（ 二） 注中「 専門職員」 とは、３の（ １） ①の の(三)のアからオに掲げ

る研修等を受講した者とする。

⑰ 在宅時生活支援サービス加算について

（ 一） 報酬告示第12の15の３の在宅時生活支援サービス加算につ

いては、通所利用が困難で在宅による支援がやむを得ないと市

町村が判断した在宅利用者に対し、当該就労移行支援事業所が

費用を負担することで、在宅利用者の居宅に居宅介護事業所や

重度訪問介護事業所に従事する者を派遣し、在宅利用者の生活

イ アを踏まえ、各利用者の施設外就労における問題点の把

握・ 調整及び今後の施設外就労の継続の可否の検討

ウ 施設外就労を実施する場合における各利用者の個別支援

計画の実施状況及び目標の達成状況の確認並びに個別支援

計画の必要な見直しのために必要な援助

エ その他必要な支援

⑭ 送迎加算の取扱い

報酬告示第12の14の送迎加算については、２の（ ６）の⑭の(一)
から（ 四）までの規定を準用する。

⑮ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱い

報酬告示第12の15の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ５） ⑥の の規定を準用する。

（ 新設）

（ 新設）
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に関する支援を提供した場合に加算する。

（ 二） 報酬告示第12の15の３の在宅時生活支援サービス加算につ

いては、居宅介護や重度訪問介護を利用している者であって、

就労移行支援を在宅で利用する際に、支援を受けなければ在宅

利用が困難な場合に加算する。

⑱ 社会生活支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第12の15の４の社会生活支援特別加算については、

３の（ １） ⑪の の規定を準用する。

⑲ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第12の16及び17の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １） の㉑の規定

を準用する。

（ ４） 就労継続支援Ａ型サービス費

① 就労継続支援Ａ型サービス費について

（ 一） 就労継続支援Ａ型サービス費の区分について

就労継続支援Ａ型サービス費については、利用者を通所させ

て就労継続支援Ａ型を提供した場合又は施設入所支援を併せて

利用する者に対し、就労継続支援Ａ型を提供した場合（ 特定旧

法指定施設を利用していた者に限る。） に、当該指定就労継続

支援Ａ型事業所における人員配置及び前年度に雇用契約を締結

していた利用者の１日の平均労働時間数に応じ、算定する。

なお、指定就労継続支援Ａ型事業所に雇用される障害者以外

（ 新設）

⑯ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第12の16及び17の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

（ ４） 就労継続支援Ａ型サービス費

① 就労継続支援Ａ型サービス費について

（ 一） 就労継続支援Ａ型サービス費の区分について

就労継続支援Ａ型サービス費については、利用者を通所させ

て就労継続支援Ａ型を提供した場合又は施設入所支援を併せて

利用する者に対し、就労継続支援Ａ型を提供した場合（ 特定旧

法指定施設を利用していた者に限る。） に、当該指定就労継続

支援Ａ型事業所における人員配置に応じ、算定する。

なお、指定就労継続支援Ａ型事業所に雇用される障害者以外
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の者については、就労継続支援Ａ型サービス費の算定対象とな

らないものであること。

ア 就労継続支援Ａ型サービス費（ Ⅰ） については、指定就労継

続支援Ａ型であって、従業者の員数が利用者の数を7. 5で除

して得た数以上であること。

イ 就労継続支援Ａ型サービス費（ Ⅱ） については、就労継続支

援Ａ型サービス費（ Ⅰ）以外の指定就労継続支援Ａ型事業所で

あって、従業者の員数が利用者の数を10で除して得た以上

であること。

また、前年度に雇用契約を締結していた利用者の１日の平均

労働時間数は、雇用契約を締結していた全ての利用者における

延べ労働時間を延べ利用人数で除して算出するものとする。

ただし、利用開始時には予見できない事由により短時間労働

（ １日の労働時間が４時間未満のことをいう。以下同じ。） と

なった場合、当該短時間労働となった者については、短時間労

働となった日から 90日分を限度として、延べ労働時間数及び

延べ利用者数から除外しても差し支えないこととし、短時間労

働となってしまった事由について都道府県に届け出ること。

利用開始時には予見できない事由とは、具体的には以下の事

由などを想定している。

・ 筋ジストロフィーを罹患している利用者が、利用開始時に

は予見できない病状の進行により短時間労働となってしま

った場合

・ 利用開始後に病気等で入院し、退院直後の労働が短時間と

の者については、就労継続支援Ａ型サービス費の算定対象とな

らないものであること。

ア 就労継続支援Ａ型サービス費（ Ⅰ）については、指定就労継

続支援Ａ型であって、従業者の員数が利用者の数を7. 5で除

して得た数以上であること。

イ 就労継続支援Ａ型サービス費（ Ⅱ）については、就労継続支

援Ａ型サービス費（ Ⅰ）以外の指定就労継続支援Ａ型事業所で

あって、従業者の員数が利用者の数を10で除して得た以上で

あること。
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なってしまう場合

・ 家族の介護を受けながら利用していたが、家族の病気等に

より、居宅介護等のサービスによる介護が必要となってしま

った場合

・ 精神障害者等で、利用開始時には予見できない体調の変動

により短時間労働となってしまった場合

なお、延べ労働時間数は、実際に利用者が労働した時間数の

前年度の総計をいうものであって、休憩時間、遅刻、早退、欠

勤、健康面や生活面の助言及び指導といった面談に要した時間

等により実際に労働していない時間であって賃金の支払いが

生じない時間については労働時間数に含めない。

年次有給休暇を取得した場合（ 時間単位で取得した場合も含

む。）や健康面や生活面の助言及び指導といった面談に要した

時間等であっても労働時間とし賃金を支払っている場合は労

働時間数に含めるものとする。

（ 二） 指定を受けた日から１年間の就労継続支援Ａ型サービス費

の区分について

報酬告示第13の１の注３の２については、新規指定の就労

継続支援Ａ型事業所において指定を受けた日から１年間は、１

日の平均労働時間数が３時間以上４時間未満の場合として、基

本報酬を算定し、年度途中に指定された事業所については、当

該年度及び翌年度は、１日の平均労働時間数が３時間以上４時

間未満の場合として、基本報酬を算定する。

また、指定を受けた日から利用者がいない場合は、利用者を

（ 新設）
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受け入れた日から１年間は、１日の平均労働時間数が３時間以

上４時間未満の場合として、基本報酬を算定し、年度途中に利

用者を受け入れた事業所については、当該年度及び翌年度は、

１日の平均労働時間数が３時間以上４時間未満の場合として、

基本報酬を算定する。

ただし、新規に指定を受けた日から６月以上１年未満の間

は、指定を受けた日から６月間における雇用契約を締結してい

た利用者の１日の平均労働時間数に応じ、基本報酬を算定する

ことができる。

（ 削除） （ 二） 短時間利用者が一定割合以上である場合の所定単位数の算定

について

ア 報酬告示第 13 の１の就労継続支援Ａ型サービス費の注４

の（ 8） 及び（ 9） の短時間利用者数が一定割合である場合の

減算の取扱いについては、「 現員数（ 雇用契約を締結している

利用者で一週間のうち１日でも利用のあった者の合計数のこ

とをいう。）」 のうち「 短時間利用者（ 週20時間未満の利用者

のことをいう。）」 の占める割合が、100分の50以上100分の

80未満である場合又は100分の80以上である場合に減算を

行うものとする。

イ アの割合は直近の過去３月間において、１週間ごとの割合

を求め、当該期間の週平均の割合をもって算定する。ただし、

算定対象となる３月間の最初の週と最終の週が、算定対象外

の月をまたぐ場合は、当該週を除いて計算するものとする。

ウ 平成27年９月30日までの取扱いであること。
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（ 削除）

② 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

③ 就労移行支援体制加算の取扱いについて

（ 三） 事業所における１日の平均利用時間が一定の場合の所定単

位数の算定について

ア 報酬告示第 13 の１の就労継続支援Ａ型サービス費の注４

の（ 3） から（ 7） までの１日の平均利用時間が一定の場合に

おける減算の取扱いについては、事業所における雇用契約を

締結している利用者の１日当たり利用時間の平均が、１時間

未満、１時間以上２時間未満、２時間以上３時間未満、３時

間以上４時間未満又は４時間以上５時間未満である場合に減

算を行うものとする。

イ アの平均利用時間は、雇用契約を締結している全ての利用

者における直近の過去３月間の延べ利用時間を直近の過去３

月間の延べ利用人数で除して算出するものとする。ただし、

利用開始時には予見できない事由により短時間利用（ １日の

利用時間が５時間未満の利用のことをいう。以下同じ。）とな

ってしまった場合、当該短時間利用となってしまった者につ

いて、短時間利用となった日から 90日を限度として平均利用

時間の算出から除外しても差し支えないこととする。なお、

短時間利用となってしまった事由について都道府県に届け出

ること。

ウ 平成27年10月1日以降からの施行であること。

② 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第13の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算につい

ては、２の（ ６） ⑥の の規定を準用する。

③ 就労移行支援体制加算の取扱い
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（ 一） 報酬告示第 13 の３の就労移行支援体制加算については、就

労継続支援Ａ型を経て企業等（ 他の就労継続支援Ａ型事業所を

除く 。） に雇用された後、当該企業等での雇用が継続している

期間が６月に達した者（ 以下「 就労定着者」 という。） が前年

度においている場合、利用定員及び人員配置に基づき算定する

就労継続支援Ａ型サービス費の区分に応じた所定単位数に前年

度の就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算する。

（ 二） 注１中「 ６月に達した者」 とは、前年度において企業等での

雇用継続期間が６月に達した者である。例えば、平成29年10

月１日に就職した者は、平成30年３月31日に６月に達した者

となる。

（ 削除）

④ 初期加算の取扱いについて

（ 略）

⑤ 訪問支援特別加算の取扱いについて

（ 略）

⑥ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第13の６の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １） の⑲の規定を準用する。
⑦ 食事提供体制加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第13 の３の就労移行支援体制加算については、就

労継続支援Ａ型を経て企業等に雇用されてから６月を経過し

た日が属する年度における利用者の数で算定すること。

（ 二） 注中「 ６月を超える期間継続して就労している者」とは、就

労継続支援Ａ型を受けた後、就労した企業等に連続して６月以

上雇用されている者であること。

（ 三） この加算の算定対象となる利用定員は、 （ 一）の利用者の数と

同様、就労継続支援Ａ型のあった日の属する年度の前年度にお

ける数であること。

④ 初期加算の取扱い

報酬告示第13の４の初期加算については、２の（ ６） ⑦の の規定

を準用する。

⑤ 訪問支援特別加算の取扱い

報酬告示第13の５の訪問支援特別加算については、２の（ ６）の

⑧の規定を準用する。
⑥ 利用者負担上限額管理加算の取扱い

報酬告示第13の６の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １）の⑰の規定を準用する。
⑦ 食事提供体制加算の取扱い



211 

改 正 後 現 行

報酬告示第13の７の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑬の規定を準用する。
⑧ 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

（ 略）

⑨ 欠席時対応加算の取扱いについて

（ 略）

⑩ 医療連携体制加算の取扱いについて

報酬告示第13の10の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑮の（ 一）の規定を準用する。
⑪ 施設外就労加算の取扱いについて

報酬告示第13の11の施設外就労加算を算定する場合には、事

業所内又は施設外就労の場において、以下の支援を行うものであ

ること。

（ 略）

報酬告示第13の７の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑫の規定を準用する。
⑧ 福祉専門職員配置等加算の取扱い

報酬告示第13の８の福祉専門職員配置等加算については、２の

（ ５） ④の の規定を準用する。

⑨ 欠席時対応加算の取扱い

報酬告示第13の９の欠席時対応加算については、２の（ ６） ⑨の
の規定を準用する。

⑩ 医療連携体制加算の取扱い

報酬告示第13の10の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑧の規定を準用する。
⑪ 施設外就労加算の取扱い

報酬告示第13の11の施設外就労加算の注中「 事業所内におけ

る必要な支援等」 とは、具体的には次のとおりであること。

（ 一） サービス管理責任者及び施設外就労の場に同行する支援職員

と各利用者による施設外就労における就労状況や環境状況等

に関する共通理解の確立

（二） （ 一）を踏まえ、各利用者の施設外就労における問題点の把握・

調整及び今後の施設外就労の継続の可否の検討

（ 三） 施設外就労を実施する場合における各利用者の個別支援計画

の実施状況及び目標の達成状況の確認並びに個別支援計画の

必要な見直しのために必要な援助

（ 四） その他必要な支援
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⑫ 重度者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

⑬ 賃金向上達成指導員配置加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第13の12の２の賃金向上達成指導員配置加算につ

いては、指定基準で定める人員配置に加え、賃金向上達成指導

員を常勤換算方法で１以上配置した場合に、当該事業所の利用

定員に応じた所定単位数を、１日つき当該事業所を利用した利

用者全員に対して加算する。

（ 二） 注中「 賃金向上計画」 は、「 指定就労継続支援Ａ型における

適正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び

様式例について」 （ 平成29年３月30日障障発0330第４号厚

生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下

「 指定基準の見直し等通知」 という。） の１の（ ２） で示す経

営改善計画書を「 賃金向上計画」 とすることができる。なお、

経営改善計画書を提出する必要のない事業所においては、指定

基準の見直し等通知の１の（ ２） で示す別紙様式２－１の経営

改善計画書の１に関して、現在の生産活動収入を維持又は増や

す取組を行うための具体的取組を記載し、そのことを達成する

ための事項を２から６に記載することで、賃金向上計画とする

⑫ 重度者支援体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第13の12のイの重度者支援体制加算（ Ⅰ） について

は、障害基礎年金１級受給者が利用者の数の100分の50以上

である指定就労継続支援Ａ型事業所である場合、算定する。

（ 二） 同ロの重度者支援体制加算（ Ⅱ） については、障害基礎年金１

級受給者が利用者の数の100分の25以上100分の50未満であ

る指定就労継続支援Ａ型事業所である場合、算定する。

（ 新設）
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ことができる。

（ 三） 注中「 キャリアアップを図るための措置を講じている」とは、

将来の職務上の地位や賃金の改善を図るため、昇格、昇進、昇

給といった仕組みが就業規則に記載されていることが必要で

あり、実際にキャリアアップした利用者がいない場合でも差し

支えないが、仕組みがあるにも関わらず合理的な理由なく該当

者がいない場合は、賃金向上達成指導員配置加算の算定要件を

満たしていないとすることもできる。

⑭ 送迎加算の取扱いについて

報酬告示第13の13の送迎加算については、２の（ ６）の⑮の(一)か
ら(五)までの規定を準用する。

⑮ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱いについて

報酬告示第13の14の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ６） ⑯の の規定を準用する。

⑯ 在宅時生活支援サービス加算の取扱いについて

報酬告示第13の14の２の在宅時生活支援サービス加算につい

ては、３の（ ３） ⑰の の規定を準用する。

⑰ 社会生活支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第13の14の３の社会生活支援特別加算については、

３の（ １） ⑪の の規定を準用する。

⑱ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第13の15及び16の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １） の㉑の規定

⑬ 送迎加算の取扱い

報酬告示第13の13の送迎加算については、２の（ ６）の⑭の(一)
から（ 四）までの規定を準用する。

⑭ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱い

報酬告示第13の14の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ５） ⑥の の規定を準用する。

（ 新設）

（ 新設）

⑮ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第13の15及び16の福祉・介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
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を準用する。

（ ５） 就労継続支援Ｂ型サービス費

① （ 略）

② 就労継続支援Ｂ型サービス費について

（ 一） 就労継続支援Ｂ型サービス費の区分について

就労継続支援Ｂ型サービス費については、利用者を通所させ

て就労継続支援Ｂ型を提供した場合又は施設入所支援を併せ

て利用する者に対し、就労継続支援Ｂ型を提供した場合に、当

該指定就労継続支援Ｂ型事業所における人員配置及び前年度

の平均工賃月額に応じ、算定する。

ア （ 略）

イ （ 略）

を準用する。

（ ５） 就労継続支援Ｂ型サービス費

① 就労継続支援Ｂ型の対象者について

就労継続支援Ｂ型については、次の（ 一）から（ 三）までのいずれか

に該当する者が対象となるものであること。

（ 一） 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇

用されることが困難となった者

（ 二） 50歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者

（ 三） （ 一）及び（ 二）のいずれにも該当しない者であって、就労移行支

援事業者等によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の

把握が行われている本事業の利用希望者

② 就労継続支援Ｂ型サービス費の区分について

就労継続支援Ｂ型サービス費については、利用者を通所させて

就労継続支援Ｂ型を提供した場合又は施設入所支援を併せて利用

する者に対し、就労継続支援Ｂ型を提供した場合に、当該指定就

労継続支援Ｂ型事業所における人員配置に応じ、算定する。

（ 一） 就労継続支援Ｂ型サービス費（ Ⅰ）については指定就労継続支

援Ｂ型事業所であって、従業者の員数が利用者の数を7. 5で除

して得た数以上であること。

（ 二） 就労継続支援Ｂ型サービス費（ Ⅱ）については、就労継続支援

Ｂ型サービス費（ Ⅰ）以外の指定就労継続支援Ｂ型事業所であっ
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ウ 基準該当就労継続支援Ｂ型サービス費については、社会福

祉法及び生活保護法に規定する授産施設（ 以下「 社会事業授

産施設等」 という。） 利用者のうち、社会事業授産施設等に

係る事務費の対象とならない障害者を通所させて基準該当

就労継続支援Ｂ型を提供した場合に算定する。

また、前年度の平均工賃月額は、以下の方法で算出するこ

と。

(ア) 前年度における各月の工賃支払対象者の総数を算出す

る。

ただし、月の途中において、利用開始又は終了した者に

関しては、当該月の工賃支払対象者から除外する。また、

就労継続支援Ｂ型以外の支給決定を受けて複数の日中活

動に係る障害福祉サービス（ 当該就労継続支援Ｂ型事業所

以外の就労継続支援Ｂ型事業所を除く 。） を利用している

者については、工賃支払い対象者の総数から除外する。

（ 例： 50人定員で、工賃支払い対象者が、４月45人、５月

50人、６月48人、７月50人、８月50人、９月50人、10

月49人、11月50人、12月45人、１月47人、２月50人、

３月50人の場合は、45人＋50人＋48人＋50人＋50人＋

50人＋49人＋50人＋45人＋47人＋50人＋50人＝584人

となる。）

(イ) 前年度に支払った工賃総額を算出する。

て、従業者の員数が利用者の数を 10 で除して得た数以上であ

ること。

（ 三） 基準該当就労継続支援Ｂ型サービス費については、社会福祉

法及び生活保護法に規定する授産施設（ 以下「 社会事業授産施

設等」 という。） 利用者のうち、社会事業授産施設等に係る事

務費の対象とならない障害者を通所させて基準該当就労継続

支援Ｂ型を提供した場合に算定する。
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ただし、月の途中において、利用開始又は終了した者の

当該月の工賃は、工賃総額から除外する。また、就労継続

支援Ｂ型以外の支給決定を受けて複数の日中活動に係る

障害福祉サービス（ 当該就労継続支援Ｂ型事業所以外の就

労継続支援Ｂ型事業所を除く 。） を利用している者に支払

った工賃は、工賃総額から除外する。

(ウ) (イ)÷(ア)により１人あたり平均工賃月額（ 円未満四捨五

入） を算出する。

ただし、報酬告示第14の12のイの重度者支援体制加算

（ Ⅰ） を算定している場合は、(イ)÷(ア)により算出した平均工

賃月額に２千円を加えた額を、就労継続支援Ｂ型サービス

費を算定する際の平均工賃月額とすることができる。

なお、原材料費等の高騰により、年間の直接経費に著し

い変動があった場合など、同一都道府県内の就労継続支援

Ｂ型事業所のうち、８割の就労継続支援Ｂ型事業所におい

て工賃実績が低下した場合であって、都道府県がやむを得

ないと認めた場合は、同一都道府県内全ての事業者につい

て、前年度に代えて前々 年度の平均工賃月額を基本報酬の

算定区分とすることができる。

（ 二） 指定を受けた日から１年間の就労継続支援Ｂ型サービス費

の区分について

報酬告示第14の１の注４の２については、新規指定の就労

継続支援Ｂ型事業所において指定を受けた日から１年間は、平

均工賃月額が５千円以上１万円未満の場合として、基本報酬を
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算定し、年度途中に指定された事業所については、当該年度及

び翌年度の１年間は、１日の５千円以上１万円未満の場合とし

て、基本報酬を算定する。

また、指定を受けた日から利用者がいない場合は、利用者を

受け入れた日から１年間は、５千円以上１万円未満の場合とし

て、基本報酬を算定し、年度途中に利用者を受け入れた事業所

については、当該年度及び翌年度の１年間は、５千円以上１万

円未満の場合として、基本報酬を算定する。

ただし、新規に指定を受けた日から６月以上１年未満の間

は、指定を受けた日から６月間における平均工賃月額に応じ、

基本報酬を算定することができる。

③ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

④ 就労移行支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

（ 削除）

③ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第14の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算につい

ては、２の（ ６）の⑥の規定を準用する。
④ 就労移行支援体制加算の取扱い

報酬告示第 14 の３の就労移行支援体制加算については、３の

（ ４） の③の規定を準用する。
⑤ 目標工賃達成加算の取扱い

報酬告示第14の４の目標工賃達成加算については、次のとおり

取り扱うものとすること。また、このほか、この加算に関する留

意事項については、「 就労移行支援事業、就労継続支援事業（ Ａ

型、Ｂ型） における留意事項について」 （ 平成19年４月２日付け

障障発第0402001号厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部障害

福祉課長通知） を参照されたい。
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（ 一） 目標工賃の設定及び届出

ア 目標工賃は、時間当たりの工賃、１日当たりの工賃又は１

月当たりの工賃の中から実際の工賃支払い方法に応じ選択

すること。

イ 目標工賃については、目標工賃達成加算の要件を満たさな

い額でも設定できること。

（ 二） 工賃実績報告の提出

目標工賃を設定する前年度の工賃の平均額を、目標工賃の設

定に合わせた工賃の支払い体系（ 時間当たりの工賃、１日当た

りの工賃又は１月当たりの工賃） で報告すること。

（ 三） 申請時期及び申請先

加算に関する申請と同時に、当該年度の目標工賃及び前年度

の工賃実績を都道府県知事に提出すること。

（ 四） 目標工賃達成加算の要件

ア 目標工賃達成加算（ Ⅰ）については、次の（ ア）から（ エ）までの

全てに該当する場合に算定する。

（ ア） ※前年度の工賃実績（ １)が、地域の最低賃金の２分の

※１（ ２） 以上であること。

（ イ） 前年度の工賃実績が目標工賃以上であること。

（ ウ） 各都道府県において作成される「 工賃向上計画」に基づ

き、自らも「 工賃向上計画」 を作成しており、目標工賃達

成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に

基づく取組を実施していること。

（ エ） 原則として、前年度の工賃実績が前々 年度の工賃実績以
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※上であること（ 経済状況等により低下する場合（ ３） を

除く 。） 。

イ 目標工賃達成加算（ Ⅱ）については、次の（ ア）から（ エ）までの

全てに該当する場合に算定する。

（ ア） ※前年度の工賃実績（ １）が、地域の最低賃金の３分の

※１（ ４） 以上であること。

（ イ） 前年度の工賃実績が目標工賃以上であること。

（ ウ） 各都道府県において作成される「 工賃向上計画」に基づ

き、自らも「 工賃向上計画」 を作成しており、目標工賃達

成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に

基づく取組を実施していること。

（ エ） 原則として、前年度の工賃実績が前々 年度の工賃実績以

※上であること（ 経済状況等により低下する場合（ ３） を

除く 。） 。

ウ 目標工賃達成加算（ Ⅲ）については、次の（ ア）から（ ウ）までの

全てに該当する場合に算定する。

（ ア） 前年度の工賃実績が、各都道府県の施設種別平均工賃

※（ ５） 以上であること。

（ イ） 各都道府県において作成される「 工賃向上計画」に基づ

き、自らも「 工賃向上計画」 を作成しており、目標工賃達

成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に

基づく取組を実施していること。

（ ウ） 原則として、前年度の工賃実績が前々 年度の工賃実績以

※上であること（ 経済状況等により低下する場合（ ３） を
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除く 。） 。

※１ 前年度の工賃実績

（ ⅰ） 前年度の工賃実績に基づくものとする。

（ ⅱ） 月の途中において、利用開始又は終了した者の当該月

の工賃は、工賃実績から除外する。

※２ （ ⅰ） 時間当たりの工賃の場合

前年度の工賃実績が各都道府県の最低賃金の２分の１

（ 円未満四捨五入） 以上

（ ⅱ） １日当たり及び１月当たりの工賃の場合

平成19年４月２日付け障障発第0402001号厚生労働省

社会・ 援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「 就労移

行支援事業、就労継続支援事業（ Ａ型、Ｂ型） における

留意事項について」 に定める「 事業所毎の平均工賃（ 賃

金） の算定方法（ 事業所から各都道府県（ 指定都市にあ

っては都道府県及び指定都市、中核市にあっては都道府

県及び中核市） への報告） 」 に従い算出した時給額（ 以

下「 算出時給額」 という。） が、前年度の各都道府県の

最低賃金の２分の１以上

※ ３ 同一都道府県内の就労継続支援Ｂ型事業所のうち、８割の

就労継続支援Ｂ型事業所において工賃実績が低下した場合

は、同一都道府県内全ての事業者についてこの規定は適用し

ない。また、以下の（ ⅰ） 又は（ ⅱ） のいずれかに該当する

ものとして都道府県がやむを得ないと認めた場合は、この規

定を適用しない。
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（ ⅰ） 個別の事業者にとって、原材料費等の高騰により、年間

の直接経費に著しい変動があった場合

（ ⅱ） 個別の事業者にとって、特別な事情により前々 年度の工

賃実績が大幅に増加した場合であって、前年度の工賃実績

が当該前々 年度の工賃実績を下回った場合。ただし、この

場合であっても、特別な事情により工賃実績が大幅に増加

した年度の前年度の工賃実績以上であること。

※４ （ ⅰ） 時間当たりの工賃の場合

前年度の工賃実績が各都道府県の最低賃金の３分の

１（ 円未満四捨五入） 以上

（ ⅱ） １日当たり及び１月当たりの工賃の場合

算出時給額が、前年度の各都道府県の最低賃金の３分

の１以上

※５ 各都道府県の施設種別平均工賃

（ ⅰ） 施設種別平均工賃の算出に当たっては、都道府県内の

工賃実績が上位 25％の事業所及び下位 25％の事業所を

除いて算出するものとする。

（ ⅱ） 前年度の年度途中に就労移行支援事業所等から就労継

続支援Ｂ型事業所へ移行した場合、前年度の当初におい

て該当する施設種別での工賃実績と移行後の工賃実績を

合算して算出し、上記（ ⅰ） の施設種別平均工賃と比較

すること。

（ ⅲ） 各都道府県の施設種別平均工賃は前年度のものを使用

すること。
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⑤ 初期加算の取扱いについて

報酬告示第14の４の初期加算については、２の（ ６）の⑦の規定
を準用する。

⑥ 訪問支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第14の５の訪問支援特別加算については、２の（ ６）の

⑧の規定を準用する。
⑦ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第14の６の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １） の⑲の規定を準用する。
⑧ 食事提供体制加算の取扱いについて

報酬告示第14の７の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑬の規定を準用する。
⑨ 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第14の８の福祉専門職員配置等加算については、２の

（ ５）の④の規定を準用する。
⑩ 欠席時対応加算の取扱いについて

報酬告示第14の９の欠席時対応加算については、２の（ ６）の⑨
の規定を準用する。

⑪ 医療連携体制加算の取扱いについて

報酬告示第14の10の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑮の（ 一）の規定を準用する。
⑫ 施設外就労加算の取扱いについて

報酬告示第14の11の施設外就労加算については、３の（ ４）の⑪
の規定を準用する。

⑥ 初期加算の取扱い

報酬告示第14の５の初期加算については、２の（ ６）の⑦の規定
を準用する。

⑦ 訪問支援特別加算の取扱い

報酬告示第14の６の訪問支援特別加算については、２の（ ６）の

⑧の規定を準用する。
⑧ 利用者負担上限額管理加算の取扱い

報酬告示第14の７の利用者負担上限額管理加算については、２

の（ １）の⑰の規定を準用する。
⑨ 食事提供体制加算の取扱い

報酬告示第14の８の食事提供体制加算については、２の（ ６）の

⑫の規定を準用する。
⑩ 福祉専門職員配置等加算の取扱い

報酬告示第14の９の福祉専門職員配置等加算については、２の

（ ５）の④の規定を準用する。
⑪ 欠席時対応加算の取扱い

報酬告示第14の10の欠席時対応加算については、２の（ ６）の⑨
の規定を準用する。

⑫ 医療連携体制加算の取扱い

報酬告示第14の11の医療連携体制加算については、２の（ ７）

の⑧の規定を準用する。
⑬ 施設外就労加算の取扱い

報酬告示第14の12の施設外就労加算については、３の（ ４）の⑪
の規定を準用する。
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⑬ 重度者支援体制加算の取扱いについて

報酬告示第14の12の重度者支援体制加算については、３の（ ４）

の⑫の規定を準用する。
⑭ 目標工賃達成指導員配置加算の取扱いについて

報酬告示第14の13の目標工賃達成指導員配置加算については、

就労継続支援Ｂ型サービス費（ Ⅰ） を算定する指定就労継続支援Ｂ

型において、目標工賃達成指導員を常勤換算方法で１人以上配置

し、当該目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の総数

が利用者の数を６で除して得た数以上である場合に、加算する。

⑮ 送迎加算の取扱いについて

報酬告示第14の14の送迎加算については、２の（ ６）の⑮の(一)か
ら(五)までの規定を準用する。

⑯ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱いについて

報酬告示第14の15の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ６）の⑯の規定を準用する。
⑰ 在宅時生活支援サービス加算の取扱いについて

報酬告示第14の16の在宅時生活支援サービス加算については、

３の（ ３） の⑰の規定を準用する。
⑱ 社会生活支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第14の16の２の社会生活支援特別加算については、

３の（ １） の⑪の規定を準用する。
⑲ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第14の17及び18の福祉・介護職員処遇改善加算及び

⑭ 重度者支援体制加算の取扱い

報酬告示第14の13の重度者支援体制加算については、３の（ ４）

の⑫の規定を準用する。
⑮ 目標工賃達成指導員配置加算の取扱い

報酬告示第14の14の目標工賃達成指導員配置加算については、

就労継続支援Ｂ型サービス費（ Ⅰ）を算定する指定就労継続支援Ｂ型

において、目標工賃達成指導員を常勤換算方法で１人以上配置し、

当該目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の総数が利

用者の数を６で除して得た数以上である場合に、加算する。

⑯ 送迎加算の取扱い

報酬告示第14の15の送迎加算については、２の（ ６）の⑭の(一)
から（ 四）までの規定を準用する。

⑰ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の取扱い

報酬告示第14の16の障害福祉サービスの体験利用支援加算に

ついては、２の（ ５）の⑥の規定を準用する。
（ 新設）

（ 新設）

⑱ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第14の17及び18の福祉・介護職員処遇改善加算及び



224 

改 正 後 現 行

福祉・ 介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １） の㉑の規

定を準用する。

（ ６） 就労定着支援サービス費

① 就労定着支援の対象者について

就労定着支援については、報酬告示第14の２の１の注１に規定

する生活介護等を受けて通常の事業所（ 就労継続支援Ａ型事業所

は除く 。） に新たに雇用され、就労を継続している期間が６月に

達した障害者が対象となる。この場合、例えば、平成30年４月１

日に就職した者は、平成30年９月31日に６月に達した者となる

ことから、平成30年10月１日から就労定着支援を利用できるよ

うにすることが必要となる。

なお、就労定着支援の指定を新たに受けた事業所においては、

一体的に運営する指定生活介護、指定自立訓練、指定就労移行支

援又は指定就労継続支援（ 以下「 指定就労移行支援等」 という。）

を受けた後に就労し、就労を継続している期間が６月以上42月未

満の障害者が利用対象者となるが、その場合の就労定着支援の利

用期間は42月から就労を継続している期間を除いた期間とする。

② 就労定着支援サービス費について

（ 一） 就労定着支援サービス費の区分について

就労定着支援サービス費については、生活介護等を受けて通

常の事業所に新たに雇用され、就労を継続している期間が６月

に達した障害者に対して、月１回以上の対面による支援を行っ

た場合に、当該指定就労定着支援事業所における利用者数及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

（ 新設）
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就労定着率に応じ、算定することとし、就労定着率の具体的な

計算方法は以下による。

ア 当該前年度末日から起算して過去３年間に就労定着支援を

利用した総数を算出する。

イ アの過去３年間に就労定着支援を利用した総数のうち当該

前年度末日において就労が継続している者の総数を算出す

る。この場合、以下は就労が継続している者として取り扱う。

・ 就労定着支援の利用が終了しているが、就労が継続して

いる者

・ 就労定着支援の利用中に、離職した後１月以内に他の通

常の事業所に雇用された場合であって、就労が継続してい

る者（ 就労定着支援の利用中１回限りの転職について認め

る。）

ウ イ÷アにより就労定着率を算出することとなるが、以下の

場合はア及びイの対象から除外することとする。

・ 障害者を雇用する事業所で障害者に対する虐待があり、

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律（ 平成23年法律第79号）第26条に基づく措置が講

じられた場合であって、本人が離職を希望する場合

・ 雇用された事業所が倒産した場合

・ 利用者が死亡した場合

なお、新たに指定を受ける場合の就労定着率については、指

定を受ける就労定着支援と一体的に運営する指定就労移行支援

等を受けた後、指定を受ける前月末日から起算して過去３年間に
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一般就労した者の総数のうち指定を受ける前月末日において就

労が継続している者の数の割合とし、具体的な計算方法は以下に

よる。

エ 指定を受ける前月末日から起算して過去３年間に指定就労

移行支援等を受けた後、一般就労した者の総数を算出する。

オ エのうち指定を受ける前月末日において就労が継続してい

②る者の総数を算出する。この場合、 の（ 一）のイの規定を準用

して算出する。

カ エ÷オにより新たに指定を受ける場合の就労定着率を算出

②する。この場合、 の（ 一）のウの規定を準用して算出する。

（ 二） 就労定着支援サービス費の報酬算定について

ア 就労定着支援の提供に当たっては、指定障害福祉サービス

基準第206 条の８第２項の規定による利用者との対面による

支援を１月に１回以上行わなかった場合は、就労定着支援サ

ービス費に係る所定単位数を算定することができない。

イ 就労定着支援サービス費は、就労定着支援事業所又は当該

就労定着支援事業所を運営する同一の法人内の他の事業所

（ 指定就労定着支援事業所以外の就労移行支援等事業所を含

む。） に配置されている訪問型職場適応援助者養成研修修了

者が、就労定着支援の利用者に対して支援を実施し、雇用安

定助成金（ 障害者職場適応援助コースのことをいう。） の申

請を行う場合は、当該申請に係る援助を行った利用者に対す

る当該月の就労定着支援サービス費は算定することができな

い。
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ウ 就労定着支援は、障害者が新たに雇用された通常の事業所

での就労の継続を図るため、企業、障害福祉サービス事業者、

医療機関等との連絡調整、雇用に伴い生じる日常生活又は社

会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言

等の支援を行うものであり、自立生活援助の支援内容を包含

するため、自立生活援助との併給はできない。

また、就労定着支援を利用する障害者は、一般企業に６月

以上就労が継続している障害者であるため、自立訓練（ 生活

訓練） との併給はできない。

③ 特別地域加算の取扱いについて

報酬告示第14の２の１の注４については、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準等に基づき厚生労働大臣が定める地域（ 平成21

厚生労働省告示第176号） に居住している利用者の居宅又は当該

地域に利用者が雇用された通常の事業所において、利用者との対

面により就労定着支援を行った場合に、加算する。

なお、特別地域加算を算定する利用者に対して、指定障害福祉

サービス基準第206条の10に規定する通常の事業の実施地域を越

えてサービス提供した場合、指定障害福祉サービス基準第206条

の12において準用する指定障害福祉サービス基準第21条第３項

に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。

④ 企業連携等調整特別加算の取扱い

報酬告示第14の２の２の企業連携等調整特別加算については、
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職場への定着支援について、支援開始１年間は障害者本人に対す

る支援回数も頻回になる傾向があるとともに、雇用された企業、

医療機関等との関係機関との関係性を構築するなど、時間や労力

を要することから、就労定着支援の利用を開始した日から起算し

て１年間に限り加算する。

例えば、平成30年４月から指定を受けて就労定着支援を開始す

る場合には、就労定着支援の利用者は支援開始１年目となるので

当該加算の算定が可能となる。

⑤ 初期加算の取扱いについて

報酬告示第14の２の３の初期加算については、生活介護、自立

訓練、就労移行支援又は就労継続支援（ 以下「 生活介護等」 とい

う。） と一体的に運営される就労定着支援事業所において、一体

的に運営される生活介護等以外を利用して通常の事業所に雇用さ

れた障害者に対して、就労定着支援を行う場合には、アセスメン

ト等に時間や労力を要することから、１回に限り加算する。

なお、同一法人内の他の就労定着支援事業所を利用する際は、

アセスメント等の情報共有や連携が可能と考えられることから、

初期加算を算定することはできない。

⑥ 就労定着実績体制加算の取扱いについて

（ 一） 報酬告示第14の２の４の就労定着実績体制加算については、

前年度末日から起算して過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、前年度において障害者が雇用された通常の事

業所に42月以上78月未満の期間継続して就労している者又は

就労していた者の割合が前年度において100分の70以上の場合
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に、就労定着支援の利用者全員に対して加算する。

（ 二） 注中「 指定就労定着支援の利用を終了した者」 とは、３年間

の支援期間未満で利用を終了した者も含むものとする。

（ 三） 就労定着実績体制加算については、指定を受けた日から１年

間は算定できないが、例えば、平成30年４月から就労定着支援

を実施する場合であって、平成30年度中に利用を終了した者が

いた場合、翌年度において、当該者が「 前年度において障害者

が雇用された通常の事業所に42月以上78月未満の期間継続し

て就労している者又は就労していた者」 に該当し、そのような

者の割合が100分の70以上の場合は、平成31年度から就労定

着実績体制加算を算定できる。

⑦ 職場適応援助者養成研修修了者配置体制加算の取扱いについて

報酬告示第 14 の２の５の職場適応援助者養成研修修了者配置

体制加算については、３の（ ３） ⑫の のイに掲げる職場適応援助者

養成研修の修了者を就労定着支援員として配置した場合に、就労

定着支援の利用者全員に対して加算する。

⑧ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第14の２の６の利用者負担上限額管理加算については、

２の（ １） ⑲の の規定を準用する。

（ ７） 自立生活援助サービス費

① 自立生活援助サービス費について

㈠ 自立生活援助サービス費の対象者について

ア 自立生活援助サービス費（ Ⅰ）については、障害者支援施設、

（ 新設）
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のぞみの園、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓

練）事業所、児童福祉法第7条第1項に規定する児童福祉施設

又は療養介護を行う病院に入所していた障害者、指定共同生活

援助事業所等又は福祉ホームに入居していた障害者、精神科病

院（ 精神科病院以外の病院で精神病床が設けられているものを

含む。）に入院していた障害者、救護施設又は更生施設に入所

していた障害者、刑事施設、少年院又は更生保護施設に収容さ

れていた障害者、保護観察所に設置若しくは併設された宿泊施

設等に宿泊していた障害者又は更生保護法の規定による委託

を受けた者が当該委託に係る応急救護若しくは更生緊急保護

として利用させる宿泊施設に宿泊していた障害者（ 以下「 施設

退所者」 という。） であって、退所等をしてから１年以内（ 退

所等した日から１年を経過した日の属する月まで）の期間につ

いて、指定自立生活援助事業所の従業者が、指定自立生活援助

を行った場合に算定する。

イ 自立生活援助サービス費（ Ⅱ）については、施設退所者であっ

て、退所等した日から１年を超える者又は現に居宅において単

身であるため、若しくは同居している家族等が障害、疾病等の

ため、居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題

に対する支援が見込めない状況にある者であって、当該障害者

を取り巻く人間関係、生活環境又は心身の状態変化により、自

立した地域生活を継続することが困難と認められる者に対し、

指定自立生活援助事業所の従業者が、指定自立生活援助を行っ

た場合に算定する。
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㈡ 自立生活援助サービス費の算定について

自立生活援助サービス費については、指定自立生活援助事業

所が都道府県知事に届け出た、指定障害福祉サービス基準第206

条の14第１項に掲げる地域生活支援員１人当たりの利用者数に

応じ、算定するものとする。

なお、地域生活支援員が、指定障害福祉サービス基準第 206

条の18の規定による定期的な訪問による支援を１月に２日以上

行わなかった場合は、算定しないものとする。

② 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第14の３の２の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５） ④の （ （ 四）を除く 。） の規定を準用する。

③ 初回加算の取扱いについて

報酬告示第14の３の３の初回加算については、サービスの利用

の初期段階においては、利用者の生活状況等の把握や関係機関と

の連絡調整等に手間を要することから、サービス利用開始月にお

いて算定できるものであること。

ただし、当該利用者が過去３月間に、当該指定自立生活援助事

業所を利用したことがない場合に限り算定できることとする。

④ 同行支援加算の取扱いについて

報酬告示第14の３の４の同行支援加算については、障害者の理

解力や生活力等を補う観点から、居宅への訪問以外に、自立生活

援助事業所の従業者が利用者の外出に同行し、当該利用者が地域

で自立した生活を営む上で必要な情報提供や助言等の支援を行っ

た場合に、実施した月について算定できるものであること。
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⑤ 利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第14の３の５の利用者負担上限額管理加算について

は、２の（ １） ⑲の の規定を準用する。

（ ８） 共同生活援助サービス費、日中サービス支援型共同生活援助サー

ビス費及び外部サービス利用型共同生活援助サービス費

① 共同生活援助サービス費について

（ 一） 共同生活援助の対象者について

共同生活援助については、障害者を対象とするが、このうち

身体障害者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前

日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用し

たことがある者に限るものとする。

この場合の「 準ずるもの」 とは、障害者が自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、障害者に対して支援等

を行う事業であって国若しくは地方公共団体等の負担若しくは

補助により実施される事業をいう。

なお、これらの事業には、身体障害者福祉法第15条第4項に

基づく身体障害者手帳の交付、国民年金法（ 昭和34年法律第141

号）第30条の4第1項に基づく障害基礎年金の支給等を含むも

のとする。

また、指定障害福祉サービス基準附則第７条に規定する地域

移行支援型ホームの利用者にあっては、当該地域移行支援型ホ

ームを行う事業者が当該事業を開始した日において、精神科病

院（ 精神科病院以外の病院で精神病床が設けられているものを

（ ６） 共同生活援助サービス費及び外部サービス利用型共同生活援助サ

ービス費

① 共同生活援助サービス費

（ 一） 共同生活援助の対象者について

共同生活援助については、障害者を対象とするが、このうち身

体障害者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日

までに障害福祉サービス若しく はこれに準ずるものを利用した

ことがある者に限るものとする。

この場合の「 準ずるもの」 とは、障害者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、障害者に対して支援等を行

う事業であって国若しく は地方公共団体等の負担若しくは補助

により実施される事業をいう。

なお、これらの事業には、身体障害者福祉法（ 昭和24年法律

第283号。） 第15条第4項に基づく身体障害者手帳の交付、国

民年金法（ 昭和34年法律第141号。）第30条の4第1項に基づ

く障害基礎年金の支給等を含むものとする。

また、指定障害福祉サービス基準附則第７条に規定する地域移

行支援型ホームの利用者にあっては、当該地域移行支援型ホーム

を行う事業者が当該事業を開始した日において、精神科病院（ 精

神科病院以外の病院で精神病床が設けられているものを含む。）
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含む。） に１年以上入院している精神障害者に限るものとする。

（ 二） 共同生活援助サービス費について

ア 共同生活援助サービス費については、指定共同生活援助事業

所において、指定共同生活援助を提供した場合、指定障害福祉

サービス基準第 208 条第１項第１号に掲げる世話人の員数及

び利用者の障害支援区分に応じ、算定する。

ただし、次の（ ア）又は（ イ） に該当するものに対し、指定共同生

活援助を行った場合にあっては、居宅介護等を利用した日につ

いて、報酬告示第15の１の注５の(1)から(3)までに定める単位

数を算定する（ 平成33年３月31日までの経過措置） 。この場

合、指定共同生活援助事業所は、指定居宅介護事業所等から居

宅介護等の提供実績を確認することとする。

なお、居宅介護等を利用していない日については、報酬告示

第15の１のイからニまでに定める単位数を算定する。

(ア) （ 略）

(イ) （ 略）

に１年以上入院している精神障害者に限るものとする。

（ 二） 共同生活援助サービス費について

ア 共同生活援助サービス費については、指定共同生活援助事業

所において、指定共同生活援助を提供した場合、指定障害福祉

サービス基準第 208 条第１項第１号に掲げる世話人の員数及

び利用者の障害支援区分に応じ、算定する。

ただし、次の（ ア）又は（ イ）に該当するものに対し、指定共同生

活援助を行った場合にあっては、居宅介護等を利用した日につ

いて、報酬告示第15の１の注５の(1)から(3)までに定める単

位数を算定する（ 平成30年３月31日までの経過措置） 。この

場合、指定共同生活援助事業所は、指定居宅介護事業所等から

居宅介護等の提供実績を確認することとする。

なお、居宅介護等を利用していない日については、報酬告示

第15の１のイからニまでに定める単位数を算定する。

(ア) 重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る介護給付費の

支給決定を受けることができる者であって、区分４、区分５

又は区分６に該当する者が、共同生活住居内において、当該

指定共同生活援助事業所の従業者以外の者による居宅介護

又は重度訪問介護の利用を希望する者（ 以下「 指定障害福祉

サービス基準附則第 18 条の２第１項の適用を受ける利用

者」 という。）

(イ) 区分４、区分５又は区分６に該当する者であり、次の（ ⅰ）

及び（ ⅱ）のいずれにも該当する者が、共同生活住居内にお

いて、当該指定共同生活援助事業所の従業者以外の者による
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イ 共同生活援助サービス費の区分について

（ 略）

(ア) （ 略）

(イ) （ 略）

(ウ) （ 略）

(エ) 共同生活援助サービス費（ Ⅳ）

（ ⅰ） （ 略）

居宅介護（ 居宅における身体介護が中心である場合に限る。）

の利用を希望する者（ 以下「 指定障害福祉サービス基準附則

第18条の２第２項の適用を受ける利用者」 という。）

（ ⅰ） 当該利用者の個別支援計画に居宅介護の利用が位置付

けられていること

（ ⅱ） 居宅介護の利用について、市町村が必要と認めること

イ 共同生活援助サービス費の区分について

共同生活援助サービス費については、指定共同生活援助事業

所において、指定共同生活援助を提供した場合に、指定障害福祉

サービス基準第 208 条第１項第１号に掲げる世話人の員数に応

じ、算定するものとし、具体的には以下のとおりであること。

(ア) 共同生活援助サービス費（ Ⅰ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を４で除

して得た数以上であること。

(イ) 共同生活援助サービス費（ Ⅱ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を５で除

して得た数以上であること。

(ウ) 共同生活援助サービス費（ Ⅲ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を６で除

して得た数以上であること。

(エ) 共同生活援助サービス費（ Ⅳ）

（ ⅰ） 指定障害者支援施設等の入所施設に入所若しくは精神科

病院等に入院している者又は家族等と同居している者等で

あって、共同生活住居への入居を希望している者が、体験
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（ ⅱ） （ 略）

（ ⅲ） 共同生活援助サービス費（ Ⅳ）を算定している場合、⑫の
自立生活支援加算は算定しない。また、病院又は入所施設

に入院又は入所している者が体験的な入居中に入院した場

合、入院中の支援は元の病院又は入所施設が行うものであ

るから、 ⑬の入院時支援特別加算及び⑭の長期入院時支援
特別加算は算定しない。また、入院又は入所している者に

ついては、 ⑮の帰宅時支援加算及び⑯の長期帰宅時支援加
算は算定しない。

(オ) （ 略）

的な入居を行うに当たって、継続的な利用に移行するため

の課題、目標、体験期間及び留意事項等を共同生活援助計

画に位置付けて、体験的な入居を行う場合に算定できるも

のであること。

（ ⅱ） 施設入所者の体験的な入居については、施設入所支援等

の外泊に位置付けられるものとし、入院・ 外泊時加算等の

算定が可能なものであるが、共同生活住居の入居日及び退

居日については、施設入所支援サービス費等を合わせて算

定することが可能であること。ただし、共同生活住居が同

一敷地内にある場合は、共同生活住居の入居日は共同生活

援助サービス費を算定し、共同生活住居の退居日は施設入

所支援サービス費等を算定する。（ 病院に入院している者

についても同様の取扱いとする。）

（ ⅲ） 共同生活援助サービス費（ Ⅳ）を算定している場合、 ⑧の
自立生活支援加算は算定しない。また、病院又は入所施設

に入院又は入所している者が体験的な入居中に入院した場

合、入院中の支援は元の病院又は入所施設が行うものであ

るから、 ⑨の入院時支援特別加算及び⑩の長期入院時支援
特別加算は算定しない。また、入院又は入所している者に

ついては、 ⑪の帰宅時支援加算及び⑫の長期帰宅時支援加
算は算定しない。

(オ) 指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２

項の適用を受ける利用者が、共同生活住居内において居宅介護

又は重度訪問介護（ 指定障害福祉サービス基準附則第18条の
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（ 三） （ 略）

２第1項の適用を受ける利用者に限る。）を利用した場合には、

併せて居宅介護サービス費又は重度訪問介護サービス費（ 指定

障害福祉サービス基準附則第18条の２第1項の適用を受ける

利用者に限る。） を算定することができる。

（ 三） 大規模住居等減算の取扱い

共同生活援助サービス費については、共同生活住居の入居定員

の規模に応じ、次のとおり所定単位数を減算する。

なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、

各種加算を含めた単位数の合計数を減算するものではないこと

に留意すること。

ア 共同生活住居の入居定員が８人以上 21 人未満である場合

当該共同生活住居に係る利用者の共同生活援助サービス費に

100分の95を乗じて得た数

イ 共同生活住居の入居定員が21 人以上である場合 当該共同

生活住居に係る利用者の共同生活援助サービス費に 100 分の

93を乗じて得た数

ウ 一体的な運営が行われている共同生活住居の入居定員（ サテ

ライト型住居に係る入居定員を含む。） の合計数が21人以上

である場合 当該共同生活住居に係る利用者の共同生活援助

サービス費に100分の95を乗じて得た数

なお、ウの場合の「 一体的な運営が行われている共同生活住

居」 とは、同一敷地内又は近接的な位置関係にある共同生活住

居であって、かつ、世話人又は生活支援員の勤務体制がそれぞ

れの共同生活住居の間で明確に区分されていない共同生活住
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② 日中サービス支援型共同生活援助サービス費について

（ 一） 日中サービス支援型共同生活援助の対象者について

共同生活援助については、障害者を対象とするが、このうち身

体障害者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日ま

でに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したこ

とがある者に限るものとする。

この場合の「 準ずるもの」 とは、障害者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、障害者に対して支援等を行

う事業であって国若しくは地方公共団体等の負担若しくは補助

により実施される事業をいう。

なお、これらの事業には、身体障害者福祉法第15条第４項に基

づく身体障害者手帳の交付、国民年金法第30条の４第１項に基づ

く障害基礎年金の支給等を含むものとする。

また、日中サービス支援型指定共同生活援助は、日中活動サー

ビス等を利用することが困難な利用者に対して、常時の支援体制

を確保した上で、共同生活住居において日常生活等の支援を行う

ものであることから、常時の介護を要する状態にある者等を対象

者として想定するものである。

（ 二） 日中サービス支援型共同生活援助サービス費について

ア 日中サービス支援型共同生活援助サービス費については、日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日中サー

ビス支援型指定共同生活援助を提供した場合、指定障害福祉サ

ービス基準第213条の４第１項第１号に掲げる世話人の員数及

居をいうものとする。

（ 新設）
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び利用者の障害支援区分に応じ算定する。

ただし、障害支援区分３以上の利用者が、日中サービス支援

型指定共同生活援助と併せて支給決定されている日中活動サ

ービス等を利用した日若しくは日中に介護保険サービス、精神

科デイ・ ケア等を利用し共同生活住居以外で過ごした日に、日

中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合又は障害

支援区分２以下の利用者に対し、日中サービス支援型指定共同

生活援助を提供した場合については、報酬告示第15の１の２の

注５に掲げる単位数を算定する。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は

第２項の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定

共同生活援助を提供した場合にあっては、居宅介護等を利用し

た日について、当該利用者の日中の活動状況等に応じ、報酬告

示第15の１の２の注６又は７に掲げる単位数を算定する。

イ 日中サービス支援型指定共同生活援助サービス費の区分に

ついて

日中サービス支援型指定共同生活援助サービス費について

は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日

中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合に、指定障

害福祉サービス基準第213条の４第１項第１号に掲げる世話人

の員数に応じ、算定するものとし、具体的には以下のとおりで

あること。

(ア) 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を３で除
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して得た数以上であること。

(イ) 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（ Ⅱ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を４で除

して得た数以上であること。

(ウ) 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（ Ⅲ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を５で除

して得た数以上であること。

(エ) 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅳ）

報酬告示第15の１の２のニの日中サービス支援型共同生

活援助サービス費（ Ⅳ）については、①の（ 二）のイの(エ)の規定を
準用する。

なお、障害支援区分３以上の利用者が、日中サービス支援

型指定共同生活援助と併せて支給決定されている日中活動

サービス等を利用した日若しくは日中に介護保険サービス、

精神科デイ・ ケア等を利用し共同生活住居以外で過ごした日

に日中サービス支援型指定共同生活援助を提供した場合又

は障害支援区分２以下の利用者に対し、日中サービス支援型

指定共同生活援助を提供した場合については、報酬告示第15

の１の２の注９に掲げる単位数を算定する。

(オ) 指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第

２項の適用を受ける利用者が、共同生活住居内において居宅

介護又は重度訪問介護（ 指定障害福祉サービス基準附則第18

条の２第１項の適用を受ける利用者に限る。） を利用した場

合には、併せて居宅介護サービス費又は重度訪問介護サービ
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ス費（ 指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項の適

用を受ける利用者に限る。） を算定することができる。

（ 三） 大規模住居減算の取扱いについて

報酬告示第15の１の２の注10の（ ３）及び（ ４）については、①の（ 三）
（ アを除く 。） の規定を準用する。

③ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費について

（ 一） （ 略）

（ 二） 外部サービス利用型共同生活援助サービス費の区分について

外部サービス利用型共同生活援助サービス費については、外

部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、外部サービ

ス利用型指定共同生活援助を提供した場合に、指定障害福祉サー

ビス基準第213条の14第１項第１号に掲げる世話人の員数に応

じ、算定するものとし、具体的には以下のとおりであること。

ア （ 略）

イ （ 略）

ウ （ 略）

② 外部サービス利用型共同生活援助サービス費

（ 一） 外部サービス利用型共同生活援助の対象者について

外部サービス利用型共同生活援助の対象者については、 ①の
（ 一）の規定を準用する。

（ 二） 外部サービス利用型共同生活援助サービス費の区分について

外部サービス利用型共同生活援助サービス費については、外

部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、外部サービ

ス利用型指定共同生活援助を提供した場合に、指定障害福祉サー

ビス基準第213条の4第１項第１号に掲げる世話人の員数に応

じ、算定するものとし、具体的には以下のとおりであること。

ア 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を４で除し

て得た数以上であること。

イ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅱ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を５で除し

て得た数以上であること。

ウ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅲ）

常勤換算方法により、世話人の員数が利用者の数を６で除し

て得た数以上であること。
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エ （ 略）

オ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅴ）

報酬告示第15の１の２の２のホの外部サービス利用型共同

生活援助サービス費（ Ⅴ） ①については、 の（ 二）のイの（ エ）の規定

を準用する。

（ 三） 大規模住居減算の取扱いについて

報酬告示第15の１の２の２の注７の（ ３）及び（ ４）については、

①の（ 三）の規定を準用する。この場合において、「 各種加算」
とあるのは「 ④の受託居宅介護サービス費及び各種加算」 と読
み替えるものとする。また、減算の割合については、共同生活

住居の入居定員の規模に応じ、次のとおりとする。

ア （ 略）

イ （ 略）

④ 受託居宅介護サービス費について

エ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅳ）

アからウまでに定める以外の外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所（ 地域社会における共生の実現に向けて新たな

障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法

律の一部の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令（ 平成

25年厚生労働省令第124号。）附則第4条の適用を受ける外部

サービス利用型指定共同生活援助事業所に限る。）であること。

オ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅴ）

報酬告示第15の１の２のホの外部サービス利用型共同生活

援助サービス費（ Ⅴ） ①については、 の（ 二）のイの（ エ）の規定を準

用する。

（ 三） 大規模住居減算の取扱い

報酬告示第15の１の２の注７の（ ３）及び（ ４） ①については、

の（ 三）の規定を準用する。この場合において、「 各種加算」 とあ

③るのは「 の受託居宅介護サービス費及び各種加算」と読み替え

るものとする。また、減算の割合については、共同生活住居の入

居定員の規模に応じ、次のとおりとする。

ア 共同生活住居の入居定員が８人以上 21 人未満である場合

当該共同生活住居に係る利用者の外部サービス利用型共同生

活援助サービス費に100分の90を乗じて得た数

イ 共同生活住居の入居定員が21人以上である場合 当該共同

生活住居に係る利用者の外部サービス利用型共同生活援助サ

ービス費に100分の87を乗じて得た数

③ 受託居宅介護サービス費
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（ 略） （ 一） 受託居宅介護サービスの対象者について

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の利用者のう

ち区分２以上に該当する障害者とする。

（ 二） 受託居宅介護サービス費の算定について

受託居宅介護サービス費については、外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所の利用者に対して、受託居宅介護サービス

事業所の従業者が受託居宅介護サービス（ 身体介護を伴う場合

に限る。） を行った場合に、算定する。

受託居宅介護サービスの提供に当たっては、指定障害福祉サ

ービス基準に定める具体的なサービスの内容を記載した外部

サービス利用型共同生活援助計画に基づいて行われる必要が

ある。

外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、市町村の定

める受託居宅介護サービスの支給量の範囲内で、外部サービス

利用型共同生活援助計画を作成することになるが、その作成に

当たっては、相談支援専門員やサービス管理責任者が行う適切

なアセスメント及びマネジメントにより、利用者の意向や状態

像に従い設定されるべきものであることを踏まえ、硬直的な運

用にならないよう十分に留意し、利用者にとって真に必要なサ

ービスが必要に応じて提供されるよう配慮すること。

受託居宅介護サービス事業所の従業者が受託居宅介護サー

ビスを行った場合には、実際に要した時間により算定されるの

ではなく 、外部サービス利用型指定共同生活援助の提供時間帯

において外部サービス利用型共同生活援助計画に基づいて行
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われるべき受託居宅介護サービスに要する時間に基づき算定

されることに留意する必要がある。このため、受託居宅介護サ

ービス事業所の従業者が行う外部サービス利用型共同生活援

助計画に基づかない支援は、受託居宅介護サービス費を算定で

きないものであること。

また、外部サービス利用型共同生活援助計画に基づく支援で

あっても、外部サービス利用型指定共同生活援助の提供時間帯

以外の時間帯の支援や、支援の内容が掃除、洗濯、調理などの

家事援助や安否確認や健康チェックであり、それに伴い若干の

身体介護を行う場合には、算定できないものであること。

なお、当初の外部サービス利用型共同生活援助計画で定めた

サービス提供内容や提供時間が、実際のサービス提供と合致し

ない場合には、速やかに受託居宅介護サービス事業者と協議等

を行った上で、外部サービス利用型共同生活援助計画の見直し、

変更を行うことが必要であること。

（ 三） 基準単価の適用について

外部サービス利用型共同生活援助計画上の受託居宅介護サ

ービスの提供時間と実際の受託居宅介護サービスの提供時間

に大幅な乖離があり、かつ、これが継続する場合は、当然に外

部サービス利用型共同生活援助計画の見直しを行う必要があ

ること。

（ 四） 受託居宅介護サービスの所要時間について

ア 受託居宅介護サービスの報酬単価については、短時間に集

中して支援を行うという業務形態を踏まえて、所要時間の短
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いサービスが高い単価設定になっているが、これは、１日に

短時間の訪問を複数回行うことにより、共同生活住居におけ

る介護サービスの提供体制を強化するために設定されている

ものであり、利用者の生活パターンに合わせて受託居宅介護

サービスを行うためのものである。したがって、単に１回の

受託居宅介護サービスを複数回に区分して行うことは適切で

はなく 、１日に受託居宅介護サービスを複数回算定する場合

にあっては、概ね２時間以上の間隔を空けなければならない

ものとする。

なお、身体の状況等により、短時間の間隔で短時間の滞在

により複数回の訪問を行わなければならない場合等はこの限

りではない。

イ １人の利用者に対して複数の受託居宅介護サービス事業所

の従業者が交代して受託居宅介護サービスを行った場合も、

１回の受託居宅介護サービスとしてその合計の所要時間に応

じた所定単位数を算定する。

ウ 受託居宅介護サービスは、1 人の利用者に対して受託居宅

介護サービス事業所の従業者が１対１で行うことが基本であ

るが、利用者の意向や状態等を踏まえた上で、利用者の支援

に支障がない場合には、1 人の従業者が複数の利用者に対し

て受託居宅介護サービスを行うこととして差し支えないもの

とする。この場合、各利用者の受託居宅介護サービスの所要

時間が不明確となるため、1 回の受託居宅介護サービスの所

要時間を1回の利用者の人数で除した結果の利用者1人当た
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りの所要時間に応じた所定単位数をそれぞれの利用者につい

て算定する。

なお、この計算の結果、利用者1人当たりの所要時間がエ

の要件を満たさない場合は、受託居宅介護サービス費の算定

はできないものであること。

エ 「 所要時間15分未満の場合」で算定する場合の所要時間は

10分程度以上とする。所要時間とは、実際に受託居宅介護サ

ービスを行う時間をいうものであり、受託居宅介護サービス

のための準備に要した時間等は含まない。

（ 五） 受託居宅介護サービス事業者への委託料について

外部サービス利用型指定共同生活援助事業者が受託居宅介

護サービス事業者に支払う委託料は、個々 の委託契約に基づく

ものとする。

（ 六） 委託する受託居宅介護サービス事業者の数について

外部サービス利用型指定共同生活援助事業者が委託する受

託居宅介護サービス事業者は、受託居宅介護サービス事業者に

対する委託に係る業務の管理及び指揮命令の確実な実施を確

保する観点から、１つの指定居宅介護事業者とすることが考え

られるが、次に掲げる場合等については、複数の指定居宅介護

事業者に委託するなど利用者の状況に応じて柔軟な運用や配

慮を行うこと。

ア 外部サービス利用型指定共同生活援助事業所における受

託居宅介護サービスの利用者数や受託居宅介護事業所の体

制等により、１つの指定居宅介護事業者では対応が困難であ
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⑤ 福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第15の１の４の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５）の④ （ （ 四）を除く 。） の規定を準用する。
⑥ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱いについて

（ 略）

⑦ 看護職員配置加算の取扱いについて

報酬告示第15の１の４の３の看護職員配置加算については、指

定共同生活援助事業所等において、指定障害福祉サービス基準第

208条第１項、第213条の４第１項又は第213条の14第１項に定める

員数に加え、専ら当該指定共同生活援助事業所等の職務に従事す

る看護職員を、常勤換算方法で１以上配置しているものとして都

道府県知事に届け出た事業所について、加算を算定できるもので

あること。

ただし、複数の共同生活住居を有する指定共同生活援助事業所

等においては、適切な支援を行うために必要な数の人員を確保す

る観点から、常勤換算方法により、看護職員の員数が１以上かつ

利用者の数を20で除して得た数以上であること。

なお、当該加算は、指定共同生活援助事業所等に看護職員を配

置することにより、日常的な利用者の健康管理、看護の提供、喀

ると認められる場合

イ 利用者の心身の状況や利用に関する意向、介護の内容等を

勘案の上、特定の指定居宅介護事業者による支援が特に必要

と認められる場合

④ 福祉専門職員配置等加算の取扱い

報酬告示第15の１の４の福祉専門職員配置等加算については、

２の（ ５） ④の の規定を準用する。

⑤ 視覚・ 聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い

報酬告示第15の１の４の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加

算については、２の（ ９） ⑦の の規定を準用する。

（ 新設）



247 

改 正 後 現 行

痰吸引等に係る指導及び医療機関との連絡調整等を行える体制を

整備する事業所を評価するものであるため、加算の対象となる指

定共同生活援助事業所等については、当該事業所の利用者の状況

に応じて、以下の支援を行うものとする。

ア 利用者に対する日常的な健康管理

イ 医療ニーズが必要な利用者への看護の提供等

ウ 定期又は緊急時における医療機関との連絡調整及び受診等の

支援

エ 看護職員による常時の連絡体制の確保

オ 重度化した利用者の対応に係る指針の作成及び入居時におけ

る利用者又は家族への説明並びに同意

また、当該加算の算定対象となる指定共同生活援助事業所等につ

いては、報酬告示第15の７の医療連携体制加算（ 医療連携体制加

算（Ⅳ）を除く 。） の算定対象とはならないこと。

⑧ 夜間支援等体制加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

⑥ 夜間支援等体制加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第 15 の１の５のイの夜間支援等体制加算（Ⅰ）につ

いては、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所において、夜勤を行う夜間支援従事者を配

置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯（ 指定共同生活援

助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所ご

とに利用者の生活サイクルに応じて、1日の活動の終了時刻か

ら開始時刻まで（ 午後10時から翌日の午前5時までの間は最

低限含むものとする。） を基本として、設定するものとする。

⑤以下この において同じ。） を通じて必要な介護等の支援を提
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ア （ 略）

供できる体制を確保している場合であって、次のアからウまで

の要件を満たしていると都道府県知事が認める場合について、

算定する。

ア 夜間支援従事者の配置

（ ア） 夜間支援従事者は、当該夜間支援従事者が夜間に支援

を行う利用者が居住する共同生活住居（ サテライト型住居

を除く 。） に配置される必要があること。ただし、これに

より難い特別な事情がある場合であって、適切な夜間支援

体制が確保できるものとして都道府県知事が認めた場合

は、この限りではないこと。

（ イ） 夜間支援従事者が複数の共同生活住居に居住する利用

者に対して夜間支援を行っている場合には、夜間支援従事

者が配置されている共同生活住居と、その他の共同生活住

居が概ね10分以内の地理的条件にあり、かつ、利用者の

呼び出し等に速やかに対応できるよう、特別な連絡体制

（ 非常通報装置、携帯電話等）が確保される必要があるこ

と。

（ ウ） １人の夜間支援従事者が支援を行うことができる利用

者の数は、

（ ⅰ） 複数の共同生活住居（ ５カ所まで（ サテライト型住

居の数は本体住居と併せて1カ所とする。）に限る。）

における夜間支援を行う場合にあっては20人まで、

（ ⅱ） １カ所の共同生活住居内において夜間支援を行う

場合にあっては30人まで
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イ （ 略）

を上限とする。

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

（ ア） 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものであ

ること。

また、夜間支援従事者は、指定共同生活援助事業所又

は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に従事す

る世話人又は生活支援員以外の者であって、夜間におけ

る支援を委託されたものであっても差し支えないものと

する。

なお、共同生活住居における適切な夜間支援体制を確

保する観点から、指定障害者支援施設や病院、指定宿泊

型自立訓練を行う指定自立訓練（ 生活訓練） 事業所等に

おける夜勤・ 宿直業務と兼務している場合には、この加

算の対象とはならず、指定障害福祉サービス基準附則第

７条に規定する地域移行支援型ホーム（ 従前の地域移行

型ホームを含む。以下同じ。） については、共同生活住

居内に専従の夜間支援従事者が配置されている場合にの

み、加算の対象とする。ただし、指定共同生活援助事業

所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所が指

定短期入所事業所として併設事業所又は空床利用型事業

所を設置する場合にあっては、当該指定短期入所事業所

の従業者が夜間支援従事者の業務を兼務しても差し支え

ないものとする。

（ イ） 夜間支援を行う共同生活住居の利用者の就寝前から翌
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ウ （ 略）

朝の起床後までの間、夜勤を行う専従の夜間支援従事者が

配置されていること。なお、外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所において、夜間及び深夜の時間帯における

支援を受託居宅介護サービス事業所の従業者に委託する

ことも差し支えないが、その場合は、報酬告示第15の1

の3の受託居宅介護サービス費ではなく 、この加算を算定

すること。

（ ウ） 夜間支援従事者は、利用者の状況に応じ、就寝準備の

確認、寝返りや排せつの支援等のほか、緊急時の対応等を

行うこととし、夜間支援の内容については、個々 の利用者

ごとに共同生活援助計画又は外部サービス利用型共同生

活援助計画に位置付ける必要があること。

（ エ） １人の夜間支援従事者が複数の共同生活住居の夜間支

援を行う場合にあっては、少なく とも一晩につき１回以上

は共同生活住居を巡回する必要があること。ただし、サテ

ライト型住居については、当該住居の形態や入居している

利用者の意向、状態像等を勘案した上で、サテライト型住

居ごとに巡回の必要性を判断することとして差し支えな

い。

ウ 加算の算定方法

１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者

の数に応じ加算額を算定する。この場合の夜間支援対象利用

者の数は、当該夜間支援従事者が夜間支援を行う共同生活住

居に入居している利用者数の総数とし、当該利用者数の総数
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（ 二） （ 略）

は、現に入居している利用者の数ではなく 、第二の１の（ ５）

の規定を準用して算定するものとする。

１カ所の共同生活住居において２人以上の夜間支援従事

者が夜間支援を行う場合は、それぞれの夜間支援従事者が実

際に夜間支援を行う利用者数に応じて、第二の１の（ ５）の規

定を準用して算定する当該共同生活住居に入居している利

用者数を按分して算定するものとする。これらの計算の過程

において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数

点第1位を四捨五入するものとする。

なお、夜勤を行う夜間支援従事者が支援を行う共同生活住

居に入居している利用者は、報酬告示第15の1の５のロの

夜間支援等体制加算（ Ⅱ）及び同ハの夜間支援等体制加算（ Ⅲ）

を算定できないものであること。

（ 例）夜勤を行う夜間支援従事者が支援を行う 5人定員の共同

生活住居において、前年度の全利用者数の延べ数が 1, 570

人、前年度の開所日数が365日の場合の加算額

→ 1, 570人÷365日＝4. 3人。小数点第1位を四捨五入

のため、夜間支援対象利用者が4人の加算額（ 336単位）

を算定

（ 二） 報酬告示第15の１の５のロの夜間支援等体制加算（ Ⅱ）につい

ては、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共

同生活援助事業所において、宿直を行う夜間支援従事者を配置

し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な

居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制を確保してい
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ア 夜間支援従事者の配置

（ 略）

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) （ 略）

(イ) （ 略）

る場合であって、次のアからウまでの要件を満たしていると都

道府県知事が認める場合について、算定する。

ア 夜間支援従事者の配置

（ 一）のアの規定を準用する。

イ 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

(ア) 夜間支援従事者は、常勤、非常勤を問わないものである

こと。

また、夜間支援従事者は、指定共同生活援助事業所又は

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に従事する世

話人又は生活支援員以外の者であって、夜間における支援

を委託されたものであっても差し支えないものとする。

なお、共同生活住居における適切な夜間支援体制を確保

する観点から、指定障害者支援施設や病院等における夜

勤・ 宿直業務と兼務している場合には、この加算の対象と

はならず、指定障害福祉サービス基準附則第７条に規定す

る地域移行支援型ホームについては、共同生活住居内に専

従の夜間支援従事者が配置されている場合にのみ、加算の

対象とする。

ただし、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用

型指定共同生活援助事業所が指定短期入所事業として併設

事業所又は空床利用型事業所を設置する場合にあっては、

当該指定短期入所事業の従業者が夜間支援従事者の業務を

兼務しても差し支えないものとする。

(イ) 夜間支援を行う共同生活住居の利用者の就寝前から翌朝
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(ウ) （ 略）

(エ) （ 略）

ウ （ 略）

の起床後までの間、宿直を行う専従の夜間支援従事者が配

置されていること。

(ウ) 夜間支援従事者は、利用者の状況に応じ、定時的な居室

の巡回や電話の収受のほか、必要に応じて、緊急時の対応

等を行うものとする。

(エ) １人の夜間支援従事者が複数の共同生活住居の夜間支援

を行う場合にあっては、少なく とも一晩につき１回以上は

共同生活住居を巡回する必要があること。

ただし、サテライト型住居については、当該住居の形態

や入居している利用者の意向、状態像等を勘案した上で、

サテライト型住居ごとに巡回の必要性を判断することとし

て差し支えない。

ウ 加算の算定方法

１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者

の数に応じ加算額を算定する。この場合の夜間支援対象利用

者の数は、当該夜間支援従事者が夜間支援を行う共同生活住

居に入居している利用者数の総数とし、当該利用者数の総数

は、現に入居している利用者の数ではなく 、第二の１の（ ５）

の規定を準用して算定するものとする。

１カ所の共同生活住居において２人以上の夜間支援従事

者が夜間支援を行う場合は、それぞれの夜間支援従事者が実

際に夜間支援を行う利用者数に応じて、第二の１の（ ５）の規

定を準用して算定する当該共同生活住居に入居している利

用者数を按分して算定するものとする。これらの計算の過程
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（ 三） （ 略）

ア （ 略）

イ 常時の連絡体制の内容

常時の連絡体制については、当該事業所の従業者が常駐す

る場合のほか、次の場合にも算定できるものであること。

（ ア） 携帯電話などにより、夜間及び深夜の時間帯の連絡体

制が確保されている場合

において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数

点第1位を四捨五入するものとする。

なお、宿直を行う夜間支援従事者が支援を行う共同生活住

居に入居している利用者は、報酬告示第15の1の５のイの

夜間支援等体制加算（ Ⅰ）及び同ハの夜間支援等体制加算（ Ⅲ）

を算定できないものであること。

（ 三） 報酬告示第 15 の１の５のハの夜間支援等体制加算（ Ⅲ）につ

いては、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所において、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て、必要な防災体制又は利用者に病状の急変その他の緊急の事

態が生じた時に、利用者の呼び出し等に速やかに対応できるよ

う、常時の連絡体制を確保しているものとして都道府県知事が

認める場合に算定するものであるが、具体的には次の体制をい

うものである。

ア 夜間防災体制の内容

警備会社と共同生活住居に係る警備業務の委託契約を締

結している場合に算定できるものであること。

なお、警備会社に委託する際には、利用者の状況等につい

て伝達しておくこと。

イ 常時の連絡体制の内容

常時の連絡体制については、当該事業所の従業者が常駐す

る場合のほか、次の場合にも算定できるものであること。

（ ア） 携帯電話などにより、夜間及び深夜の時間帯の連絡体

制が確保されている場合



255 

改 正 後 現 行

（ イ） 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所に従事する世話人又は生活支援員以

外の者であって、夜間における支援を委託されたものに

より連絡体制を確保している場合

ただし、この場合、指定障害者支援施設の夜勤職員等、

別途報酬等（ 報酬告示第11の９のハの夜間支援等体制加算

（ Ⅲ） 、報酬告示第14の３の１の自立生活援助サービス費及び

地域相談支援報酬告示第２の地域定着支援サービス費を除

く 。）により評価される職務に従事する必要がある者による

連絡体制はこの加算の算定対象とはしないこと。

なお、緊急時の連絡先や連絡方法については、運営規程

に定めるとともに共同生活住居内の見やすい場所に掲示す

る必要があること。

ウ （ 略）

⑨ 夜勤職員加配加算の取扱いについて

報酬告示第15の１の５の２の夜勤職員加配加算については、日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、指定障害福

祉サービス基準第213条の４第２項に定める夜間支援従事者に加

（ イ） 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所に従事する世話人又は生活支援員以

外の者であって、夜間における支援を委託されたものに

より連絡体制を確保している場合

ただし、この場合、指定障害者支援施設の夜勤職員等、

別途報酬等（ 報酬告示第11の９のハの夜間支援等体制加算

（ Ⅲ）及び地域相談支援報酬告示第２の地域定着支援サービス

費を除く 。 ） により評価される職務に従事する必要がある

者による連絡体制はこの加算の算定対象とはしないこと。

なお、緊急時の連絡先や連絡方法については、運営規程

に定めるとともに共同生活住居内の見やすい場所に掲示す

る必要があること。

ウ 加算の算定方法

常時の連絡体制又は防災体制を確保している共同生活住居

に入居している利用者について、加算額を算定する。

なお、常時の連絡体制又は防災体制を確保している共同生活

住居に入居している利用者は、報酬告示第15の1の5のイの

夜間支援等体制加算（Ⅰ）及び同ロの夜間支援等体制加算（Ⅱ）を算

定できないものであること。

（ 新設）
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え、夜勤を行う夜間支援従事者を１以上配置し、利用者に対して

夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供できる

体制を確保している場合であって、次の（ 一）から（ 三） までの要件を

満たしていると都道府県知事が認める場合について、算定する。

（ 一） 夜間支援従事者の加配

加配される夜間支援従事者は、当該夜間支援従事者が夜間に

支援を行う利用者が居住する共同生活住居に配置され、専らそ

の職務に従事する必要があり、複数の共同生活住居又は他の事

業所等における夜間業務を行うことで、この加算を算定するこ

とはできないものであること。

ただし、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所が設置

する指定短期入所事業所（ 併設事業所に限る。） の従業者が、

当該夜間支援従事者の業務を兼務しても差し支えないものと

する。

（ 二） 夜間支援従事者の勤務内容・ 勤務形態

加配される夜間支援従事者の業務は、指定障害福祉サービス

基準第213条の４第２項に定める夜間支援従事者と同じとす

る。なお、常勤、非常勤を問わないものであること。

また、当該夜間支援従事者は、日中サービス支援型指定共同

生活援助事業所に従事する世話人又は生活支援員以外の者で

あって、夜間における支援を委託されたものであっても差し支

えないものとする。

（ 三） 加算の算定方法

日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、指定
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障害福祉サービス基準第213条の４第２項に定める夜間支援従

事者に加え、夜勤を行う夜間支援従事者を１以上配置した共同

生活住居に居住する利用者について、当該加算を算定できるも

のとする。

⑩ 重度障害者支援加算の取扱いについて

報酬告示第15の１の６の重度障害者支援加算については、次の

アからウのいずれの要件も満たす指定共同生活援助事業所又は日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、指定重度障害

者等包括支援の対象となる利用者に対し、指定共同生活援助又は日

中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に算定する。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２

項の適用を受ける利用者及び外部サービス利用型指定共同生活援助

事業所の利用者については、この加算を算定することができない。

ア 指定障害福祉サービス基準第208条第１項第２号又は第213条

の４第１項第２号に規定する生活支援員の員数に加えて、指定重

度障害者等包括支援の対象となる利用者の支援のために必要と

認められる数の生活支援員を加配していること。この場合、常勤

換算方法で、指定障害福祉サービス基準を超える生活支援員が配

置されていれば足りるものである。

（ 例） 区分６の利用者が２人、区分５の利用者が２人入居する指

定共同生活援助事業所

・ 区分６： ２人÷2. 5＝0. 8人

・ 区分５： ２人÷４＝0. 5人

・ 指定障害福祉サービス基準上の生活支援員の必要数（ 常

⑦ 重度障害者支援加算の取扱い

報酬告示第15の１の６の重度障害者支援加算については、次の

アからウのいずれの要件も満たす指定共同生活援助事業所におい

て、指定重度障害者等包括支援の対象となる利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に算定する。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第

２項の適用を受ける利用者及び外部サービス利用型指定共同生活

援助事業所の利用者については、この加算を算定することができ

ない。

ア 指定障害福祉サービス基準第 208 条に規定する生活支援員の

員数に加えて、指定重度障害者等包括支援の対象となる利用者

の支援のために必要と認められる数の生活支援員を加配してい

ること。この場合、常勤換算方法で、指定障害福祉サービス基

準を超える生活支援員が配置されていれば足りるものである。

（ 例） 区分６の利用者が２人、区分５の利用者が２人入居する指

定共同生活援助事業所

・ 区分６： ２人÷2. 5＝0. 8人

・ 区分５： ２人÷４＝0. 5人

・ 指定障害福祉サービス基準上の生活支援員の必要数（ 常

勤換算） 0. 8人＋0. 5人＝1. 3人
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勤換算） 0. 8人＋0. 5人＝1. 3人

→ 1. 4人以上の生活支援員を配置した場合に、この加算の
対象となる。

イ 指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生

活援助事業所に配置されているサービス管理責任者又は生活支

援員のうち１人以上が、強度行動障害支援者養成研修（ 実践研修）

修了者、行動援護従業者養成研修修了者又は喀痰吸引等研修（ 第

二号）修了者（ 以下この⑩ において「 実践研修修了者」という。）
であること。その際、喀痰吸引等研修（ 第一号） 修了者が配置さ

れている場合は当該者を喀痰吸引等研修（ 第二号）修了者が配置

されているものとみなす。また、当該事業所において強度行動障

害支援者養成研修（ 実践研修）修了者又は行動援護従業者養成研

修修了者を配置し、かつ、利用者の中に行動障害を有する者がい

る場合は、当該利用者に係る支援計画シート等を作成すること。

ただし、平成31年３月31日までの間においては、実践研修修了

者が配置されていない場合であっても、サービス管理責任者又は

生活支援員のうち１人以上に強度行動障害支援者養成研修（ 実践

研修） 、行動援護従業者養成研修、喀痰吸引等研修（ 第一号） 又

は喀痰吸引等研修（ 第二号）のいずれかを年度内に受講させる計

画を作成し、都道府県知事に届け出ている場合は、当該届出を行

った年度のうち当該届出を行った月以降について、この要件を満

たすものとする。

ウ 指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活

援助事業所に配置されている生活支援員のうち20％以上が、強度

→ 1. 4人以上の生活支援員を配置した場合に、この加算の

対象となる。

イ 指定共同生活援助事業所に配置されているサービス管理責任

者又は生活支援員のうち1人以上が、強度行動障害支援者養成研

修（ 実践研修）修了者、行動援護従業者養成研修修了者又は喀痰

吸引等研修（ 第二号）修了者（ 以下この⑦ において「 実践研修修
了者」 という。） であること。その際、喀痰吸引等研修（ 第一号）

修了者が配置されている場合は当該者を喀痰吸引等研修（ 第二

号）修了者が配置されているものとみなす。また、当該事業所に

おいて強度行動障害支援者養成研修（ 実践研修）修了者又は行動

援護従業者養成研修修了者を配置し、かつ、利用者の中に行動障

害を有する者がいる場合は、当該利用者に係る支援計画シート等

を作成すること。

ただし、平成27年４月1日から平成30年３月31日までの間

においては、実践研修修了者が配置されていない場合であって

も、サービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上に強度行

動障害支援者養成研修（ 実践研修）、行動援護従業者養成研修、

喀痰吸引等研修（ 第一号）又は喀痰吸引等研修（ 第二号）のいず

れかを年度内に受講させる計画を作成し、都道府県知事に届け出

ている場合は、当該届出を行った年度のうち当該届出を行った月

以降について、この要件を満たすものとする。

ウ 指定共同生活援助事業所に配置されている生活支援員のうち

20％以上が、強度行動障害支援者養成研修（ 基礎研修） 修了者、
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行動障害支援者養成研修（ 基礎研修） 修了者、重度訪問介護従業

者養成研修行動障害支援課程修了者、行動援護従業者養成研修修

了者又は喀痰吸引等研修（ 第三号） 修了者（ 以下この⑩ において
「 基礎研修修了者」 という。） であること。その際、喀痰吸引等

研修（ 第一号） 修了者又は喀痰吸引等研修（ 第二号） 修了者が配

置されている場合は当該者を痰吸引等研修（ 第三号） 修了者が配

置されているものとみなす。

ただし、基礎研修修了者が20％以上配置されていない場合でも、

平成31年３月31日までの間においては、生活支援員のうち10％以

上が基礎研修修了者であって、かつ、生活支援員のうち他の10％

以上に基礎研修等のいずれかを年度内に受講させる計画を作成

し、都道府県知事に届け出ていること。

重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者、行動援護

従業者養成研修修了者又は喀痰吸引等研修（ 第三号）修了者（ 以

下この⑦ において「 基礎研修修了者」 という。） であること。そ
の際、喀痰吸引等研修（ 第一号）修了者又は喀痰吸引等研修（ 第

二号） 修了者が配置されている場合は当該者を喀痰吸引等研修

（ 第三号） 修了者が配置されているものとみなす。

ただし、次に該当する場合については、基礎研修修了者が20％

以上配置されていない場合でも、この要件を満たすものとする。

（ ア） 平成27年４月1日から平成28年３月31日までの間におい

ては、生活支援員のうち 10％以上に強度行動障害支援者養成

研修（ 基礎研修）、重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援

課程、行動援護従業者養成研修、喀痰吸引等研修（ 第一号）、

喀痰吸引等研修（ 第二号） 又は喀痰吸引等研修（ 第三号）（ 以

⑦下この において「 基礎研修等」 という。） のいずれかを年度

内に受講させる計画を作成し、都道府県知事に届け出ている

こと。

（ イ） 平成28年４月1日から平成29年３月31日までの間におい

ては、生活支援員のうち 20％以上に基礎研修等のいずれかを

年度内に受講させる計画を作成し、都道府県知事に届け出てい

ること。

（ ウ） 平成29年４月1日から平成30年３月31日までの間におい

ては、生活支援員のうち10％以上が基礎研修修了者であって、

かつ、生活支援員のうち他の 10％以上に基礎研修等のいずれ

かを年度内に受講させる計画を作成し、都道府県知事に届け出
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エ （ 略）

⑪ 日中支援加算の取扱いについて

（ 一） （ 略）

ていること。

エ 上記イ及びウにおけるサービス管理責任者及び生活支援員の

数は、常勤換算方法ではなく 、当該事業所においてサービス管理

責任者又は生活支援員として従事する従業者の実人数で算出し、

例えば、世話人と生活支援員を兼務している者についても生活支

援員の数に含めること。

（ 例） 指定共同生活援助事業所に生活支援員として従事する従業者

の人数が13名の場合

・ 上記ウ（ ア）の場合

13名×10％＝1. 3名 よって、2名以上について研修を受講

させる計画を定める。

⑧ 日中支援加算の取扱い

（ 一） 報酬告示第15の１の７のイの日中支援加算（ Ⅰ）については、

指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生

活援助事業所が、高齢又は重度の障害者（ 65歳以上又は障害支

援区分４以上の障害者をいう。） であって日中を共同生活住居

の外で過ごすことが困難であると認められる利用者に対して、

共同生活援助計画又は外部サービス利用型共同生活援助計画

に位置付けた上で、日中に支援を行った場合に、日中支援対象

利用者の数に応じて、算定する。

ア 日中支援従事者の配置

(ア) 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共

同生活援助事業所は、当該利用者に対して日中に支援を行

う場合には、当該支援の内容について、当該利用者のサー
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ビス等利用計画と整合性を図った上で、共同生活援助計画

又は外部サービス利用型共同生活援助計画に位置付ける

とともに、指定障害福祉サービス基準に規定する生活支援

員又は世話人の員数に加えて、日中に支援を行う日中支援

従事者を加配しなければならないものであること。なお、

この場合の日中の支援に係る生活支援員又は世話人の勤

務時間については、指定障害福祉サービス基準に規定する

生活支援員又は世話人の員数を算定する際の勤務時間に

は含めてならないものであること。

(イ) 日中支援従事者は、当該指定共同生活援助事業所又は外

部サービス利用型指定共同生活援助事業所に従事する世

話人又は生活支援員以外の者であって、日中の支援を委託

されたものであっても差し支えないものとする。

ただし、別途報酬等（ 報酬告示第15の1の5のロの日

中支援加算（Ⅱ） を除く 。） により評価される職務に従事す

る者に委託する場合は、この加算は算定できないものであ

ること。

イ 加算の算定方法

加算の算定は、指定共同生活援助事業所又は外部サービス

利用型指定共同生活援助事業所ごとに、日中に支援を行う日

中支援対象利用者の数に応じ、加算額を算定する。この場合

の日中支援対象利用者数には、報酬告示第15の1の5のロの

日中支援加算（Ⅱ）の日中支援対象利用者の数を含めること。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又



262 

改 正 後 現 行

（ 二） 報酬告示第15の１の７のロの日中支援加算（ Ⅱ）については、

指定共同生活援助等と併せて支給決定されている日中活動サー

ビスを利用することとなっている日に当該サービスを利用する

ことができないとき、サービス等利用計画又は共同生活援助計

画、日中サービス支援型共同生活援助計画若しくは外部サービ

ス利用型共同生活援助計画（ 以下「 共同生活援助計画等」 とい

う。） に位置付けて計画的に地域活動支援センター、介護保険

法に規定する通所介護、通所リハビリテーション、介護予防・

日常生活支援総合事業のうち従前の介護予防通所介護に相当す

るもの若しくは介護予防通所リハビリテーション、精神科ショ

ート・ ケア、精神科デイ・ ケア若しくは精神科デイ・ ナイト・

ケアを利用している者が利用することとなっている日に利用す

ることができないとき又は就労している利用者が出勤予定日に

出勤できないときに、当該利用者に対し、日中に介護等の支援

を行った場合であって、当該支援を行った日数の合計が１月に

つき２日を超える場合、３日目以降について算定する。

ア 日中支援従事者の配置

(ア) 指定共同生活援助事業所等は、当該利用者に対して日中

は第２項の適用を受ける利用者については、この加算を算定

することができない。

また、指定共同生活援助事業所の利用者にあっては、日曜

日、土曜日又は国民の祝日に関する法律（ 昭和 23 年法律第

178 号） に規定する休日に支援を行った場合については、こ

の加算を算定することができない。

（ 二） 報酬告示第15の１の７のロの日中支援加算（ Ⅱ）については、

指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助と

併せて支給決定されている日中活動サービスを利用することと

なっている日に当該サービスを利用することができないとき、

サービス等利用計画若しくは共同生活援助計画若しくは外部サ

ービス利用型共同生活援助計画に位置付けて計画的に地域活動

支援センター、介護保険法に規定する通所介護、通所リハビリ

テーション、介護予防・ 日常生活支援総合事業のうち従前の介

護予防通所介護に相当するもの若しくは介護予防通所リハビリ

テーション、精神科ショート ・ ケア、精神科デイ・ ケア若しく

は精神科デイ・ ナイト ・ ケアを利用している者が利用すること

となっている日に利用することができないとき又は就労してい

る利用者が出勤予定日に出勤できないときに、当該利用者に対

し、日中に介護等の支援を行った場合であって、当該支援を行

った日数の合計が１月につき２日を超える場合、３日目以降に

ついて算定する。

ア 日中支援従事者の配置

(ア) 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定
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に支援を行う場合には、日中活動サービス事業所等との十

分な連携を図り、当該支援の内容について日中活動サービ

ス等との整合性を図った上、共同生活援助計画等に位置付

けるとともに、指定障害福祉サービス基準に規定する生活

支援員又は世話人の員数に加えて、当該利用者の支援のた

めに必要と認められる数の生活支援員又は世話人を加配し

なければならないものであること。

なお、この場合の日中の支援に係る生活支援員又は世話

人の勤務時間については、指定障害福祉サービス基準に規

定する生活支援員又は世話人の員数を算定する際の勤務時

間には含めてはならないものであること。

ただし、日中サービス支援型指定共同生活事業所におい

ては、指定障害福祉サービス基準第213条の４に規定する人

員を確保する場合には、加算の算定に当たって生活支援員

又は世話人の加配を要しないこととする。

(イ) 日中支援従事者は、当該指定共同生活援助事業所等に従事

する世話人又は生活支援員以外の者であって日中の支援を

委託されたものであっても差し支えないものとする。

ただし、別途報酬等（ 報酬告示第15の１の５のイの日中

支援加算（ Ⅰ）を除く 。）により評価される職務に従事する者

に委託する場合は、この加算は算定できないものであるこ

と。

イ 加算の算定方法

共同生活援助事業所は、当該利用者に対して日中に支援を

行う場合には、日中活動サービス事業所等との十分な連携

を図り、当該支援の内容について日中活動サービス等との

整合性を図った上、共同生活援助計画又は外部サービス利

用型共同生活援助計画に位置付けるとともに、指定障害福

祉サービス基準に規定する生活支援員又は世話人の員数に

加えて、当該利用者の支援のために必要と認められる数の

生活支援員又は世話人を加配しなければならないものであ

ること。

なお、この場合の日中の支援に係る生活支援員又は世話

人の勤務時間については、指定障害福祉サービス基準に規

定する生活支援員又は世話人の員数を算定する際の勤務時

間には含めてはならないものであること。

(イ) 日中支援従事者は、当該指定共同生活援助事業所又は外

部サービス利用型指定共同生活援助事業所に従事する世

話人又は生活支援員以外の者であって日中の支援を委託

されたものであっても差し支えないものとする。

ただし、別途報酬等（ 報酬告示第15の1の5のイの日中

支援加算（ Ⅰ）を除く 。）により評価される職務に従事する者

に委託する場合は、この加算は算定できないものであるこ

と。

イ 加算の算定方法
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加算の算定は、指定共同生活援助事業所等ごとに、日中に支

援を行う日中支援対象利用者の数に応じ、加算額を算定する。

この場合の日中支援対象利用者の数には、報酬告示第15の1

の5のイの日中支援加算（Ⅰ）の日中支援対象利用者の数を含め

ること。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又

は第２項の適用を受ける利用者については、この加算を算定

することができない。

⑫ 自立生活支援加算の取扱いについて

報酬告示第15の２の自立生活支援加算については、療養介護サ

ービス費の「 地域移行加算」と同趣旨であるため、２の（ ５） ③の を

参照されたい。

ただし、退居して他の指定共同生活援助等を行う住居に入居す

る場合については、この加算を算定できない。

⑬ 入院時支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第15の３の入院時支援特別加算については、３の（ ２）

の⑫の規定を準用する。
なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ） 、日中サービス支援型共同生

活援助サービス費（ Ⅳ） 、報酬告示第15の１の２の注９に定める日中

サービス支援型共同生活援助サービス費又は外部サービス利用型

指定共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、

病院又は入所施設に入院又は入所している者については、この加

算を算定できない。

加算の算定は、指定共同生活援助事業所又は外部サービス

利用型指定共同生活援助事業所ごとに、日中に支援を行う日

中支援対象利用者の数に応じ、加算額を算定する。この場合

の日中支援対象利用者の数には、報酬告示第15の1の5のイ

の日中支援加算（ Ⅰ）の日中支援対象利用者の数を含めること。

なお、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又

は第２項の適用を受ける利用者については、この加算を算定

することができない。

⑨ 自立生活支援加算の取扱い

報酬告示第15の２の自立生活支援加算については、療養介護サ

ービス費の「 地域移行加算」と同趣旨であるため、２の（ ５） ③の を

参照されたい。

ただし、退居して他の指定共同生活援助又は外部サービス利用

型指定共同生活援助を行う住居に入居する場合については、この

加算を算定できない。

⑩ 入院時支援特別加算の取扱い

報酬告示第15の３の入院時支援特別加算については、３の（ ２）

の⑪の規定を準用する。
なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ）又は外部サービス利用型指定

共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、病院

又は入所施設に入院又は入所している者については、この加算を

算定できない。
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⑭ 長期入院時支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第15の３の２の長期入院時支援特別加算については、

３の（ ２）の⑬の規定を準用する。
指定共同生活援助事業所はイの加算額を、日中サービス支援型

指定共同生活援助事業所はロの加算額を、外部サービス利用型指

定共同生活援助事業所はハの加算額を算定するものとする。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ） 、日中サービス支援型共同生

活援助サービス費（ Ⅳ） 、報酬告示第15の１の２の注９に定める日中

サービス支援型共同生活援助サービス費又は外部サービス利用型

指定共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、

病院又は入所施設に入院又は入所している者については、この加

算を算定できない。

⑮ 帰宅時支援加算の取扱いについて

報酬告示第15の４の帰宅時支援加算については、３の（ ２）の⑭の
規定を準用する。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ） 、日中サービス支援型共同生

活援助サービス費（ Ⅳ） 、報酬告示第15の１の２の注９に定める日中

サービス支援型共同生活援助サービス費又は外部サービス利用型

指定共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、

病院又は入所施設に入院又は入所している者については、この加

算を算定できない。

⑯ 長期帰宅時支援加算の取扱いについて

報酬告示第15の５の長期帰宅時支援加算については、３の（ ２）

の⑮の規定を準用する。

⑪ 長期入院時支援特別加算の取扱い

報酬告示第15の３の２の長期入院時支援特別加算については、

３の（ ２）の⑫の規定を準用する。
指定共同生活援助事業所はイの加算額を、外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所はロの加算額を算定するものとする。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ）又は外部サービス利用型指定

共同生活援助サービス費（Ⅴ）を算定している利用者であって、病院

又は入所施設に入院又は入所している者については、この加算を

算定できない。

⑫ 帰宅時支援加算の取扱い

報酬告示第15の４の帰宅時支援加算については、３の（ ２）の⑬
の規定を準用する。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ）又は外部サービス利用型指定

共同生活援助サービス費（Ⅴ）を算定している利用者であって、病院

又は入所施設に入院又は入所している者については、この加算を

算定できない。

⑬ 長期帰宅時支援加算の取扱い

報酬告示第15の５の長期帰宅時支援加算については、３の（ ２）

の⑭の規定を準用する。
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指定共同生活援助事業所はイの加算額を、日中サービス支援型

指定共同生活援助事業所はロの加算額を、外部サービス利用型指

定共同生活援助事業所はハの加算額を算定するものとする。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ） 、日中サービス支援型共同生

活援助サービス費（ Ⅳ） 、報酬告示第15の１の２の注９に定める日中

サービス支援型共同生活援助サービス費又は外部サービス利用型

指定共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、

病院又は入所施設に入院又は入所している者については、この加

算を算定できない。

⑰ 地域生活移行個別支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第15の６の地域生活移行個別支援特別加算について

は、３の（ ２）の⑰の規定を準用する。
⑱ 精神障害者地域移行特別加算の取扱いについて

報酬告示第15の６の２の精神障害者地域移行特別加算について

は、３の（ ２） ⑱の の規定を準用する。

⑲ 強度行動障害者地域移行特別加算の取扱いについて

報酬告示第15の６の３の強度行動障害者地域移行特別加算につ

いては、３の（ ２） ⑲の の規定を準用する。

⑳ 医療連携体制加算の取扱いについて

報酬告示第15の７の医療連携体制加算（ Ⅰ）から（ Ⅳ）までについて

は、２の（ ７）の⑮の規定を準用する。
報酬告示第15の７の医療連携体制加算（Ⅴ）については、環境の

変化に影響を受けやすい障害者が、可能な限り継続して指定共同

生活援助事業所等で生活を継続できるように、日常的な健康管理

指定共同生活援助事業所はイの加算額を、外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所はロの加算額を算定するものとする。

なお、共同生活援助サービス費（ Ⅳ）又は外部サービス利用型指定

共同生活援助サービス費（ Ⅴ）を算定している利用者であって、病院

又は入所施設に入院又は入所している者については、この加算を

算定できない。

⑭ 地域生活移行個別支援特別加算の取扱い

報酬告示第15の６の地域生活移行個別支援特別加算について

は、３の（ ２）の⑯の規定を準用する。
（ 新設）

（ 新設）

⑮ 医療連携体制加算の取扱い

報酬告示第15の７の医療連携体制加算（ Ⅰ）から（ Ⅳ）までについて

は、２の（ ７）の⑧の規定を準用する。
報酬告示第15の７の医療連携体制加算（Ⅴ）については、環境の

変化に影響を受けやすい障害者が、可能な限り継続して指定共同

生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所
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を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれ

る等の体制を整備している事業所を評価するものである。

したがって、

（ 一） 利用者の状態の判断や、指定共同生活援助事業所等の従業者

に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要である

ことから、看護師配置を要することとしており、准看護師では

この加算は認められない。

（ 二） 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看

護師を活用する場合は、当該指定共同生活援助事業所等の職員

と他の事業所の職員を併任する職員として配置することも可

能である。

（ 三） 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサー

ビスとしては、

・ 利用者に対する日常的な健康管理

・ 通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（ 主

治医） との連絡・ 調整

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間

を確保することが必要である。

なお、医療連携体制加算の算定要件である「 重度化した場合

における対応に係る指針」 に盛り込むべき項目としては、例え

① ②ば、 急性期における医師や医療機関との連携体制、 入院期

間中における指定共同生活援助等における家賃や食材料費の

で生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療

ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備

している事業所を評価するものである。

したがって、

（ 一） 利用者の状態の判断や、指定共同生活援助事業所又は外部サ

ービス利用型指定共同生活援助事業所の従業者に対し医療面

からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、看

護師配置を要することとしており、准看護師ではこの加算は認

められない。

（ 二） 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する

看護師を活用する場合は、当該指定共同生活援助事業所又は外

部サービス利用型指定共同生活援助事業所の職員と他の事業

所の職員を併任する職員として配置することも可能である。

（ 三） 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサー

ビスとしては、

・ 利用者に対する日常的な健康管理

・ 通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（ 主

治医） との連絡・ 調整

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間

を確保することが必要である。

なお、医療連携体制加算の算定要件である「 重度化した場合

における対応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例え

① ②ば、 急性期における医師や医療機関との連携体制、 入院期

間中における指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定
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取扱いなどが考えられる。

㉑ 通勤者生活支援加算の取扱いについて

報酬告示第15の８の通勤者生活支援加算については、３の（ ２）

の⑪の規定を準用する。
㉒ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて

報酬告示第15の９及び10の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の㉑の規定

を準用する。

第三地域相談支援報酬告示に関する事項

１．指定地域移行支援

（ １） 地域移行支援サービス費について

① 地域移行支援サービス費の区分について

（ 一） 地域移行支援サービス費（ Ⅰ）については、専門職を配置し、

関係機関と日常的な連携を図り、地域移行の実績を上げている

事業所を評価するものであり、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要

する費用の額の算定に関する基準（ 平成24年厚生労働省告示第

124号）の規定に基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援に要する費

用の額の算定に関する基準に基づき厚生労働大臣が定める基準

(平成30年厚生労働省告示第114号)に適合して いるものとして

共同生活援助における家賃や食材料費の取扱いなどが考えら

れる。

⑯ 通勤者生活支援加算の取扱い

報酬告示第15の８の通勤者生活支援加算については、３の（ ２）

の⑩の規定を準用する。
⑰ 福祉・ 介護職員処遇改善加算及び福祉・ 介護職員処遇改善特別

加算の取扱い

報酬告示第15の９及び10の福祉・ 介護職員処遇改善加算及び

福祉・介護職員処遇改善特別加算については、２の（ １）の⑲の規定
を準用する。

第三 地域相談支援報酬告示に関する事項

１．指定地域移行支援

（ 新設）
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都道府県知事に届け出た指定地域移行支援事業所において、指

定地域移行支援を行った場合に算定する。なお、当該事業所の

具体的な要件は以下のとおりである。

ア 社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者又は

「 精神障害関係従事者養成研修事業について（ 平成26年３月

31日付け障発0331第５号厚生労働省社会・ 援護局障害保健福

祉部長通知）別添２の３の（ ２）のイに規定する精神障害者地域

移行・ 地域定着支援関係者研修の修了者である相談支援専門

員を１人以上配置していること。

イ 当該事業所において、指定地域移行支援を利用した地域相

談支援給付決定障害者のうち、前年度に、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地

域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（ 平成24年厚

生労働省令第27号。以下「 地域相談支援基準」 という。） 第

１条第１項第２号から第４号までに規定する施設（ 以下「 対

象施設」 という。） を退院、退所等し、地域生活に移行した

者が１人以上であること。

ウ 対象施設と緊密な連携を図り、地域相談支援給付決定障害

者の退院、退所等に向けた会議への参加や地域移行に向けた

障害福祉サービスの説明、事業所の紹介、地域移行など同様

の経験のある障害当事者（ ピアサポーター等） による意欲喚

起のための活動等を、いずれかの対象施設に対し、概ね月１

回以上行っていること。

（ 二） 地域移行支援サービス費（ Ⅱ）については、（ 一） に規定する要件
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を満たさない指定地域移行支援事業所において、指定地域移行

支援を行った場合に算定する。

② 指定地域移行支援に係る報酬の算定について

指定地域移行支援の提供に当たっては、地域相談支援基準又は地

域相談支援報酬告示に定める以下の基準のいずれかを満たさない

場合には、所定単位数を算定しないものとする。

（ 一） 地域移行支援計画の作成（ 地域相談支援基準第20条）

（ 二） 利用者への対面による支援を１月に２日以上行わない場合

（ 地域相談支援報酬告示第１の１の注２）

（ ２） 特別地域加算の取扱いについて

地域相談支援報酬告示第１の１の注３の特別地域加算については、

第二の２の（ １）の⑯の規定を準用する。
（ ３） 初回加算の取扱いについて

（ 略）

（ １） 指定地域移行支援に係る報酬の算定について

指定地域移行支援の提供に当たっては、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準（ 平成24年厚生労働省令第27号。

以下「 地域相談支援基準」 という。） 又は地域相談支援報酬告示に

定める以下の基準のいずれかを満たさない場合には、所定単位数を

算定しないものとする。

① 地域移行支援計画の作成（ 地域相談支援基準第20条）

② 利用者への対面による支援を１月に２日以上行わない場合（ 地

域相談支援報酬告示第１の１の注２）

（ ２） 特別地域加算の取扱い

地域相談支援報酬告示第１の１の注３の特別地域加算について

は、第二の２の（ １）の⑭の規定を準用する。
（ ３） 初回加算の取扱い

地域相談支援報酬告示第１の１の２の初回加算については、サー

ビスの利用の初期段階においては、病院や施設等を訪問し、地域相

談支援給付決定障害者の生活状況の把握等を行うなど、特にアセス

メント等に時間を要することから、サービスの利用開始月において

算定できるものであること。

ただし、初回加算を算定した後、引き続き当該病院や施設等に入

院、入所等している間に地域移行支援の給付決定が更新された場合

や他の病院や施設等に転院、転所等して引き続き地域移行支援を利
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（ ４） 集中支援加算の取扱いについて

（ 略）

（ ５） 退院・ 退所月加算の取扱いについて

（ 略）

用する場合は、再度初回加算を算定することはできず、また、初回

加算を算定した後に病院や施設等を退院、退所等し、その後、再度

病院や施設等に入院、入所等する場合は、当該退院、退所等した日

から再度入院、入所等した日までの間が３月間以上経過している場

合に限り再度初回加算を算定できる。ただし、指定地域移行支援事

業者が変更となる場合はこの限りでない。

（ ４） 集中支援加算の取扱い

地域相談支援報酬告示第１の２の集中支援加算については、退

院・ 退所月加算が算定される月以外において、対面による支援を月

６日以上実施した場合に算定できるものであること。

（ ５） 退院・ 退所月加算の取扱い

① 地域相談支援報酬告示第１の３の退院・退所月加算については、

退院、退所等をする月において、地域生活への移行に向けた各種

の支援を集中的に実施できるよう加算するものであるため、当該

加算が算定される月においては、利用者との対面による支援を少

なく とも２日以上行うこと等が算定に当たっての要件となること

に留意すること。

また、退院、退所等をする日が翌月の初日等の場合においては、

退院、退所等をする月の前月において支援が行われることとなる

ため、当該場合であって退院、退所等をすることが確実に見込ま

れる場合については、退院、退所等をする月の前月において算定

できるものであること。

この場合において、結果として翌月に当該者が退院又は退所し

なかったときは、当該加算額を返還させるものとする。
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（ ６） 障害福祉サービスの体験利用加算の取扱いについて

① 地域相談支援報酬告示第１の４の障害福祉サービスの体験利用

加算については、障害福祉サービスの利用を希望している者に対

し、地域において障害福祉サービスを利用するに当たっての課題、

目標、体験期間及び留意事項等を地域移行支援計画に位置付けて、

障害福祉サービスの体験的な利用支援を行った場合に、利用日数に

応じ、算定できるものであること。

また、利用者に対して、委託先の指定障害福祉サービス事業者か

ら障害福祉サービスの体験的な利用に係る一定の支援がなされる

場合に、算定できるものであること。

② （ 略）

③ 地域生活支援拠点等としての機能を担うものとして、都道府県知

事に届け出た指定地域移行支援事業所の場合、イ又はロに定める単

なお、その後の支援の結果、当該者が退院、退所等をした場合

は、退院・ 退所月加算を算定して差し支えない。

② 退院・退所月加算については、次の（ 一）から（ 三） までのいずれか

に該当する場合には、算定できないものであること。

（ 一） 退院、退所等をして病院又は診療所へ入院する場合

（ 二） 退院、退所等をして他の社会福祉施設等へ入所する場合

（ 三） 死亡による退院、退所等の場合

（ ６） 障害福祉サービスの体験利用加算の取扱い

① 地域相談支援報酬告示第１の４の障害福祉サービスの体験利用

加算については、障害福祉サービスの利用を希望している者に対

し、地域において障害福祉サービスを利用するに当たっての課題、

目標、体験期間及び留意事項等を地域移行支援計画に位置付けて、

障害福祉サービスの体験的な利用支援を行った場合に算定できる

ものであること。

また、利用者に対して、委託先の指定障害福祉サービス事業者

から障害福祉サービスの体験的な利用に係る一定の支援がなされ

る場合に、算定できるものであること。

② 障害福祉サービスの体験利用加算については、15日を限度とし

て算定できるものであること。

なお、当該者に対する地域移行支援の給付決定が更新された場

合においては、当該更新後から再度15日を限度として算定できる

ことに留意すること。

（ 新設）
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位数に、さらに50単位を加算するものとする。

（ ７） 体験宿泊加算の取扱いについて

① （ 略）

② 共同生活援助サービス費、日中サービス支援型共同生活援助サー

ビス費及び外部サービス利用型共同生活援助サービス費に係る体

験的な入居については、共同生活援助に係る共同生活住居への入居

を希望している者に対する体験的な利用であり、支援の目的が異な

るものであるため、利用者に対して各制度の支援の目的を説明し、

利用者の意向を確認すること。

③ （ 略）

（ ７） 体験宿泊加算の取扱い

① 地域相談支援報酬告示第１の５の体験宿泊加算については、単

身での生活を希望している者に対し、単身での生活に向けた課題、

目標、体験期間及び留意事項等を地域移行支援計画に位置付けて、

体験的な宿泊支援を行った場合に算定できるものであること。

なお、家族等との同居を希望している者に対しては、当該支援

を行うことが有効であると認められる場合には、算定して差し支

えない。ただし、家族等が生活する場所において体験的に宿泊を

行う場合を除く 。

また、体験的な宿泊支援については、指定障害福祉サービス事

業者に委託できるが、当該委託による場合であっても、指定地域

移行支援事業者が、委託先の指定障害福祉サービス事業者と緊急

時の対応等のための常時の連絡体制を確保して行うこと。

② 共同生活援助サービス費及び外部サービス利用型共同生活援助

サービス費に係る体験的な入居については、共同生活援助に係る

共同生活住居への入居を希望している者に対する体験的な利用で

あり、支援の目的が異なるものであるため、利用者に対して各制

度の支援の目的を説明し、利用者の意向を確認すること。

③ 体験宿泊加算の日数については、利用開始日及び終了日の両方

を算定できるものであること。

なお、体験宿泊加算（Ⅰ）については、利用者が、地域相談支援基

準第23条第１項に規定する要件を満たす場所（ 以下「 体験宿泊場
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④ （ 略）

⑤ （ 略）

⑥ （ 略）

⑦ 地域生活支援拠点等としての機能を担うものとして、都道府県知

事に届け出た指定地域移行支援事業所の場合、イ又はロに定める単

所」 という。） において、地域での居宅生活を体験するための宿

泊によらない一時的な滞在に係る支援を行う場合についても算定

して差し支えない。

④ 施設入所者の体験的な宿泊については、施設入所支援の外泊に

位置付けられるものとし、入院・ 外泊時加算の算定が可能なもの

であるが、体験的な宿泊支援の開始日及び終了日については、施

設入所支援サービス費を併せて算定できるものであること。

⑤ 体験宿泊加算（ Ⅱ）については、体験的な宿泊支援を利用する者の

状況に応じて、夜間及び深夜の時間帯を通じて見守り等の支援が

必要な場合であって、当該体験宿泊場所に夜間支援従事者を配置

又は少なく とも一晩につき複数回以上、当該体験宿泊場所への巡

回による支援を行った場合に算定できるものであること。

なお、夜間支援従事者は、別途、指定居宅介護事業者等に夜間

における支援のみを委託する場合であっても差し支えない。

夜間支援従事者は、利用者の状況に応じて見守り等の支援を行

うほか、指定地域移行支援事業者との密接な連携の下、緊急時の

対応等を適切に行うこと。

⑥ 体験宿泊加算については、15日を限度として算定できるもので

あること。

なお、当該者に対する地域移行支援の給付決定が更新された場

合においては、当該更新後から再度15日を限度として算定できる

ことに留意すること。

（ 新設）
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位数に、さらに50単位を加算するものとする。

２．指定地域定着支援

（ １） （ 略）

（ ２） 緊急時支援費の取扱いについて

① 緊急時支援費に係る利用者の障害の特性に起因して生じうる緊

急時の対応については、あらかじめ利用者又はその家族等との話合

いにより申し合わせておく こと。

② 地域相談支援報酬告示第２のロの（ １）の緊急時支援費（Ⅰ）について

は、緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はそ

の家族等からの要請に基づき、速やかに訪問又は一時的な滞在によ

る支援を行った場合に算定できるものであること。

③ 地域相談支援報酬告示第２のロの（ ２）の緊急時支援費（ Ⅱ）について

は、緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はそ

の家族等からの要請に基づき、深夜(午後10時から午前６時までの

時間をいう。 )に電話による相談援助を行った場合に算定できるも

のであること。

２．指定地域定着支援

（ １） 指定地域定着支援に係る報酬の算定について

指定地域定着支援の提供に当たっては、地域相談支援基準に定め

る以下の基準のいずれかを満たさない場合には、所定単位数を算定

しないものとする。

① 地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たっての利用

者との面接等（ 第42条第３項）

② 適宜の利用者の居宅への訪問等による状況把握（ 第43条第２

項）

（ ２） 緊急時支援費の取扱い

（ 新設）

① 地域相談支援報酬告示第２のロの緊急時支援費については、利

用者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに訪問又は一時

的な滞在による支援を行った場合に算定できるものであること。

（ 新設）
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ただし、緊急時支援費（ Ⅰ）を算定する場合は、当該緊急時支援費

は算定できないこと。

④ （ 略）

⑤ （ 略）

⑥ 一時的な滞在による支援は、短期入所サービスの支給決定を受け

ている障害者の場合であっても、身近な地域の短期入所事業所が満

床である等やむを得ない場合においては、算定できるものであるこ

と。

（ ３） 特別地域加算の取扱い

地域相談支援報酬告示第２の注４の特別地域加算については、第

二の２の（ １）の⑯の規定を準用する。

第四 （ 略）

１．計画相談支援費の算定について

（ １） 基本的な取扱いについて

② 緊急時支援を行った場合は、地域相談支援基準第45条において

準用する第15条に基づき、要請のあった時間、要請の内容、当該

支援の提供時刻及び緊急時支援の算定対象である旨等を記録する

ものとする。

③ 一時的な滞在による支援は、宿泊によらない一時的な滞在によ

る場合についても算定できるものであること。

また、一時的な滞在による支援は、宿泊日及び退所日の両方を

算定できるものであること。

④ 一時的な滞在による支援は、短期入所サービスの支給決定を受け

ている障害者の場合であっても、身近な地域の短期入所事業所が

満床である等やむを得ない場合においては、算定できるものであ

ること。

（ ３） 特別地域加算の取扱い

地域相談支援報酬告示第２の注４の特別地域加算については、第

二の２の（ １）の⑭の規定を準用する。

第四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定計画相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表計画

相談支援給付費単位数表（ 平成24年厚生労働省告示第125号。以下「 計

画相談支援報酬告示」 という。） に関する事項

１．計画相談支援費の算定について

（ １） 基本的な取扱い
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（ 略）

① 指定サービス利用支援

（ 一） （ 略）

（ 二） サービス等利用計画案の利用者又はその家族への説明並び

に利用者又は障害児の保護者の文書による同意（ 同項第９号及

び第12号）

（ 三） サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又

は障害児の保護者及び担当者への交付（ 同項第10号及び第13

号）

（ 四） サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専

門的な意見の聴取（ 同項第11号）

② 指定継続サービス利用支援

（ 一） （ 略）

（ 二） ①サービス等利用計画の変更についての の（ 一）から（ 四） まで

に準じた手続の実施（ 同条第３項第３号により準用する同条第

２項第６号、第11号から第13号まで）

（ ２） 取扱件数の取扱いについて

指定計画相談支援の提供に当たっては、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準（ 平成24年厚生労働省令第28号。

以下「 計画相談支援基準」 という。） に定める以下の基準のいずれ

かを満たさない場合には、所定単位数を算定しないものとする。

① 指定サービス利用支援

（ 一） サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係

る利用者の居宅等への訪問による利用者及びその家族への面

接等（ 第15条第２項第６号）

（ 二） サービス等利用計画案の利用者又はその家族への説明並び

に利用者又は障害児の保護者の文書による同意（ 同項第８号及

び第11号）

（ 三） サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又

は障害児の保護者及び担当者への交付（ 同項第９号及び第12

号）

（ 四） サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専

門的な意見の聴取（ 同項第10号）

② 指定継続サービス利用支援

（ 一） 利用者の居宅等への訪問による利用者又は障害児の保護者

への面接等（ 同条第３項第２号）

（ 二） ①サービス等利用計画の変更についての の（ 一）から（ 四） まで

に準じた手続の実施（ 同条第３項第３号により準用する同条第

２項第６号、第10号から第12号まで）

（ 新設）
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基本単位のサービス利用支援費（ Ⅰ）又は（ Ⅱ）及び継続サービス利用

支援費（ Ⅰ）又は（ Ⅱ）を区分するための取扱件数については、１月の当

該指定特定相談支援事業所全体の計画相談支援対象障害者等の数の

前６月の平均値（ 以下「 計画相談支援対象障害者等の平均数」 とい

う。） を、当該指定特定相談支援事業所の相談支援専門員の員数の

前６月の平均値（ 以下「 相談支援専門員の平均員数」 という。） で

除して得た数とする。

なお、当該指定特定相談支援事業所が指定障害児相談支援事業所

も一体的に運営している場合は、指定障害児支援利用援助又は指定

継続障害児支援利用援助を提供した障害児相談支援対象保護者の数

も取扱件数に含むものとする。

上記方法により算定した取扱件数が40件以上の場合は、40件以上

に相当する件数に相談支援専門員の平均員数を乗じた件数（ 小数点

以下の端数は切り捨てる。） が、算定月におけるサービス利用支援

費（Ⅱ）又は継続サービス利用支援費（Ⅱ）を適用する件数となる。

（ ３） サービス利用支援費及び継続サービス利用支援費の割り当てにつ

いて

サービス利用支援費（Ⅰ）又は（ Ⅱ）及び継続サービス利用支援費（Ⅰ）又

は（ Ⅱ）の利用者ごとの割り当てに当たっては、利用者の契約日が新し

いものから順に、40件目（ 相談支援専門員の平均員数が１を超える

場合にあっては、40に相談支援専門員の平均員数を乗じた件数（ 小

数点以下の端数は切り捨てる。） ） 以降の件数分について、サービ

ス利用支援費（Ⅱ）又は継続サービス利用支援費（Ⅱ）を割り当て、それ

以外の利用者について、サービス利用支援費（ Ⅰ）又は継続サービス利

（ 新設）
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用支援費（ Ⅰ）を割り当てること。

なお、当該指定特定相談支援事業所が指定障害児相談支援事業所も

一体的に運営している場合は、指定特定相談支援事業所における利

用者の契約日が新しいものから順に割り当て、その後に指定障害児

相談支援事業所の利用者の契約日が新しいものから順に割り当てる

こと。

（ 4） サービス利用支援費及び継続サービス利用支援費にかかる経過措置

について（ 経過的サービス利用支援費及び経過的継続サービス利用支

援費について）

平成30年４月1日から平成31年３月31日までの間に、療養介護、

重度障害者等包括支援、施設入所支援、就労定着支援、自立生活援助

及び日中サービス支援型指定共同生活援助以外の障害福祉サービス又

は地域相談支援を利用する者に対してサービス利用支援又は継続サー

ビス利用支援を実施した場合は、サービス利用支援費(Ⅰ)は1, 611単

位、サービス利用支援費(Ⅱ)は806単位、継続サービス利用支援費(Ⅰ)

は1, 310単位、継続サービス利用支援費(Ⅱ)は655単位（ 以下「 旧単

価」 という。） を適用するものとし、この場合においては、初回加算

は算定できないものとする。なお、旧単価を適用するサービスと改正

後の単価を適用するサービスを併せて利用する者に係るサービス利用

支援費又は継続サービス利用支援費については、改正後の単価を算定

するものとする。

（ 5） 継続サービス利用支援費の算定月の取扱いについて

継続サービス利用支援費については、法第５条第23項に規定する

厚生労働省令で定める期間を踏まえ、市町村が障害者の心身の状況等

（ 新設）

（ ２） 継続サービス利用支援費の算定月の取扱い

継続サービス利用支援費については、法第５条第21項に規定する

厚生労働省令で定める期間を踏まえ、市町村が障害者の心身の状況
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を勘案して柔軟かつ適切に設定する期間ごとに指定継続サービス利用

支援を実施する場合に算定するが、対象者が不在である等により当該

期間ごとに設定された指定継続サービス利用支援の実施予定月の翌月

となった場合であって、市町村がやむを得ないと認めるときは、当該

翌月においても継続サービス利用支援費を算定できること。

（ 6） 障害児相談支援対象保護者に指定計画相談支援を行う場合の取扱い

について

指定特定相談支援事業者が、障害児相談支援対象保護者に対して指

定計画相談支援を行う場合には、児童福祉法に基づく障害児相談支援

給付費の報酬が算定されるため、所定単位数を算定しないものとする。

（ 7） 同一の月に指定継続サービス利用支援と指定サービス利用支援を行

う場合について

（ 略）

等を勘案して柔軟かつ適切に設定する期間ごとに指定継続サービス

利用支援を実施する場合に算定するが、対象者が不在である等によ

り当該期間ごとに設定された指定継続サービス利用支援の実施予定

月の翌月となった場合であって、市町村がやむを得ないと認めると

きは、当該翌月においても継続サービス利用支援費を算定できるこ

と。

（ ３） 障害児相談支援対象保護者に指定計画相談支援を行う場合の取扱

い

指定特定相談支援事業者が、障害児相談支援対象保護者に対して

指定計画相談支援を行う場合には、児童福祉法（ 昭和22年法律第

164号） に基づく障害児相談支援給付費の報酬が算定されるため、

所定単位数を算定しないものとする。

（ ４） 同一の月に指定継続サービス利用支援と指定サービス利用支援を

行う場合

計画相談支援費については、障害福祉サービス又は地域相談支援

の支給決定等の有効期間の終期月等において、指定継続サービス利

用支援を行った結果、支給決定等の更新等の申請がなされ、同一の

月に当該申請に係る指定サービス利用支援を行った場合には、サー

ビス等利用計画作成の一連の支援であることから、継続サービス利

用支援費は算定せず、サービス利用支援費のみ算定するものとする。

なお、障害福祉サービス又は地域相談支援の支給決定等に当たっ

て指定サービス利用支援を行った後、同一の月に当該支給決定等に

係るサービスの利用状況を検証するための指定継続サービス利用支

援を行った場合には、サービス利用支援費及び継続サービス利用支
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（ 8） 居宅介護支援費重複減算及び介護予防支援費重複減算の取扱い

計画相談支援報酬告示１の注６から８までの居宅介護支援費重複

減算及び介護予防支援費重複減算については、一人の相談支援専門

員が、介護保険法の要介護又は要支援の者に対し、同法の指定居宅

介護支援又は指定介護予防支援と一体的に指定計画相談支援を提供

する場合に減算するものであること。

２．特別地域加算の取扱いについて

計画相談支援報酬告示１の注９の特別地域加算については、第二の２

の（ １）の⑯の規定を準用する。
３．利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

計画相談支援報酬告示２の利用者負担上限額管理加算については、第

二の２の（ １）の⑲の規定を準用する。
４．初回加算の取扱いについて

初回加算について、具体的には次のような場合に算定される。

（ １） 新規にサービス等利用計画を作成する場合

（ ２） 計画相談支援対象障害者等が障害福祉サービス等を利用する月の

前６月間において障害福祉サービス及び地域相談支援を利用してい

ない場合

５．特定事業所加算の取扱いについて

（ １） （ 略）

援費の両方を算定できるものとする。

（ ５） 居宅介護支援費重複減算及び介護予防支援費重複減算の取扱い

計画相談支援報酬告示１の注６から８までの居宅介護支援費重複

減算及び介護予防支援費重複減算については、一人の相談支援専門

員が、介護保険法（ 平成９年法律第123号） の要介護又は要支援の

者に対し、同法の指定居宅介護支援又は指定介護予防支援と一体的

に指定計画相談支援を提供する場合に減算するものであること。

２．特別地域加算の取扱い

計画相談支援報酬告示１の注９の特別地域加算については、第二の２

の（ １）の⑭の規定を準用する。
３．利用者負担上限額管理加算の取扱い

計画相談支援報酬告示２の利用者負担上限額管理加算については、第

二の２の（ １）の⑰の規定を準用する。
（ 新設）

４．特定事業所加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

特定事業所加算制度は、支援困難ケースへの積極的な対応を行う

ほか、専門性の高い人材を確保し、質の高いマネジメントを実施し

ている事業所を評価し、地域全体のマネジメントの質の向上に資す
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（ ２） 基本的取扱方針

当該加算の対象となる事業所は、

・ 公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立し

た事業所であること

・ 常勤かつ専従の相談支援専門員が配置され、どのような支援困

難ケースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわば

モデル的な相談支援事業所であることが必要となるものであ

る。

本加算については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、

支援困難ケースを中心とした質の高いマネジメントを行うという特

定事業所の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意された

い。

（ ３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定計画相談支援に要する費用の額の算定に関する基準に基

づき厚生労働大臣が定める基準（ 平成 24 年厚生労働省告示第 180

号。以下「 厚生労働大臣が定める基準」 という。） の具体的運用方

針

厚生労働大臣が定める基準における各要件の取扱いについては、

次に定めるところによること。

① 特定事業所加算（ Ⅰ）について

ア （ １）関係

常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、そのうち１

名以上が主任相談支援専門員であること。ただし、３名（ 主任相

ることを目的とするものである。

（ ２） 基本的取扱方針

この特定事業所加算制度の対象となる事業所については、

・ 公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立し

た事業所であること

・ 常勤かつ専従の相談支援専門員が３名以上配置され、どのよう

な支援困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されてい

る、いわばモデル的な相談支援事業所であることが必要となる

ものである。

本加算については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、

支援困難ケースを中心とした質の高いマネジメントを行うという特

定事業所の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意された

い。

（ ３） 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針

各要件の取扱いについては、次に定めるところによること。

① イ関係

当該加算を算定する事業所においては、少なく とも常勤かつ専

従の相談支援専門員を３名以上配置し、そのうち１名以上が相談
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談支援専門員１名を含む。）を除いた相談支援専門員については、

当該指定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷

地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものと

する。

また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、

指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業所の場合に

ついては、当該３名を除く相談支援専門員に限らず、職務を兼務

しても差し支えない。

イ （ ２）関係

（ 略）

支援従事者現任研修を修了していること。なお、２名（ 相談支援

従事者現任研修を修了した相談支援専門員１名以上を含む。）を除

いた相談支援専門員については、当該指定特定相談支援事業所の

業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を

兼務しても差し支えないものとする。

また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所又は

指定一般相談支援事業所の場合については、当該相談支援専門員に

限らず、職務を兼務しても差し支えない。

② ロ関係

「 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項

に係る伝達等を目的とした会議」 は、次の要件を満たすものでな

ければならないこと。

（ 一） 議題については、少なく とも次のような議事を含めるこ

と。

ア 現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方

針

イ 過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改

善方策

ウ 地域における事業者や活用できる社会資源の状況

エ 保健医療及び福祉に関する諸制度

オ アセスメント及びサービス等利用計画の作成に関する

技術

カ 利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方

針
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ウ （ ３）関係

（ 略）

エ （ ４）関係

主任相談支援専門員の同行による研修については、主任相談

支援専門員が、新規に採用した従業者に対し、適切な指導を行

うものとする。

オ （ ５）関係

（ 略）

カ （ ７）関係

取扱件数については、第四の１の（ ２）と同様である。

② 特定事業所加算（Ⅱ）について

厚生労働大臣が定める基準第２号ロの（ ２） については、常勤

かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、そのうち１名以上

キ その他必要な事項

（ 二） 議事については、記録を作成し、５年間保存しなければな

らないこと。

（ 三） 「 定期的」 とは、概ね週１回以上であること。

③ ハ関係

24時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により

連絡を取ることができ、必要に応じて相談に応じることが可能な

体制をとる必要があることをいうものであり、当該事業所の相談

支援専門員が輪番制による対応等も可能であること。

④ ニ関係

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員の同行によ

る研修については、相談支援従事者現任研修を修了した相談支援

専門員が、新規に採用した従業者に対し、適切な指導を行うもの

とする。

⑤ ホ関係

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難

ケースを受け入れるものでなければならず、また、そのため、常

に基幹相談支援センター、委託相談支援事業所又は協議会との連

携を図らなければならないこと。

（ 新設）

（ 新設）
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が相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員であるこ

と。ただし、３名（ 相談支援従事者現任研修を修了した相談支援

専門員１名を含む。） を除いた相談支援専門員については、当該指

定特定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内に

ある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。

また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、

指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業所の場合につ

いては、当該３名を除く相談支援専門員に限らず、職務を兼務し

ても差し支えない。

なお、厚生労働大臣が定める基準第２号ロの（ １） 及び（ ３）

については、 ① のイ～カの規定を準用する。この場合において、
エに規定する主任相談支援専門員については、相談支援従事者現

任研修を修了した相談支援専門員と読み替えるものとする。

③ 特定事業所加算（Ⅲ）について

厚生労働大臣が定める基準第２号ハの（ ３） については、常勤

かつ専従の相談支援専門員３名以上配置し、そのうち１名以上が

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員であること。

ただし、２名（ 相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門

員１名を含む。） を除いた相談支援専門員については、当該指定特

定相談支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある

他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。

また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、

指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業所の場合につ

いては、当該２名を除く相談支援専門員に限らず、職務を兼務し

（ 新設）
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ても差し支えない。

なお、厚生労働大臣が定める基準第２号ハの（ １） 及び（ ２）

については、 ①のイ～カの規定を準用する。この場合において、
エに規定する主任相談支援専門員については、相談支援従事者現

任研修を修了した相談支援専門員と読み替えるものとし、また、

平成30年３月31日以前に特定事業所加算を算定していた事業所

の場合は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間は、

カの規定は適用しない。

④ 特定事業所加算（ Ⅳ）について

厚生労働大臣が定める基準第２号ニの（ ３） については、常勤

かつ専従の相談支援専門員２名以上配置し、そのうち１名以上が

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員であること。

ただし、相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員１名

を除いた相談支援専門員については、当該指定特定相談支援事業

所の業務に支障がない場合は、当該指定特定相談支援事業所又は

同一敷地内にある指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援

事業所若しくは指定自立生活援助事業所の職務への従事を主たる

業務とした上で、同一敷地内にあるそれ以外の他の事業所の職務

を兼務しても差し支えないものとする。

また、同一敷地内にある事業所が指定障害児相談支援事業所、

指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業所の場合につ

いては、当該１名を除く相談支援専門員に限らず、職務を兼務し

ても差し支えない。

なお、厚生労働大臣が定める基準第２号ニの（ １） 及び（ ２）

（ 新設）



287 

改 正 後 現 行

については、①のイ及びエ～カの規定を準用する。この場合におい
て、エに規定する主任相談支援専門員については、相談支援従事者

現任研修を修了した相談支援専門員と読み替えるものとする。

（ ４） （ 略）

６．入院時情報連携加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

計画相談支援報酬告示の５の入院時情報連携加算の注中「 必要な

情報」 とは、具体的には、当該利用者の心身の状況（ 例えば障害の

程度や特性、疾患・ 病歴の有無など）、生活環境（ 例えば、家族構成、

生活歴など）、日常生活における本人の支援の有無やその具体的状況

及びサービスの利用状況をいう。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

当該加算は、次に掲げる区分に応じ、利用者１人につき１月に１

回を限度として算定する。

① 入院時情報連携加算（Ⅰ）

医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談し、必要な情

報を提供した場合に所定単位数を加算する。

② 入院時情報連携加算（Ⅱ）

①以外の方法により必要な情報を提供した場合に所定単位数を
加算する。

（ ４） 手続

本加算を取得した特定相談支援事業所については、毎月末までに、

基準の遵守状況に関する所定の記録を作成し、５年間保存するとと

もに、市町村長等から求めがあった場合については、提出しなけれ

ばならない。

（ 新設）
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（ ３） 手続

情報提供を行った日時、場所（ 医療機関へ出向いた場合）、内容、

提供手段（ 面談、FAX等） 等について記録を作成し、５年間保存す

るとともに、市町村長等から求めがあった場合については、提出し

なければならない。なお、情報提供の方法としては、サービス等利

用計画等の活用が考えられる。

７．退院・ 退所加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

病院若しく は診療所又は障害者支援施設等へ入院、入所等をして

いた障害児が退院、退所し、障害福祉サービス又は地域相談支援（ 以

下、第四において「 障害福祉サービス等」 という。） を利用する場合

において、当該利用者の退院、退所に当たって、当該施設の職員と

面談を行い、当該利用者に関する必要な情報の提供を得た上で、サ

ービス等利用計画を作成し、障害福祉サービス等の利用に関する調

整を行い、当該利用者が障害福祉サービス等の支給決定を受けた場

合に加算するものである。ただし、初回加算を算定する場合、当該

加算は算定できない。

なお、利用者に関する必要な情報とは、第四の６の（ １）の入院時情

報連携加算において具体的に掲げた内容に加え、入院、入所等の期

間中の利用者に係る心身の状況の変化並びに退院、退所に当たって

特に配慮等すべき事項の有無及びその内容をいう。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

退院・ 退所加算については、入院、入所等の期間中に実施した情

報収集又は調整等に関して、当該利用者のサービス等利用計画の作

（ 新設）
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成に係るサービス利用支援費の算定に併せて３回分を限度に加算を

算定できるものであること。

（ ３） 手続

退院、退所する施設の職員と面談を行い情報の提供を受けた場合

には、相手や面談日時、その内容の要旨及びサービス等利用計画に

反映されるべき内容に関する記録を作成し、５年間保存するととも

に、市町村長等から求めがあった場合については、提出しなければ

ならない。

ただし、作成したサービス等利用計画等において、上記の記録す

べき内容が明確にされている場合は、別途記録の作成を行うことは

要しない。

８．居宅介護支援事業所等連携加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

当該加算は、これまで障害福祉サービス等を利用していた利用者

が、介護保険サービスを利用する場合において、当該利用者を担当

している相談支援専門員が、介護保険法に規定する指定居宅介護支

援事業所又は指定介護予防支援事業所（ 以下「 指定居宅介護支援事

業所等」 という。） に出向く等により、指定居宅介護支援事業所等の

介護支援専門員による居宅サービス計画等の作成に協力を行った場

合に、加算するものである。

ここでいう「 作成に協力を行った場合」 とは、具体的には、指定

居宅介護支援事業所等の介護支援専門員が実施するアセスメントに

同行することや、当該利用者に関する直近のサービス等利用計画や

モニタリング結果等を情報提供した上で、利用者の心身の状況、生
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活環境及びサービスの利用状況等を介護支援専門員に対して説明を

行った場合等をいう。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

当該加算を算定した利用者に係る居宅サービス計画等の作成を

行った指定居宅介護支援事業所等において、６月以内に再度同一の

利用者に関して当該加算を算定することはできないことに留意する

こと。

また、当該加算は、利用者が指定居宅介護支援又は指定介護予防

支援の利用を開始する場合にのみ算定できるものである。

（ ３） 手続

第四の６の（ ４）の規定を準用する。

９．医療・ 保育・ 教育機関等連携加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

次の要件をいずれも満たすものでなければならないこと。

ア 利用者が利用する病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特

別支援学校等の関係機関との日常的な連携体制を構築するとと

もに、利用者の状態や支援方法の共有を行うことを目的に実施

するものであるから、面談を実施することに限らず、関係機関

との日常的な連絡調整に努めること。

イ 連携先と面談するに当たっては、当該利用者やその家族等も

出席するよう努めること。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

当該加算は、初回加算を算定する場合又は退院・ 退所加算を算定

し、かつ、退院又は退所する施設の職員のみから情報の提供を受け

（ 新設）
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ている場合は算定することができないものであること。

（ ３） 手続

第四の７の（ ３）の規定を準用する。

10．サービス担当者会議実施加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

継続サービス利用支援の実施時において、利用者の居宅等を訪問

し利用者に面接することに加えて、サービス等利用計画に位置付け

た福祉サービス等の担当者を招集してサービス担当者会議を開催

し、相談支援専門員が把握したサービス等利用計画の実施状況（ 計

画相談支援対象障害者等についての継続的な評価を含む。） につい

て説明を行うとともに、担当者から専門的な見地からの意見を求め、

サービス等利用計画の変更その他必要な便宜の提供について検討を

行った場合に加算するものである。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

サービス担当者会議において検討した結果、サービス等利用計画

の変更を行った場合は、サービス利用支援費を算定することとなる

ため、当該加算は算定できないものであること。

（ ３） 手続

サービス担当者会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及

びそれを踏まえた対応方針に関する記録を作成し、５年間保存する

とともに、市町村長等から求めがあった場合については、提出しな

ければならない。

11．サービス提供時モニタリング加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

（ 新設）

（ 新設）
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継続サービス利用支援の実施時又はそれ以外の機会において、サ

ービス等利用計画に位置付けた障害福祉サービス等を提供する事業

所又は当該障害福祉サービス等の提供場所を訪問し、サービス提供

場面を直接確認することにより、サービスの提供状況について詳細

に把握し、確認結果の記録を作成した場合に加算するものである。

なお、サービス提供時のモニタリングを実施するにあたっては次

のような事項を確認し、記録するものとする。

ア 障害福祉サービス等の事業所等におけるサービスの提供状況

イ サービス提供時の計画相談支援対象障害者等の状況

ウ その他必要な事項

（ ２） 算定に当たっての留意事項

１人の相談支援専門員が１月に請求できる当該加算の件数は 39

件を限度とし、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所

等の業務と兼務している場合であって、かつ当該事業所におけるサ

ービス提供場面のみを確認した場合は、加算は算定できないもので

あること。

（ ３） 手続

（ １）における記録を作成し、５年間保存するとともに、市町村長

等から求めがあった場合については、提出しなければならない。

12．行動障害支援体制加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

当該加算の対象となる事業所は、行動障害のある知的障害者や精

神障害者に対して適切な計画相談支援を実施するために、各都道府

県が実施する強度行動障害支援者養成研修（ 実践研修） 又は行動援

（ 新設）
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護従業者養成研修を修了した常勤の相談支援専門員を１名以上配置

し、行動障害のある障害者へ適切に対応できる体制が整備されてい

ることが必要となる。

なお、強度行動障害を有する者から利用申込みがあった場合に、

利用者の障害特性に対応できないことを理由にサービスの提供を拒

むことは認めないものとすることに留意すること。

（ ２） 手続

この加算を算定する場合は、研修を修了した相談支援専門員を配

置している旨を市町村へ届け出るとともに、体制が整備されている

旨を事業所に掲示するとともに公表する必要があること。

13．要医療児者支援体制加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

当該加算の対象となる事業所は、人工呼吸器を装着している障害

児者その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児

者等（ 以下「 医療的ケア児等」 という。） に対して適切な計画相談支

援を実施するために、医療的ケア児等の障害特性及びこれに応じた

支援技法等に関する研修を修了した常勤の相談支援専門員を１名以

上配置し、医療的ケア児等へ適切に対応できる体制が整備されてい

ることが必要となる。

ここでいう「 医療的ケア児等の障害特性及びこれに応じた支援技

法等に関する研修」 とは、地域生活支援事業通知の別紙２地域生活

支援促進事業実施要綱別記 15 に定める医療的ケア児等コーディネ

ーター養成研修等事業により行われる研修その他これに準ずるもの

として都道府県知事が認める研修をいう。

（ 新設）
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なお、医療的ケア児等から利用申込みがあった場合に、利用者の

障害特性に対応できないことを理由にサービスの提供を拒むことは

認めないものとすることに留意すること。

（ ２） 手続

第四の12の（ ２）の規定を準用する。

14．精神障害者支援体制加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

当該加算の対象となる事業所は、精神科病院等に入院する障害者

等及び地域において単身生活等をする精神障害者等に対して、地域

移行支援や地域定着支援のマネジメントを含めた適切な計画相談支

援を実施するために、精神障害者等の障害特性及びこれに応じた支

援技法等に関する研修を修了した常勤の相談支援専門員を１名以上

配置し、精神障害者等へ適切に対応できる体制が整備されているこ

とが必要となるものである。

ここでいう「 精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技法等

に関する研修」 とは、地域生活支援事業通知の別紙１地域生活支援

事業実施要綱別記 17 に定める精神障害関係従事者養成研修事業若

しくは精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修事業又は同

通知の別紙２地域生活支援促進事業実施要綱別記 26 に定める精神

障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業において行

われる精神障害者の地域移行関係職員に対する研修その他これに準

ずるものとして都道府県知事が認める研修をいう。

なお、精神障害者等から利用申込みがあった場合に、利用者の障

害特性に対応できないことを理由にサービスの提供を拒むことは認
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めないものとすることに留意すること。

（ ２） 手続

第四の12の（ ２）の規定を準用する。

15．地域生活支援拠点等相談強化加算の取扱いについて

（ １） 趣旨

当該加算は、地域生活支援拠点等の必要な相談機能として、地域

の生活で生じる障害者等や家族の緊急事態において、迅速・ 確実な

相談支援の実施及び短期入所の活用により、地域における生活の安

心感を担保することを目的とするものであり、この加算の対象とな

る事業所については、地域生活支援拠点等であることを十分に踏ま

え、当該加算の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意され

たい。

（ 2） 算定に当たっての留意事項

当該加算は、障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊

急に支援が必要な事態が生じた者（ 以下「 要支援者」 という。） 又

はその家族等からの要請に基づき、速やかに指定短期入所事業者に

対して当該要支援者に関する必要な情報の提供及び当該指定短期入

所の利用に関する調整（ 以下「 連絡・ 調整」 という。） を行った場

合に利用者１人につき１月に４回を限度として加算するものであ

る。

また、当該加算は、他の指定特定相談支援事業所において指定計

画相談支援を行っている要支援者又はその家族等からの要請に基づ

き連絡・ 調整を行った場合は算定できない。ただし、当該要支援者

が指定短期入所を含む障害福祉サービス等を利用していない場合に

（ 新設）
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おいては、当該指定特定相談支援事業所によりサービス等利用計画

の作成を行った場合は、当該計画作成に係るサービス利用支援費の

算定に併せて算定できるものであること。

なお、指定地域定着支援事業所と一体的に事業を行っている場合

であって、かつ、当該指定地域定着支援事業所において当該利用者

に係る地域定着支援サービス費を算定する場合は、指定特定相談支

援事業所において当該加算を算定できないものとする。

（ ３） 手続

当該加算の対象となる連絡・ 調整を行った場合は、要請のあった

時間、要請の内容、連絡・ 調整を行った時刻及び地域生活支援拠点

等相談強化加算の算定対象である旨を記録するものとする。なお、

作成した記録は５年間保存するとともに、市町村長等から求めがあ

った場合については、提出しなければならない。

16．地域体制強化共同支援加算

（ １） 趣旨

当該加算は、地域生活支援拠点等の必要な地域の体制づく りの機

能として、地域の様々 なニーズに対応出来るサービス提供体制の確

保や、地域の社会資源の連携体制の構築を行うことを目的とするも

のであり、この加算の対象となる事業所については地域生活支援拠

点等であることを十分に踏まえ、当該加算の趣旨に合致した適切な

運用を図られるよう留意されたい。

（ ２） 算定に当たっての留意事項

当該加算は、支援が困難な計画相談支援対象障害者等に対して、

当該指定特定相談支援事業所の相談支援専門員と福祉サービスを提
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供する事業者の職員等（ 以下「 支援関係者」 という。） が、会議によ

り情報共有及び支援内容を検討し、在宅での療養又は地域において

生活する上で必要となる説明及び指導等の必要な支援を共同して実

施するとともに、地域課題を整理し、協議会等に報告を行った場合

に加算するものである。

なお、当該加算は、支援が困難な計画相談支援対象障害者等に係

る支援等を行う指定特定相談支援事業所のみが算定できるものであ

るが、当該指定特定相談支援事業所の支援等に係る業務負担のみを

評価するものではなく 、その他の支援関係者の業務負担も評価する

趣旨のものである。そのため、その他の支援関係者が支援等を行う

に当たり要した費用については、指定特定相談支援事業所が負担す

ることが望ましいものであること。

なお、協議会等への報告の内容については、別途定めるものとす

る。

（ ３） 手続

当該加算の対象となる会議を行った場合は、別途定める内容を記

録するものとする。なお、作成した記録は５年間保存するとともに、

市町村長等から求めがあった場合については、提出しなければなら

ない。


